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国際協力機構環境社会配慮ガイドライン改定案

※「JICA 方針案」欄は「環境社会配慮ガイドライン（GL）改定に向けた JICA 方針（案）」から該当する方針

を転記しています。改定に向けた方針（案）に拠らない箇所でも、読みやすさ・分かりやすさの改善を図るため

修正を提案している箇所があります。

項目 改定版 JICA方針案

序 【環境・社会を包摂した持続可能な開発のための 2030 アジ

ェンダ】

１．環境問題への世界的な関心の高まりを受けて、1992 年

の国連環境開発会議では、持続可能な開発の達成に向けた

基本原則及び行動計画アジェンダ 21 が合意された。

２．また、1948 年に採択された世界人権宣言は、人権及び

自由を尊重し確保するために、すべての人民とすべての国

が達成すべき共通の基準を定めた。近年では、2011 年に「ビ

ジネスと人権に関する指導原則：国際連合「保護、尊重及

び救済」枠組実施のために」が国連人権理事会の関連の決

議において全会一致で支持された。

３．このような環境や人権に対する取り組みを包摂して国

際的に統一された開発目標を策定する動きが促進され、

2015 年 9 月、持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現

のため、持続可能な開発のための 2030 アジェンダが国連サ

ミットで採択された。

４．我が国は「誰ひとり取り残されない」社会を実現する

ため、人間の安全保障の理念に基づき、世界の国づくりと

人づくりに貢献する方針を世界に示している。

【気候変動】

５．とりわけ、近年、気候変動が一因と考えられる異常気

象及びその影響が世界各地で発生しており、世界全体で気

候変動の緩和と適応を進めることが喫緊の課題となってい

る。

６．国際社会は、2015 年の国連気候変動枠組条約締約国会

議にて採択されたパリ協定に基づき、世界全体の平均気温

の上昇を工業化以前よりも２℃高い水準を十分に下回るも

のに抑えるとともに、1.5℃高い水準までのものに制限する

べく、脱炭素社会への移行に向けた努力を行っている。

７．この中で我が国は、「パリ協定に基づく成長戦略として

の長期戦略」や「2050 年カーボンニュートラル」宣言等に

基づき、脱炭素社会の実現を目指しており、様々な方策に

おいてこれを推進している。

【環境アセスメント】

８．政府開発援助（以下「ODA」）の実施にあたっては、1985
年に OECD が｢開発援助プロジェクト及びプログラムに係

る環境アセスメントに関する理事会勧告｣を採択して以来、

世界銀行などの多国間援助機関や主要な二国間援助機関が

環境社会配慮のガイドライン作成と運用を行っている。

【2】GL「序」において、

SDGs、パリ協定に基づ

く脱炭素社会構築に向け

た国際社会の取組につい

て言及する。現行 GL の

「序」に示される持続可

能な開発の促進は維持す

る。

【35】ビジネスと人権に

関する国連指導原則に関

する日本政府の国別行動

計画（NAP）に留意しな

がら対応する。GL「序」・

「理念」に、国際潮流（「ビ

ジネスと人権に関する国

連指導原則」含む）を踏

まえた日本政府方針に沿

って適切な環境社会配慮

を行う旨記載する。
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項目 改定版 JICA方針案

【JICA 環境社会配慮ガイドライン】

９．独立行政法人国際協力機構法の改正法施行（2008 年 10
月）により、独立行政法人国際協力機構（以下「JICA」と

いう）が日本の ODA の実施機関として技術協力、有償資金

協力、無償資金協力を一元的に担うこととなったことから、

2010 年に「JICA 環境社会配慮ガイドライン」が策定された。

１０．JICA は、その業務方法書と中期計画に JICA 環境社

会配慮ガイドラインを指針として業務運営を行う旨規定し

ており、協力事業について相手国等に対して適切な環境社

会配慮の実施を促すとともに環境社会配慮の支援と確認を

JICA 環境社会配慮ガイドラインに従い適切に行うとしてい

る。

【改定プロセス】

１１．このたび改定された本ガイドラインは、2010 年の

JICA 環境社会配慮ガイドラインの施行から 10 年を経て、

近年の SDGs や、気候変動の脅威に対する国際社会の対応、

環境社会配慮の質の向上に資する取組を踏まえながら見直

しの要否を検討し、20●●年に改定したものである。

１２．改定にあたっては、環境社会配慮助言委員会から助

言を得たほか、学識経験者、NGO、産業界及び政府関係者

から構成される「環境社会配慮ガイドライン改定に係る諮

問委員会」で議論を行うとともに、パブリックコメント募

集を行い、透明性と説明責任を確保した。

【その他の取り組み】

１３．なお、JICA は、協力事業における環境社会配慮が適

切になされるよう促す一方で、環境保全／改善に資するプ

ロジェクトや、温室効果ガス排出削減・吸収増進等、地球

環境保全に貢献するプロジェクトは積極的に支援する方針

である。

１４．また、JICA は、開発途上国における環境社会配慮へ

の対応能力向上への支援についても積極的に取り組む方針

である。

Ⅰ．基本的事項

1.1 理念 【開発協力大綱】

１．我が国の開発協力大綱は、個人の保護と能力強化によ

り、恐怖と欠乏からの自由、そして、一人ひとりが幸福と

尊厳を持って生存する権利を追求する人間の安全保障の考

え方を、我が国の開発協力の根本にある指導理念と位置付

けている。

２．また、取り組むべき重点課題として、誰ひとり取り残

されない「包摂性」や世代を超えた「持続可能性」および

「強靭性」を兼ね備えた「質の高い成長」とそれを通じた

貧困削減を実現することが必要であるとしている。

３．そして、開発協力にあたっては、開発に伴う環境や気

候変動への影響、および格差是正や社会的弱者への配慮等

の観点から社会面への影響に十分注意を払い、多様な関係

者の参画に努め、環境と公正性の確保に十分配慮すること

を定めている。

【3】「理念」において、

「序」で言及した国際潮

流に触れつつ、開発協力

大綱に示される「質の高

い成長とそれを通じた貧

困削減」に触れ、質の高

い成長の重要なファクタ

ーとして、環境との調和、

経済社会の持続的成長、

地球温暖化対策を含め

る。さらに、質の高いイ

ンフラ投資の推進に関し

て、インフラ投資への環

境配慮・社会配慮の統合

に言及する。

【2】～【4】の（理由、

2



3

項目 改定版 JICA方針案

【質の高いインフラ投資】

４．近年では、2016 年 G7 伊勢志摩サミットで合意された

「質の高いインフラ投資の推進のための G7 伊勢志摩原則」

および 2019 年 G20 大阪サミットで承認された「質の高い

インフラ投資に関する原則」において、インフラ投資への

環境配慮や社会配慮の統合の原則が掲げられ、我が国も同

原則を実践していくこととしている。

【JICA が環境社会配慮に取り組む理由】

５．ODA を担う JICA が、相手国等が主体的に取り組む｢持

続可能な開発｣に果たす役割はきわめて重要である。持続可

能な開発を実現するためには、開発に伴う環境・社会面の

さまざまな費用が開発費用に内部化され、それが意思決定

に反映されることを可能とする社会と制度の枠組みが不可

欠である。その内部化と制度の枠組みを作ることが、｢環境

社会配慮｣であると考える。

６．環境社会配慮を機能させるために不可欠な民主的な意

思決定を行うには、基本的人権の尊重に加え、幅広いステ

ークホルダーの意味ある参加、情報の透明性と説明責任及

び効率性が確保されることが重要である。関係政府機関に

は説明責任が強く求められ、あわせてステークホルダーも

真摯な発言を行う責任が求められる。

７．更に、JICA は、人間の安全保障の理念に基づき、誰ひ

とり取り残されない、包摂的な開発を実現する観点から、

開発のあらゆる段階において、女性や社会的に脆弱な立場

にある地域住民を含む社会の多様なステークホルダーの参

画を確保し、ジェンダー平等の達成を後押しする。また、

気候変動に対する国際社会の取組を踏まえて、脱炭素社会

への移行に貢献する。

８．このような考えの下、JICA は、開発協力を実施するに

あたり、日本政府の方針に沿って、適切な環境社会配慮を

行う。

考え方）

「序」・「理念」を通して、

国際潮流を踏まえた日本

政府方針に沿って適切な

環境社会配慮を行うこと

を明確にする。

【5】「理念」に開発協力

大綱で謳われる大きな方

針を反映する。その際は、

助言 2 の女性や社会的弱

者を含む多様な関係者の

参画を重視することを記

載する。また、「ジェンダ

ー平等」を理念に追記す

る。

【10】気候変動対策につ

いては、GL 冒頭「序」に

脱炭素社会構築に向けた

国際社会の取組を記載

し、「理念」に日本政府方

針に沿って脱炭素移行へ

貢献することを記載す

る。

【12】中長期的な視点に

立ち、途上国の脱炭素移

行を支援することは重要

と考えており、日本政府

方針に沿って脱炭素移行

へ貢献することを GL1.1
「理念」に記載する

1.2 目的 本ガイドラインは、JICA が行う環境社会配慮の責務と手続

き、相手国等に求める要件を示すことにより、相手国等に

対し、適切な環境社会配慮の実施を促すとともに、JICA が

行う環境社会配慮支援・確認の適切な実施を確保すること

を目的とする。これにより JICA は、JICA が行う環境社会

配慮支援･確認の透明性・予測可能性・説明責任アカウンタ

ビリティーを確保することに努める。

1.3 定義 1.「環境社会配慮」とは、人間の健康と安全、自然環境、社

会への影響を大気、水、土壌への影響、生態系及び生物相

等の自然への影響、非自発的住民移転、先住民族等の人権

の尊重その他の社会への影響を配慮することをいう。具体

的な配慮項目は 2.3 に示す。

2.｢相手国等｣とは、相手国、相手国政府(地方政府を含む)、
借入人又はプロジェクト実施主体者をいう。また、「相手国

承認担当省庁」とは、相手国の政府が定めた環境アセスメ

ントに関する法制度に基づき環境アセスメント報告書に係

る承認・許認可を行う権限を有する省庁をいう。

【43】現行 GL 別紙１は、

「生態系と生物相」を配

慮項目としているが、開

発協力大綱・ESS 6 と同

様「生物多様性」を配慮

項目とする。
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項目 改定版 JICA方針案

3.「協力事業」とは、JICA が相手国等に対して行う協力有

償資金協力、無償資金協力（国際機関経由のものを除く）、

外務省が自ら行う無償資金協力事業についての事前の調

査、開発計画調査型技術協力及び技術協力プロジェクトを

いう。対象事業は 1.7 に示す。

4.｢プロジェクト｣とは、相手国等が実施し、JICA が協力を

行う対象の事業をいう。

5.「環境社会配慮調査」とは、プロジェクトが環境や地域社

会に及ぼす又は及ぼすおそれのある影響について調査、予

測、評価を行い、その影響を回避・低減させるための計画

を提示することをいう。

6.｢環境アセスメント環境影響評価｣とは、相手国の制度に基

づきプロジェクトが与える環境影響や社会影響を評価し、

代替案を検討し、適切な緩和策やモニタリング計画を策定

することをいう。

7.「戦略的環境アセスメント」とは、事業段階の環境アセス

メントに対して、その上位段階の意思決定における環境ア

セスメントのことをいう。事業の前の計画段階やさらにそ

の前の政策段階で行われるものがある。

8.「環境社会配慮の支援」とは、相手国等に対し、環境社会

配慮調査の実施、対応方策の検討、ノウハウの形成、人材

の育成等の協力を行うことをいう。

9.「環境社会配慮の確認」とは、プロジェクトの特性及び国、

地域固有の状況を勘案した上で、相手国等の行う環境社会

配慮の本ガイドラインの要件の充足内容を確認することを

いう。

10.「スクリーニング」とは、事業特性と地域特性に基づき、

環境社会配慮調査の実施が必要か否かの判断を行うことを

いう。本ガイドラインでは、協力事業を A・B・C・FI の 4
段階にカテゴリ分類することによりスクリーニングを行

う。

11.「スコーピング」とは、検討すべき代替案と重要な及び

重要と思われる評価項目の範囲並びに調査方法について決

定することをいう。

12.「現地ステークホルダー」とは、事業の影響を受ける個

人や団体(非正規居住者を含む)及び現地で活動している

NGO をいう。また、｢ステークホルダー｣とは、現地ステー

クホルダーを含んだ、協力事業に知見もしくは意見を有す

る個人や団体をいう。

13.「環境社会配慮助言委員会｣とは、協力事業における環境

社会配慮の支援と確認に対する助言を行う委員会であり、

外部専門家からなる第三者的機関のことをいう。

14.「フォローアップ｣とは、開発計画調査型技術協力におけ

る環境社会配慮調査の結果が反映されていることを確認す

ることをいう。

15.「Terms of Reference(TOR)」とは、調査を実行するため

の一連の管理や手続き及び技術上の必要事項を記載したも

のをいう。

16.「Environmental Impact Assessment(EIA)レベル」とは、

詳細な現地調査に基づき、代替案、環境社会影響の詳細な

予測・評価、緩和策、モニタリング計画の検討等を実施す

るレベルをいう。
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項目 改定版 JICA方針案

17.「Initial Environmental Examination(IEE)レベル」とは、

既存データなど比較的容易に入手可能な情報、必要に応じ

た簡易な現地調査に基づき、代替案、環境社会影響の予測･

評価、緩和策、モニタリング計画の検討等を実施するレベ

ルをいう。

18.「合意文書｣とは、有償資金協力における Loan 
Agreement(L/A) 、 無 償 資 金 協 力 に お け る Grant 
Agreement(G/A)等、JICA が相手国等との間で協力事業の実

施を合意する文書をいう。

19.「協力準備調査｣とは、協力プログラムの形成と、個別案

件の発掘･形成及び妥当性･有効性･効率性等の確認を行う

調査をいう。

20.「協力プログラム｣とは、特定の開発目標達成を支援する

ための協力目標とそれを達成するための適切な協力シナリ

オをいう。

21.「プロジェクト形成｣とは、協力準備調査のうち、有償資

金協力、無償資金協力又は技術協力プロジェクトの個別案

件の発掘･形成及び妥当性･有効性･効率性等の確認を行う

ものをいう。

22.「詳細計画策定調査」とは、事業に関する目標の設定、

妥当性等の確認、投入、活動及び規模等、案件の詳細計画

を決定することを目的とした調査のうち、外務省による案

件採択後に実施されるものをいう。

1.4 環境社会配慮の

基本方針

JICA は、プロジェクトの環境社会配慮についての責任は相

手国等にあることを前提として、相手国等の開発目的に資

するプロジェクトが環境や地域社会に与える影響を回避ま

たは最小化し、受け入れることができないような影響をも

たらすことがないよう、相手国等による適切な環境社会配

慮の確保の支援と確認を行う。もって開発途上国の持続可

能な開発に寄与する。

JICA は、環境社会配慮の観点から相手国等に求める要件を

本ガイドラインで明記し、相手国等がその要件を満たすよ

う協力事業を通じて環境社会配慮の支援を行う。JICA は、

その要件に基づき相手国等の取り組みを適宜確認するとと

もに、その結果を踏まえて意思決定を行う。

JICA は、以下の 87 項目が特に重要であると認識している。

(重要事項 1:幅広い影響を配慮の対象とする)
JICA は、環境及び社会面の幅広い影響を環境社会配慮の項

目とする。

(重要事項 2:早期段階からモニタリング段階まで、環境社会

配慮を実施する)
JICA は、マスタープラン等においては、戦略的環境アセス

メントを適用する。早期段階からモニタリング段階まで、

環境社会配慮が確実に実施されるよう相手国等に働きかけ

る。

（重要事項 3：ミティゲーション・ヒエラルキーに沿った環

境社会配慮を確認する。）

JICA は、可能な限り環境社会影響を回避し、これが可能で

ない場合に影響の最小化、軽減、次に緩和し、それでも重

大な影響が残る場合に代償が検討されることを確認する。

(重要事項 43:協力事業の実施において説明責任を果たす)
JICA は、協力事業の実施において、説明責任と透明性を確

【4】【7】【44】ミティゲ

ーション・ヒエラルキー

の考え方を GL1.4基本方

針に記載する。

5
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保する。

(重要事項 54:ステークホルダーの参加を求める)
JICA は、現場に即した環境社会配慮の実施と適切な合意の

形成のために、ステークホルダーの意味ある参加を確保し、

ステークホルダーの意見を意思決定に十分反映する。なお、

ステークホルダーからの指摘があった場合は回答する。参

加するステークホルダーは、真摯な発言を行う責任が求め

られる。

(重要事項 65:情報公開を行う)
JICA は、説明責任の確保及び多様なステークホルダーの参

加を確保するため、環境社会配慮に関する情報公開を、相

手国等の協力の下、積極的に行う。

(重要事項 76:JICA の実施体制を強化する)
JICA は、環境社会配慮が十分かつ効果的に達成されるよう

常に留意し、その組織体制と実施能力の強化に努める。

(重要事項 87:迅速性に配慮する)
JICA は、環境社会配慮を行いつつ、事業実施に向けた迅速

化の要請に対処する。

1.5 JICA の責務 プロジェクトに対する環境社会配慮の主体は相手国等であ

るが、JICA は、本ガイドラインに沿って相手国等が行う環

境社会配慮の支援と確認を、協力事業の性質に応じてⅡと

Ⅲに従って行う。

1.6 相手国政府に求

める要件

1. 相手国等は、プロジェクトの計画作成とその実施の決定

において、環境社会配慮調査の結果を十分考慮することが

求められる。

2. JICA は、協力事業における環境社会配慮の支援と確認を

行うに際して、別紙 1 に示す要件を相手国等に求め確認す

る。また、カテゴリ A 案件において必要とされる環境アセ

スメント報告書については、別紙 2 に示す項目が満たされ

ることを相手国等に求め確認する。

1.7 対象とする協力

事業

1)有償資金協力、2)無償資金協力(国際機関経由のものを除

く)、3) 開発計画調査型技術協力外務省が自ら行う無償資金

協力について JICA が行う事前の調査、4) 技術協力プロジ

ェクト、開発計画調査型技術協力、及び 5)これに類する事

業や関連する調査を対象とする。技術協力プロジェクトを

対象とする。

【16】GL の適用対象事

業は、現行 GL1.7 対象と

なる協力事業を維持し、

1)有償資金協力、2)無償

資金協力（国際機関経由

のものを除く）、3)開発計

画調査型技術協力、4)技
術協力プロジェクト、及

び 5)これに類する事業や

関連する調査とする。

1.8 緊急時の措置 緊急を要する場合とは、自然災害の復旧や紛争後の復旧支

援などで、緊急性が高く本ガイドラインに従った環境社会

配慮の手続きを実施する時間がないことが明らかな場合を

いう。JICA は、早期の段階において、カテゴリ分類、緊急

の判断と実施する手続きを環境社会配慮助言委員会に報告

し、その結果を公開する。必要な場合は助言を求める。

1.9 普及と運用 1. JICA は、相手国等に本ガイドラインを説明し、その理解

を求める。

2. 環境社会配慮面における国際的な潮流やグッドプラクテ

ィスを踏まえた本ガイドラインを解説する「環境社会配慮

ガイドラインに関するよくある問答集」（FAQ）を公表し、

運用面で参照する。

FAQ の位置づけは、GL
利用者が質問・疑問に思

うであろう点に答えるた

めに作成された、「よくあ

る質問」であり、GL が環

境社会配慮の原則・基本

6
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手続きを示すのに対し、

FAQ は GL 上の記載の説

明や GL の解釈を示す解

説書である。以上を踏ま

え、GL1.9 普及と運用に

「環境社会配慮面におけ

る国際的な潮流やグッド

プラクティスを踏まえた

本ガイドラインを解説す

る「よくある質問」（FAQ）

を公表し、運用面で参照

する」と記載する。

1.10 環境社会配慮

助言委員会

JICA は、協力事業における環境社会配慮の支援と確認に関

する助言を得るために、必要な知見を有する外部の専門家

からなる環境社会配慮助言委員会を第三者的な機関として

常設する。

Ⅱ．環境社会配慮の

プロセス

2.1 情報の公開 1.プロジェクトの環境社会配慮に係る情報公開は、相手国等

が主体的に行うことを原則とし、必要に応じ、JICA は、協

力事業によって相手国等を支援する。

2.JICA は、環境社会配慮に関し重要な情報を協力事業の主

要な段階で、本ガイドラインに則って適切な方法で自ら情

報公開する。

3.JICA は、協力事業の初期段階において、情報公開が確実

に行われることを担保するための枠組みについて、相手国

等と協議し合意する。

4.公開すべき情報には、環境社会配慮に関する情報ととも

に、協力事業本体に関する情報を含む。

5.JICA は、公開を行う情報のほか、第三者に対し、求めに

応じて可能な範囲で環境社会配慮に関する情報の提供を行

う。

6.JICA は、プロジェクトの環境社会配慮に関する情報が現

地ステークホルダーに対して公開・提供されるよう、相手

国等に対して積極的に働きかける。

7.JICA の支援を受けて相手国等が現地ステークホルダーと

の協議を行う場合において、相手国等は事前に十分な時間

的余裕を持って情報公開を行う。その際、JICA は、相手国

の公用語又は広く使用されている言語と地域の人々が理解

できる様式による資料を相手国等が作成することを支援す

る。

8.JICA は、情報公開をウェブサイトで日本語、英語、また

は相手国の公用語又は広く使用されている言語現地語によ

り行うとともに、関連する報告書を JICA 図書館、現地事務

所等において閲覧に供する。
9.JICA は、競争関係を踏まえ、相手国等の商業上等の秘密
には十分配慮し、相手国等から提出される開示対象の環境
関連文書には、こうした秘密が含まれないよう相手国等に
促すこととするとともに、相手国等における情報管理に配
慮し、相手国等の文書は、相手国等の了解の上で情報公開
を行う。なお、合意文書上、情報開示が禁じられる情報に
ついては相手国等の同意又は法の要請により情報開示を行
う。

7
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2.2 カテゴリ分類 1.JICA は、プロジェクトを、その概要、規模、立地等を勘

案して、以下 2 から 5 に示すように環境・社会的影響の程

度に応じて 4 種類段階のカテゴリ分類を行う。

2.カテゴリ A：環境や社会への重大で望ましくない影響のあ

る可能性を持つようなプロジェクトはカテゴリ A に分類さ

れる。また、影響が複雑であったり、先例がなく影響の予

測が困難であるような場合、影響範囲が大きかったり影響

が不可逆的である場合もカテゴリ A に分類される。影響は、

物理的工事が行われるサイトや施設の領域を超えた範囲に

及びうる。カテゴリ A には、原則として、影響を及ぼしや

すいセクターのプロジェクト、影響を及ぼしやすい特性を

持つプロジェクト及び影響を受けやすい地域あるいはその

近傍に立地するプロジェクトが含まれる。影響を及ぼしや

すいセクター・特性や影響を受けやすい地域の例示一覧を

別紙 3 に示す。

3.カテゴリ B：環境や社会への望ましくない影響が、カテゴ

リ A に比して小さいと考えられる協力事業はカテゴリ B に

分類される。一般的に、影響はサイトそのものにしか及ば

ず、不可逆的影響は少なく、通常の方策で対応できると考

えられる。

4.カテゴリ C：環境や社会への望ましくない影響が最小限か

あるいはほとんどないと考えられる協力事業。

5.カテゴリ FI：JICA の融資等が、金融仲介者等に対して行

われ、JICA の融資承諾後に、金融仲介者等が具体的なサブ

プロジェクトの選定や審査を実質的に行い、JICA の融資承

諾（或いはプロジェクト審査）前にサブプロジェクトが特

定できない場合であり、かつ、そのようなサブプロジェク

トが環境や社会への影響を持つことが想定される場合、カ

テゴリ FI に分類される。

6.スクリーニングの後でも、協力事業の進捗に伴い配慮すべ

き環境社会影響が新たに判明した場合など、必要に応じて

カテゴリ分類を変更する。

7.マスタープランは、協力事業の初期段階ではプロジェクト

が明確でない場合が多いが、その場合でもプロジェクトを

想定してカテゴリ分類を行う。その際に、派生的･二次的な

影響や累積的影響を考慮に入れる。また、複数の代替案を

検討する場合は、それら代替案のなかで最も重大な環境社

会影響の可能性を持つ代替案のカテゴリ分類に拠るものと

する。調査の進捗に伴いプロジェクトが明確になった以降

は、必要に応じてカテゴリ分類を見直すものとする。
8.JICA は、相手国等に別紙 4 のスクリーニング様式の記入
を求め、その情報をカテゴリ分類の際の参考にする。

2.3 環境社会配慮の

項目

1.環境社会配慮の項目は、大気、水、土壌、廃棄物、事故、

水利用、気候変動、生態系及び生物相生物多様性、生態系

サービス等を通じた、人間の健康と安全及び自然環境（越

境または地球規模の環境影響を含む）並びに以下に列挙す

るような事項への社会配慮を含む。非自発的住民移転等人

口移動、雇用や生計手段等の地域経済、土地利用や地域資

源利用、社会関係資本や地域の意思決定機関等社会組織、

既存の社会インフラや社会サービス、貧困層や先住民族な

ど社会的に脆弱なグループ、被害と便益の分配や開発プロ

セスにおける公平性、ジェンダー、子どもの権利、文化遺

8
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産、地域における利害の対立、HIV/AIDS 等の感染症、労働

環境(労働安全を含む)を含む。なお、個別プロジェクトの検

討においてはスコーピングにより必要なものに絞り込む。

2.調査･検討すべき影響は、プロジェクトの直接的、即時的

な影響のみならず、合理的と考えられる範囲内で、派生的・

二次的な影響、累積的影響、不可分一体の事業の影響も含

む。また、プロジェクトのライフサイクルにわたる影響を

考慮する。

3.環境や地域社会に対する影響を事前に把握するには関連

する様々な情報が必要であるが、影響のメカニズムが十分

に明らかになっていないこと、利用できる情報が限られて

いること等の理由から、影響予測を行うことには一定の不

確実性が伴う場合がある。不確実性が大きいと判断される

場合には、可能な限り予防的な措置を組み込んだ環境社会

配慮を検討する。

2.4 現地ステークホ

ルダーとの協議

1.より現場に即した環境社会配慮の実施及び適切な合意形

成に資するため、合理的な範囲内でできるだけ幅広く、別

紙 5 に沿って現地ステークホルダーとの協議を相手国等が

主体的に行うことを原則とし、必要に応じ、JICA は協力事

業によって相手国等を支援する。

2.JICA は、協力事業の初期段階において、現地ステークホ

ルダーとの協議を行うための枠組みについて、相手国等と

協議し合意する。

3.JICA は、意味ある協議とするために、プロジェクトの影

響を直接受けると想定される住民に対して特に留意しつつ

協議を行う旨を、事前の広報により周知するよう相手国等

に働きかける。

4.JICA は、カテゴリ A については、開発ニーズの把握、環

境社会面での問題の所在の把握及び代替案の検討について

早い段階から相手国等が現地ステークホルダーとの協議を

行うよう働きかけるとともに、必要な支援を行う。

5.JICA は、カテゴリ B についても、必要に応じ、現地ステ

ークホルダーとの協議を行うよう相手国等に働きかける。

6.現地ステークホルダーとの協議を行った場合は協議記録

を作成するよう、JICA は相手国等に働きかける。

2.5 社会環境と人権

への配慮

1.環境社会配慮の実現は、当該国の社会的・制度的条件及び

協力事業が実施される地域の実情に影響を受ける。JICA は、

環境社会配慮への支援・確認を行う際には、こうした条件

を十分に考慮する。特に、紛争国や紛争地域、表現の自由

などの基本的自由や法的救済を受ける権利が制限されてい

る地域における協力事業では、相手国政府の理解を得た上

で情報公開や現地ステークホルダーとの協議の際に特別な

配慮が求められる。

2.JICA は、協力事業の実施に当たり、国際人権規約をはじ

めとする国際的に確立した人権基準を尊重する。この際、

女性、子ども、高齢者、貧困層、先住民族、障害者、難民・

国内避難民、マイノリティなど社会的に弱い立場にあるも

のの人権については、特に配慮する。人権に関する国別報

告書や関連機関の情報を幅広く入手するとともに協力事業

の情報公開を行い人権の状況を把握し、意思決定に反映す

る。

3. JICA は、相手国等が、プロジェクトの形成・実施にあた

【33】GL2.5 社会環境と

人権への配慮２．の「社

会的に弱い立場にあるも

の」の例示に、開発協力

大綱で「脆弱な立場に置

かれやすい対象」として

示された高齢者、難民・

国内避難民を追加する。

【42 】保安要員：借入人

と JICA の合意文書、実

施機関とコントラクター

の契約（雛形）で対応。

現地ステークホルダーの

参加や協議における「意

味ある協議」については、

『論点 5.2』を参照。【対

9
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り雇用する保安要員やその他の安全確保のための要員を用

いる場合には、予防と自己防衛目的を除き警備能力の行使

を行わないことを確認する。

応済（別枠組）、GL】
相手国等が、プロジェク

トの形成・実施にあたり

雇用する保安要員やその

他の安全確保のための要

員を用いる場合には、予

防と自己防衛目的を除き

警備能力の行使を行わな

いよう対応することが必

要だが、軍・警察等の扱

いについては相手国の主

権にかかわることであ

り、GL に委員ご提案のよ

うな要件を記載すること

は困難。以上を踏まえ、

GL2.5 に追記。

2.6 参照する法令と

基準

1.JICA は、プロジェクトが環境社会配慮上の要件を満たし

ているかを原則として以下 2、3 及び 4 のようにに沿って確

認する。

2.JICA は、相手国及び当該地方の政府等が定めた環境や地

域社会に関する法令や基準等を相手国等が遵守している

か、また、環境や地域社会に関する政策や計画に沿ったも

のであるかを確認する。

3.JICA は、環境社会配慮等に関し、プロジェクトが世界銀

行のセーフガードポリシー環境社会ポリシーと大きな乖離

がないことを確認する。また、適切と認める場合には、他

の国際金融機関が定めた基準、その他の国際的に認知され

た基準、日本等の先進国が定めている国際基準･条約･宣言

等の基準又はグッドプラクティス等をベンチマークとして

参照する。環境社会配慮のあり方がそれらの基準やグッド

プラクティス等と比較検討し大きな乖離がある場合には、

より適切な環境社会配慮を行うよう、相手国等（地方政府

を含む）に対話を通じて働きかけを行い、その背景、理由

等を確認するとともに、必要に応じ対応策を確認する。

4.JICA は、プロジェクトをとりまくガバナンスが適切な環

境社会配慮がなされる上で重要であることに留意する。

5.JICA は、情報公開に関し、相手国等と日本政府の関連す

る法律を踏まえる。

2.7 環境社会配慮助

言委員会による助言

1.環境社会配慮助言委員会は、カテゴリ A 案件及びカテゴ

リ B 案件のうち必要な案件について、協力準備調査におい

ては環境社会配慮面の助言を行い、環境レビュー段階及び

モニタリング段階では報告を受け、必要に応じて助言を行

う。また、開発計画調査型技術協力においては、本格調査

段階において環境社会配慮面の助言を行う。なお、事業の

特性等を勘案し必要に応じて臨時委員の参画を求める。

2.環境社会配慮助言委員会の議論は公開される。議事録は発

言順に発言者名を記したものを作成し公表する。
3.協力事業において技術的支援を受けるために設置される
委員会は、個々の協力事業の環境社会配慮については、環
境社会配慮助言委員会の助言を得なければならない。

2.8 JICA の意思

決定

2.8.1 有償資金協力、無償資金協力、技術協力プロジェクト

1.JICA は、環境レビューの結果を合意文書締結の意思決定

10
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項目 改定版 JICA方針案

に反映する。なお、環境レビューの結果、適切な環境社会

配慮が確保されないと判断した場合は、適切な環境社会配

慮がなされるよう相手国等に働きかける。適切な環境社会

配慮がなされない場合には、JICA は有償資金協力、無償資

金協力、技術協力プロジェクトを実施しない。

2.｢環境社会配慮が確保されないと判断する場合｣として想

定されるものとしては、例えば、プロジェクトを実施しな

い案も含めて代替案の比較検討を行ってもプロジェクトの

妥当性が明らかに認められない場合、事業化されれば緩和

策を講じたとしても深刻な環境社会影響が予測される場

合、深刻な環境社会影響が懸念されるにもかかわらず影響

を受ける住民や関係する市民社会組織の関与がほとんどな

く今後も関与する見込みがない場合、事業が行われる地域

の社会的･制度的な条件を勘案すれば環境社会影響の回避

や緩和策の実施に困難が予想される場合などが考えられ

る。
3.JICA は、相手国等が環境社会配慮を確実に実施するため
に必要と考える場合、合意文書を通じ、以下の内容を確保
するよう最大限努力する。
• 相手国等は、環境社会配慮に係る対策やモニタリングに

ついて JICA へ報告すること。なお、予見せざる原因等によ

り、環境社会配慮上の要件が達成できないおそれがある場

合は、その旨 JICA に報告すること。

• 相手国等は、環境社会配慮に関する問題が生じた場合に

は、相手国等と当該プロジェクトに関わる現地ステークホ

ルダーとの間での協議が行われるよう努力すること。

• 相手国等が、本ガイドラインに基づき JICA が要求する事

項を満たしていないことが明らかになった場合、あるいは、

環境レビューに際して相手国等より正しい情報が提供され

なかったことにより環境に望ましくない影響が及ぶことが

合意文書締結後に明らかになった場合に、JICA は、合意文

書に基づき、有償資金協力、無償資金協力、技術協力プロ

ジェクトの変更（停止及び期限前償還を含む）を求めるこ

とがあること。

2.8.2 開発計画調査型技術協力、外務省が自ら行う無償資金

協力について JICA が行う事前の調査

1.JICA は、要請検討時に、プロジェクトの環境社会配慮に

ついて確認し、その結果を踏まえ外務省に提言を行う。

2.JICA は、外務省が採択した案件について、当初想定して

いなかった不適切な点が判明した場合、適切な環境社会配

慮が確保されるよう、必要な措置を盛り込む。
3.このような対応を行っても、プロジェクトについて環境社
会配慮が確保されないと判断する場合は(その場合とは
2.8.1 の 2 と同じ)、JICA は、協力事業の中止を外務省に提
言する。

2.9 ガイドラインの

適切な実施と遵守の

確保

JICA は、本ガイドラインに示された方針や手続きを適切に

実施し、本ガイドラインの遵守を確保する。JICA は本ガイ

ドラインの遵守を確保する一環として、異議申立手続要綱

要項により、事業担当部局から独立した組織により本ガイ

ドラインの不遵守に関する異議申立への対応を行う。

2.10 ガイドライン

の適用と見直し

1.本ガイドラインは、20●●年●月●日 10 年 4 月 1 日に公

布、20〇〇年〇月〇日 2010 年 7 月 1 日より施行し、施行

11



12

項目 改定版 JICA方針案

日以降、要請を受けたプロジェクトに適用する。

20〇〇年〇月〇日以前に要請を受けたプロジェクトについ

ては、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン（2010 年 4
月）」を適用する。2010 年 6 月 30 日以前に要請を受けたプ

ロジェクトについては、有償資金協力の場合は「環境社会

配慮確認のための国際協力銀行ガイドライン」（2002 年 4
月）を、開発計画調査型技術協力及び技術協力プロジェク

トの場合は「JICA 環境社会配慮ガイドライン」（2004 年 4
月）を適用する。また、無償資金協力（国際機関経由のも

のを除く）、及び外務省が自ら行う無償資金協力事業につい

ての事前の調査の場合は、「JICA 環境社会配慮ガイドライ

ン」（2004 年 4 月）を参考とする。

ただし、20〇〇年〇月〇日 2010 年 6 月 30 日以前に相手国

等との間でその実施につき合意した協力準備調査と同調査

に基づく協力事業については、要請時期にかかわらず、に

ついては、本ガイドライン（20●●年●月）を適用せず、「国

際協力機構環境社会配慮ガイドライン（2010 年 4 月）」を

適用する。各協力事業の従来の手続に従う。

2.本ガイドラインの運用実態について確認を行い、関係者の

意見を聞きつつ 5 年以内に運用面の見直しを行う。また、

本ガイドライン施行後10年以内にレビュー結果に基づき包

括的な検討を行う。それらの結果、必要に応じて改定を行

う。改定にあたっては、日本国政府、開発途上国政府、開

発途上国の NGO、日本の NGO や企業、専門家等の意見を

聞いた上で、透明性と説明責任を確保したプロセスで行う。
3.本ガイドラインの運用上の課題や手法を調査研究し、本ガ
イドラインの改定に反映させる。

Ⅲ．環境社会配慮の

手続き

3.1 協力準備調査 3.1.1 協力プログラム形成

1.JICA は、環境社会面を検討するために、情報の収集、必

要に応じて相手国等との協議、現地踏査を行う。

2.セクターや地域の協力プログラム形成にあたっては、戦略

的環境アセスメントを適用し、重大な環境・社会影響の回

避と最小化に努める。

3.JICA は協力準備調査の最終報告書を完成後速やかにウェ

ブサイトで公開する。

3.1.2 プロジェクト形成（有償資金協力、無償資金協力(国
際機関経由のものを除く)、技術協力プロジェクト）

(調査実施決定から TOR 作成まで)
1.JICA は、事業概要と立地環境を踏まえてプロジェクトの

カテゴリ分類を行う。カテゴリ C のプロジェクトについて

は、この段階で環境社会配慮の作業を終了する。

2.協力準備調査の実施決定前に、プロジェクトのカテゴリ分

類結果(プロジェクト名、国名、場所、事業概要、カテゴリ

分類とその根拠)をウェブサイトで情報公開する。

3.JICA は、協力準備調査の実施に先立ち、カテゴリ A プロ

ジェクトについては必ず、カテゴリ B プロジェクトについ

ては必要に応じて、現地踏査及びステークホルダーからの

情報･意見の収集を行い、その結果を TOR に反映させる。

また、関連の環境社会配慮文書が存在する場合、調査に先

立ちその内容について必要な確認を行う。
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項目 改定版 JICA方針案

(フィージビリティ調査の実施)
4.事業段階より上位の調査(マスタープラン調査)を含む場

合には、戦略的環境アセスメントを適用する。スコーピン

グや代替案の検討の際に、カテゴリ A プロジェクトについ

ては必ず、カテゴリ B プロジェクトについては必要に応じ

て、情報公開した上で相手国等がステークホルダー分析を

踏まえて現地ステークホルダーとの協議を行い、環境社会

影響の回避と最小化に努めるよう支援する。

5.JICA は、カテゴリ A と B のプロジェクトについては、十

分な調査期間を確保し、調査団に環境社会配慮に必要な団

員を参加させ、関連情報の収集と現地調査を行い、相手国

等と協議を行い、スコーピング案を作成する。

6.相手国等は、カテゴリ A プロジェクトについては必ず、

カテゴリ B プロジェクトについては必要に応じて、スコー

ピング案(プロジェクト名、国名、場所、事業概要、カテゴ

リ分類とその根拠、代替案、影響項目とその内容)を情報公

開した上で、ステークホルダー分析を踏まえて現地ステー

クホルダーとの協議を行う。JICA は、それを支援し、協議

の結果を環境社会配慮調査に反映させる。協議の内容につ

いては、協力事業のニーズの把握や代替案の検討(プロジェ

クトを実施しない案を含む)についても広く含める。

7.JICA は TOR に従い、カテゴリ A プロジェクトについて

は EIA レベルで、カテゴリ B プロジェクトについては IEE
レベルで、マスタープラン調査の場合は IEE レベルで、環

境社会配慮調査を行い、影響環境緩和策（回避・最小化・

軽減・緩和・代償含む）や、モニタリング及び環境社会配

慮実施体制の案を作成する。

8.相手国等は、必要に応じて、環境社会配慮の概要検討時に、

情報公開した上で、現地ステークホルダーとの協議を行う。

JICA は、それを支援し、協議の結果を調査結果に反映させ

る。

9.相手国等は、カテゴリ A プロジェクトについては必ず、

カテゴリ B プロジェクトについては必要に応じて、報告書

案を情報公開した上で現地ステークホルダーとの協議を行

う。JICA は、それを支援し、協議の結果を最終報告書に反

映させる。

10.JICA は最終報告書を完成後速やかにウェブサイトで公

開する。

11.技術協力プロジェクトにおいて協力準備調査を行わず詳

細計画策定調査を行う場合は、上述の協力準備調査の手続

きに倣う。

12.補完型調査の場合は、パラ 1 とパラ 2 の手続きを行った

後、その内容に応じてパラ 5 からパラ 10 のうち必要な手続

きを行う。

3.2 有償資金協力、

無償資金協力、技術

協力プロジェクト

3.2.1 環境レビュー

1.JICA はカテゴリ分類に従って環境レビューを行う。環境

レビューに当たってはセクター別の環境チェックリストを

適切に活用する。

2.JICA が協力準備調査を行わない場合は、要請受領後速や

かにプロジェクトのカテゴリ分類を行いその結果をウェブ

サイトで情報公開し、環境レビュー前には、より詳しい情

報に基づくカテゴリ分類結果をウェブサイトで情報公開す

【20】カテゴリ A 案件の

環境レビュー前の環境ア

セスメント EIA 報告書の

公開に関し、公開対象は

相手国政府の承認版もし

くは承認担当省庁提出版

とし、GL3.2.1 に記載す

る。
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項目 改定版 JICA方針案

る。

3.JICA は、協力準備調査を実施したプロジェクト(協力準備

調査を実施せずに詳細計画策定調査を実施した場合も同じ)
については、カテゴリ A プロジェクトについては必ず、カ

テゴリ B プロジェクトについては必要に応じて、環境レビ

ュー前に、最終報告書もしくはそれに相当する文書（いず

れも、入札関連情報を除く）についてウェブサイトで公開

する。

4.環境社会影響が新たに判明した場合など、必要に応じてカ

テゴリ分類を変更する。

（1）カテゴリ A プロジェクト

1.カテゴリ A プロジェクトについては、相手国等からプロ

ジェクトに関する環境アセスメント報告書(別紙 2)が提出さ

れなければならない。大規模非自発的住民移転が発生する

プロジェクトの場合には住民移転計画が、先住民族のため

の対策を要するプロジェクトの場合には先住民族計画が提

出されなければならない。

2.JICA は、相手国等が提出する環境社会配慮に関する主要

な文書（環境許認可証明書を含む）の入手状況をウェブサ

イトに掲載するとともに、1) 相手国承認担当省庁の承認を

得た、もしくは相手国承認担当省庁へ提出された環境アセ

スメント報告書と環境許認可証明書、2)大規模非自発的住民

移転が発生するプロジェクトの場合には住民移転計画、3)
先住民族のための対策を要するプロジェクトの場合には先

住民族計画を環境レビューに先立ち情報公開する。また、

相手国政府の承認を得た、もしくは承認担当省庁へ提出さ

れた環境アセスメント報告書はを、合意文書締結の 120 日

以前に公開する。ただし、有償資金協力のうち海外投融資

については合意文書締結の 60 日以前の公開で可とする。提

出された環境アセスメント報告書が承認前の場合には、承

認された時点で最終的な報告書を追加公開する。合わせて、

環境許認可証明書は提出があった時点で情報公開を行う。

相手国等の了解を前提に主要な文書の翻訳版を公開する。

3.JICA は、相手国等から提出された環境アセスメント報告

書等を用いて環境レビューを行う。プロジェクトがもたら

す可能性のある正及び負の環境社会影響について確認す

る。負の影響については、これを回避し、最小化し、軽減

し、緩和し、あるいは代償するために必要な方策を評価す

ると共に、さらに環境改善を図るための方策があれば当該

方策も含めた評価を行う。情報公開と現地ステークホルダ

ーとの協議結果を確認する。

4.合意文書締結後に環境レビュー結果をウェブサイトで情

報公開する。

（2）カテゴリ B プロジェクト

1.環境レビューの範囲は、プロジェクト毎に異なり得るが、

カテゴリ A より狭い。相手国等から提供された情報等を用

いて環境レビューを行う。プロジェクトがもたらす可能性

のある正及び負の環境社会影響について、負の影響を回避

し、最小化し、軽減し、緩和し、あるいは代償するために

必要な方策を評価すると共に、さらに環境改善を図るため

の方策があれば当該方策も含めた評価を行う。環境アセス

メント環境影響評価手続きがなされていた場合は、環境ア

【21】相手国の環境許認

可証明書は、相手国法制

度に則って取得された段

階で取り付けることとす

る。

【22】カテゴリ A 案件に

おける環境アセスメント

報告書の公開期間は、

120 日を維持する。ただ

し、協調融資案件につい

ては、協調融資先と公開

期間を合致させる選択肢

を取ることを可能にす

る。また、海外投融資に

ついては民間ビジネスの

即応性、他のファイナン

サ―と歩調を合わせるた

め、公開期間を最低 60
日 と す る 。 以 上 を

GL3.2.1 に反映する。
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項目 改定版 JICA方針案

セスメント報告書を参照することもあるが、必須ではない。

2.1)環境アセスメント報告書と環境許認可証明書、2)住民移

転計画、3)先住民族計画の提出があった場合は情報公開を行

う。

3.合意文書締結後に環境レビュー結果をウェブサイトで情

報公開する。

（3）カテゴリ C プロジェクト

1. カテゴリ分類以降の環境レビューは省略される。

（4）カテゴリ FI プロジェクト

1.JICA は、金融仲介者等を通じ、プロジェクトにおいて本

ガイドラインに示す適切な環境社会配慮が確保されるよう

確認する。また、金融仲介者等の環境社会配慮確認実施能

力を確認の上、必要に応じて実施能力強化のための適切な

措置が取られることを求める。

2.金融仲介者等は、サブプロジェクトが環境や社会にもたら

す可能性のある正及び負の影響を確認し、負の影響につい

ては、これを回避し、最小化し、軽減し、緩和し、あるい

は代償するために必要な方策を評価すると共に、さらに環

境改善を図るための方策があれば当該方策も含めた評価を

行うことを原則とする。

3.対象サブプロジェクトにカテゴリ A に分類されるものが

含まれることが見込まれる場合、JICA は、原則として、カ

テゴリ A のサブプロジェクトについて、その実施に先立ち、

カテゴリ A で求められているものと同様の環境レビュー及

び情報公開を行う。サブプロジェクトがカテゴリ B に分類

される場合、JICA は、本ガイドラインと同等の環境社会配

慮の実施を金融仲介者等に求める。サブプロジェクトがカ

テゴリ C に分類される場合、カテゴリ分類以降の環境レビ

ューは省略される。

4.合意文書締結後に環境レビュー結果をウェブサイトで情

報公開する。

(5)エンジニアリング･サービス借款

1.調査･設計等エンジニアリング・サービスのみを対象とす

る円借款(エンジニアリング･サービス借款)の供与に先立

ち、対象となるプロジェクトのカテゴリ分類に応じて環境

レビューを実施する。

2.ただし、当該エンジニアリング･サービス借款の中で又は

並行して、必要な環境社会配慮調査を実施する場合には、

プロジェクト本体に対する円借款の供与にかかる環境レビ

ューにおいて、環境社会配慮上の要件を満たすことを確認

することを可とする。その場合であっても、エンジニアリ

ング・サービス借款供与期間中に環境社会影響が予見され

る場合には、当該影響をエンジニアリング・サービス借款

環境レビュー時に確認することとする。

3.エンジニアリング・サービス借款期間中に予見されない環

境社会影響が顕在化した場合には、当該影響に関し次項

3.2.2 の 6 と同等の対応を行う。

3.2.2 モニタリング及びモニタリング結果の確認

1.相手国等が環境社会配慮を確実に実施しているか確認す

るために、JICA は原則として、カテゴリ A、B 及び FI のプ

ロジェクトについては、一定期間、相手国等によるモニタ

リングの内重要な環境社会影響項目につき、相手国等を通

【27】FI 事業に係る規定

は現行 GL3.2.1(4)の規定

を維持する。

カテゴリ A のサブプロ

ジェクトの場合、現行 GL
と同様、助言委員会プロ

セス含めた JICA の環境

レビューと情報公開は維

持する。

カテゴリ B のサブプロジ

ェクトの場合、GL 別紙 1
に沿った配慮をFIに求め

る旨を GL3.2.1(4)に記載

する。カテゴリ C のサブ

プロジェクトの場合、環

境レビューを省略するこ

とを GL3.2.1(4)に記載す

る。

【26】E/S 借款供与中に

環境社会影響が発生する

ことは通常予見されない

が、例外的に発生するこ

とが予見される場合は、

当該影響について E/S 借

款供与前に環境レビュー

を 行 う 。 以 上 を

GL3.2.1(5)に記載する。

15
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じ、そのモニタリング結果を確認する。

2.モニタリング結果の確認に必要な情報は、書面等の適切な

方法により、相手国等より報告される必要がある。また、

必要に応じ、JICA が自ら調査を実施することがある。

3.第三者等から、環境社会配慮が十分ではないなどの具体的

な指摘があった場合には、その指摘を相手国等に伝達する

とともに、必要に応じて、相手国等による適切な対応を促

す。相手国等が対応するに当たっては、透明で説明責任を

確保するアカウンタブルなプロセスにより、具体的な指摘

事項の精査、対応策の検討、プロジェクト計画への反映が

なされることを JICA は確認する。

4.また、必要に応じ、JICA が環境社会配慮の実施状況等に

ついて確認するため、JICA は相手国等に対し、JICA が調査

を行うことに対する協力を求めることがある。

5.JICA は、環境社会配慮に関し事態の改善が必要であると

JICA が判断した場合には、予め締結された合意文書に基づ

き、相手国等に対し、適切な対応を要求することがある。

また、必要に応じ、JICA が自ら支援を実施することがある。

さらに、合意文書に基づき、JICA の要求に対する相手国等

の対応が不適当な場合には、貸付実行の停止等の JICA 側の

措置を検討することがある。

6.プロジェクトに重大な変更が生じた場合、改めてカテゴリ

分類を行い 3.2.1 に従って環境レビューを行う。変更の概要

と変更後のカテゴリ分類を公開し、主要な環境社会配慮文

書を入手後速やかに公開する。

7.JICA は、相手国等によるモニタリング結果について、相

手国等の了解の上でで一般に公開されている範囲でウェブ

サイトで公開する。また、第三者等から請求があった場合

は、相手国等の了解を前提に公開する。

8.JICA が自ら詳細設計調査を実施する場合、その実施に先

立ち、対象となるプロジェクトに関する環境レビューを実

施する。必要に応じて、詳細住民移転計画を JICA は確認す

る。最終報告書をウェブサイトで公開する。

【23】事業のモニタリン

グ結果は、現行どおり相

手国等の了解を前提に公

開する。JICA によるモニ

タリング結果の確認は、

運用を通じて適切に行

う。

3.3 外務省が自ら行

う無償資金協力につ

いて JICAが行う事前

の調査

3.2.1 環境レビューを念頭に、3.1.2 協力準備調査の手続き

に従う。JICA は、プロジェクトについて環境社会配慮が確

保できないと判断する場合は、協力の中止を外務省に提言

する。

3.34 開発計画調査

型技術協力

3.34.1 要請確認段階

1.外務省に要請された案件について、JICA は、事業概要、

立地環境等に関する情報を確認し、事業特性及び地域特性

を踏まえ 1 回目のスクリーニングによるカテゴリ分類を行

った上で、要請された案件の採択に関して環境社会配慮の

観点から外務省に提言を行う。

2.JICA は、カテゴリ A に分類された要請案件については、

提言の作成に先立って事業実施国、実施地域、事業概要の 3
点をウェブサイトで一定期間、情報公開し、環境社会配慮

の観点から外部の情報や意見を収集して提言に反映する。

カテゴリ C に分類された要請案件については、環境社会配

慮の手続きを終了する。

3.カテゴリ分類に必要な情報が不足する場合は、在外公館や

JICA 事務所等を通じて、相手国等に照会する。また、照会

のみでは情報が不十分と判断される場合は、JICA は調査団
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等を派遣し、関係者との協議や現地踏査等を通じて環境社

会配慮に関する情報を収集するとともに、速やかにその調

査結果報告書の情報公開を行う。

4.外務省が国際約束を締結した段階で、JICA は、協力事業

の名称、国名、場所、概要、セクター、カテゴリ分類及び

その根拠をウェブサイトで情報公開する。また、カテゴリ A
とカテゴリ B の協力事業については、JICA が外務省に提言

した内容をウェブサイトで情報公開する。

3.34.2 詳細計画策定調査段階(マスタープラン調査とフィー

ジビリティ調査共通)
1.JICA は、1 回目のスクリーニング結果等に基づき詳細計

画策定調査を行う。この際、十分な調査期間を確保し、カ

テゴリ A 及び B の調査については必ず、環境社会配慮に必

要な調査団員を派遣し、現地踏査を行う。

2.JICA は、要請書に記載のあった環境社会配慮関連の事項

及び要請確認段階で収集した環境社会に関する情報につい

て確認を行うとともに、関連情報の収集、現地踏査、相手

国等との協議を行う。収集した情報及び相手国等との協議

結果に基づき、2 回目のスクリーニングによるカテゴリ分

類を行い、必要に応じてカテゴリ分類を変更する。

3.JICA は、カテゴリ分類に基づき予備的なスコーピングを

行い、その結果に基づく環境社会配慮調査の Terms of 
Reference（TOR）案を作成する。JICA は、カテゴリ A の
調査については、現地踏査及びステークホルダーからの情

報・意見の聞き取りを行い、その結果を TOR 案に反映させ

る。

4.JICA は、環境社会配慮に関して相手国等と協議を行っ

て、具体的な作業分担、連携、調整等の方法をまとめる。

5.JICA は、TOR 案及び環境社会配慮の実施体制について

の相手国等との協議を踏まえ、合意文書案を作成する。ま

た、環境社会配慮調査の結果が、プロジェクトの計画決定

に適切に反映されることについて相手国等の基本的な合意

を得る。

6.JICA は、相手国等と合意できた場合、TOR 案を含む合

意文書に署名する。なお、合意できない場合には、署名を

行わずに保留案件とする。この際、JICA として協力を実施

すべきでないと判断した場合には、外務省に対して協力の

中止を提言する。

7.JICA は、署名後速やかに、合意文書と環境社会配慮に関

連する情報をウェブサイトで公開する。

3.34.3 本格調査段階(マスタープラン調査)
1.JICA は、カテゴリ A 又は B の調査については、十分な調

査期間を確保し、調査団に環境社会配慮に必要な調査団員

を参加させる。

2.JICA は、事前調査より広い範囲で、関連する情報の収集、

現地踏査を行い、相手国等と協議を行い、スコーピング案

を作成する。

3.カテゴリ A の調査については、スコーピング案を情報公

開した上で、ステークホルダー分析を踏まえて現地ステー

クホルダー協議が行われ、JICA は、その結果を環境社会配
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慮調査に反映させる。協議の内容については、プロジェク

トのニーズの把握や代替案の検討についても広く含める。

カテゴリ B についても必要に応じて、スコーピング案を情

報公開した上で、現地ステークホルダーとの協議が行われ

る。

4.TOR は、ニーズの把握、影響項目、調査方法、代替案の

検討、スケジュール等を含むものとする。戦略的環境アセ

スメントを適用する。

5.JICA は、TOR に従い、IEE レベルで、プロジェクトを

実施しない案を含む代替案の検討を含んだ環境社会配慮調

査を相手国等と共同で行い、その結果を適宜、調査の過程

で作成する各種レポートに反映する。

6.カテゴリ A の調査については、環境社会配慮の概要検討

時に、情報公開と現地ステークホルダーとの協議を必要に

応じて行い、JICA は、その結果を反映させる。

7.JICA は、上記を踏まえ、環境社会配慮調査結果を反映し

た報告書案を作成し、相手国等に説明しコメントを得る。

カテゴリ A の調査については、同案を情報公開した上で、

現地ステークホルダーと協議が行われ、その結果を最終報

告書に反映させる。カテゴリ B についても必要に応じて、

情報公開した上で現地ステークホルダーとの協議が行われ

る。

8.JICA は、調査結果を反映した最終報告書を作成し、本ガ

イドラインを満たすことを確認した上で相手国等に提出す

る。

9.JICA は、最終報告書を完成後速やかに、ウェブサイトで

情報公開する。

3.34.4 本格調査段階(フィージビリティ調査)
1.JICA は、十分な調査期間を確保し、調査団に環境社会配

慮に必要な調査団員を参加させる。

2.JICA は、事前調査より広い範囲で、関連する情報の収集、

現地踏査を行い、相手国等と協議を行い、スコーピング案

を作成する。

3.カテゴリ A のプロジェクトについては必ず、カテゴリ B
のプロジェクトについては必要に応じて、スコーピング案

を情報公開した上でステークホルダー分析を踏まえて現地

ステークホルダー協議が行われ、JICA は、その結果を環境

社会配慮調査に反映させる。協議の内容については、協力

事業のニーズの把握や代替案の検討についても広く含め

る。

4.TOR は、ニーズの把握、影響項目、調査方法、代替案の

検討、スケジュール等を含むものとする。

5.JICA は、TOR に従い、カテゴリ A プロジェクトについ

てはEIA レベルで、カテゴリBプロジェクトについては IEE
レベルで環境社会配慮調査を相手国等と共同で行い、環境

社会影響を回避・軽減するための対策（影響回避が出来な

い場合の補償・代償措置を含む）やモニタリング及び制度

の整備を検討する。また、事業を実施しない案を含む代替

案の検討を行う。環境社会配慮調査の結果は、適宜調査の

過程で作成する各種レポートに反映する。

6.環境社会配慮の概要検討時に、情報公開と現地ステークホ
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ルダーとの協議を必要に応じて行い、JICA は、その結果を

反映させる。

7.JICA は、環境社会配慮調査の結果を反映した報告書案を

作成し、相手国等に説明しコメントを得る。カテゴリ A の

プロジェクトについては必ず、カテゴリ B のプロジェクト

については必要に応じて、同案を情報公開した上で、現地

ステークホルダーと協議が行われ、その結果を最終報告書

に反映させる。

8.JICA は、最終報告書を作成し、本ガイドラインを満たす

ことを確認した上で相手国等に提出する。

9.JICA は、最終報告書を完成後速やかに、ウェブサイトで

情報公開する。

3.34.5 フォローアップ

1.JICA は、環境社会配慮調査の結果や提言が、プロジェク

トの環境アセスメント報告書環境影響評価、住民移転計画、

先住民族計画、影響緩和策などに反映されていることを適

宜確認し、その結果をウェブサイトで公開する。

2.開発計画調査型技術協力の終了後予期せぬ環境社会影響

が生じたなどの指摘がなされた場合は、JICA は必要な場合

は現地調査を実施するなどして、問題を把握し関係機関に

提言を行い、提言内容を公開する。

別紙

別紙１ 対象プロジ

ェクトに求められる

環境社会配慮

以下に示す考え方に基づき、プロジェクトの性質に応じた

適切な環境社会配慮が行われていることを原則とする。

別紙１ 基本的事項 1.プロジェクトを実施するに当たっては、その計画段階で、

プロジェクトがもたらす環境や社会への影響について、で

きる限り早期から、調査・検討を行い、これを可能な限り

回避し、これが可能でない場合に・最小化、軽減、緩和す

るような代替案や緩和策を検討し、その結果をプロジェク

ト計画に反映しなければならない。

2.このような検討は、環境社会関連の費用・便益のできるだ

け定量的な評価に努めるとともに、定性的な評価も加えた

形で、プロジェクトの経済的、財政的、制度的、社会的及

び技術的分析との密接な調和が図られなければならない。

3.このような環境社会配慮の検討の結果は、代替案や緩和策

も含め独立の文書あるいは他の文書の一部として表されて

いなければならない。特に影響が大きいと思われるプロジ

ェクトについては、環境アセスメント環境影響評価報告書

が作成されなければならない。

4.特に影響が重大と思われるプロジェクトや、異論が多いプ

ロジェクトについては、アカウンタビリティ説明責任を向

上させるため、必要に応じ、専門家等からなる委員会を設

置し、その意見を求める。

別紙１ 対策の検討 1.プロジェクトによる望ましくない影響を回避し、最小限に

抑え、環境社会配慮上よりよい案を選択するため、複数の

代替案が検討されていなければならない。対策の検討にあ

たっては、まず、ミティゲーション・ヒエラルキーに沿っ

て影響の回避を優先的に検討し、これが可能でない場合に
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は影響の最小化、・軽減、次に緩和措置を検討することとす

る。代償措置は、回避措置や最小化、・軽減、緩和措置をと

ってもなお重大な影響が避けられない残る場合に限り検討

が行われるものとする。

2.環境管理計画、モニタリング計画など適切な対策フォロー

アップの計画や体制、そのための費用及びその調達方法が

計画されていなければならない。特に影響が大きいと考え

られるプロジェクトについては、詳細な環境管理のための

計画が作成されていなければならない。

別紙１ 検討する影

響スコープ

1.環境社会配慮に関して調査・検討すべき影響の範囲には、

大気、水、土壌、廃棄物、事故、水利用、気候変動、生物

多様性、生態系サービス生態系及び生物相等を通じた、人

間の健康と安全への影響及び自然環境への影響（越境の又

は地球規模の環境影響を含む）並びに以下に列挙するよう

な事項への社会配慮を含む。非自発的住民移転等人口移動、

雇用や生計手段等の地域経済、土地利用や地域資源利用、

社会関係資本や地域の意思決定機関等社会組織、既存の社

会インフラや社会サービス、貧困層や先住民族など社会的

に脆弱なグループ、被害と便益の分配や開発プロセスにお

ける公平性、ジェンダー、子どもの権利、文化遺産、地域

における利害の対立、HIV/AIDS 等の感染症、労働環境(労働

安全含む)。
2.調査・検討すべき影響は、プロジェクトの直接的、即時的

な影響のみならず、合理的と考えられる範囲内で、派生的・

二次的な影響、累積的影響、不可分一体の事業の影響も含

む。また、プロジェクトのライフサイクルにわたる影響を

考慮することが望ましい。

別紙１ 法令、基準、

計画等との整合性

1.プロジェクトは、プロジェクトの実施地における政府（中

央政府及び地方政府を含む）が定めている環境社会配慮に

関する法令、基準を遵守しなければならない。また、実施

地における政府が定めた環境社会配慮の政策、計画等に沿

ったものでなければならない。

2.プロジェクトは、原則として、政府が法令等により自然保

護や文化遺産保護のために特に指定した地域の保護の増進

や回復を主たる目的とする場合を除き、原則として、当該

指定地域の外で実施されねばならない。（ただし、プロジェ

クトが、当該指定地区の保護の増進や回復を主たる目的と

する場合はこの限りでない）。また、このような指定地域に

重大な影響を及ぼすものであってはならない。

【48】現行 GL では、「プ

ロジェクトは、原則とし

て、政府が法令等により

自然保護や文化遺産保護

のために特に指定した地

域の外で実施されねばな

らない」とあるが、保護

区の指定目的、現状の置

かれた状況は様々であ

り、一律に事業実施を回

避するのではなく、その

指定目的に合わせた相手

国の法規制及び管理計画

に沿って事業実施を判断

する。

別紙１ 社会的合意 1.プロジェクトは、それが計画されている国、地域において

社会的に適切な方法で合意が得られるよう十分な調整が図

られていなければならない。特に、環境や社会に与える影

響が大きいと考えられるプロジェクトについては、プロジ

ェクト計画の代替案を検討するような早期の段階から、情

報が公開された上で、地域住民等のステークホルダーとの

十分な協議を経て、その結果がプロジェクト内容に反映さ

れていることが必要である。

2.女性、子ども、高齢者、貧困層、先住民族、障害者、難民・

国内避難民、マイノリティなど社会的な弱者については、
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一般に様々な環境影響や社会的影響を受けやすい一方で、

社会における意思決定プロセスへのアクセスが弱いことに

留意し、適切な配慮がなされていなければならない。

別紙１ 気候変動 1. 一定量を超える温室効果ガスの発生が見込まれる事業

では、事業実施前に温室効果ガス総排出量を推計し公表

する。

【11】一定量以

上の温室効果ガス

（GHG）の排出が見込ま

れるプロジェクトにおい

て、事業開始前に年間の

想定 GHG 排出量を推計

し公開する。

別紙１ 生物多様性

生態系及び生物相

1.プロジェクトは、重要な自然生息地または重要な森林の著

しい転換または著しい劣化を伴うものであってはならな

い。

2.森林の違法伐採は回避しなければならない。違法伐採回避

を確実にする一助として、プロジェクト実施主体者による、

森林認証の取得が奨励される。

別紙１ 非自発的住

民移転および生計手

段の喪失

1.非自発的住民移転及び生計手段の喪失は、あらゆる方法を

検討して回避に努めねばならない。このような検討を経て

も回避が可能でない場合には、影響を最小化し、損失を補

償するために、対象者との合意の上で実効性ある対策が講

じられなければならない。

2.非自発的住民移転及び生計手段の喪失の影響を受ける者

に対しては、相手国等により、十分な補償及び支援が適切

な時期に与えられなければならない。補償は事前に、可能

な限り再取得価格に基づき、事前に行われなければならな

い。相手国等は、移転住民が以前の生活水準や収入機会、

生産水準において改善又は少なくとも回復できるように努

めなければならない。これには、土地や金銭による（土地

や資産の損失に対する）損失補償、持続可能な代替生計手

段等の支援、移転に要する費用等の支援、移転先でのコミ

ュニティー再建のための支援等が含まれる。

3.補償基準は公開され、一貫して適用される。影響を受ける

者がその内容を認識している必要がある。また、原則とし

て、合意される補償内容は、文書で対象者に説明され、い

つでも当人がその内容を確認できるものとする。

43.非自発的住民移転及び生計手段の喪失に係る対策の立

案、実施、モニタリングには、影響を受ける人々やコミュ

ニティーの適切な参加が促進されていなければならない。

また、影響を受ける人々やコミュニティーからの苦情に対

する処理メカニズムが整備されていなければならない。

54.大規模非自発的住民移転が発生するプロジェクトの場合

には、住民移転計画が移転及び補償や支援の提供前に、作

成、公開されていなければならない。住民移転計画の作成

に当たり、事前に十分な情報が公開された上で、これに基

づく影響を受ける人々やコミュニティーとの協議が行われ

ていなければならない。協議に際しては、影響を受ける人々

が理解できる言語と様式による説明が行われていなければ

ならない。住民移転計画には、世界銀行のセーフガードポ

リシーの ESS5OP4.12 Annex A に規定される内容が含まれ

ることが望ましい。

【50】非自発的住民移転

の被影響住民に対する補

償や支援の対応は以下の

ように行う。

 資産調査結果の提供

は、世銀 ESS ガイダ

ンスノートに「個々

の被影響住民の資産

の補償が計算された

際には、その結果を

被影響住民に提供し

説明する」とあるこ

とを参考に FAQ に

記載する。

 個別の合意されるべ

き補償内容について

は文書で説明され、

当人がその内容をい

つでも確認できるこ

とを原則とする旨を

GL に追記する。

 世銀 ESS 5 で、土地

や資産に対する補償

に加えて、移行期間

中の損失や費用への

補償を対象としてお

り、個別案件の補償

の検討において参照

する。

 ジェンダー配慮は、

女性が特に負の影響

を受けやすい要因の

有無を個別案件で都

度確認し、社会的弱

者への配慮の一環と

して対応する。
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 世銀ESS５にあると

おり、補償基準は公

開され一貫して適用

される必要があり、

補償基準に沿って

個々の被影響資産の

補償の計算結果は被

影響住民に提供し説

明されるべきであ

る。

補償基準の公開と一

貫した適用を担保す

るため、移転補償の

前に住民移転計画が

作成され、被影響住

民に提示されるべき

である。ESS５を参

考に以上を GL 別紙

１に記載する。

別紙１ 先住民族 1.プロジェクトが先住民族に及ぼす影響は、あらゆる方法を

検討して回避に努めねばならない。このような検討を経て

も回避が可能でない場合には、影響を最小化し、損失を補

填するために、実効性ある先住民族のための対策が講じら

れなければならない。

2.プロジェクトが先住民族に影響を及ぼす場合、先住民族に

関する国際的な宣言や条約（先住民族

の権利に関する国際連合宣言を含む）の考え方に沿って、

土地及び資源に関する先住民族の諸権利が尊重されるとと

もに、当該先住民族に対し十分な情報が提供された上で、

自由な事前の協議合意を通じて、当該先住民族の合意が得

られるよう努めなければならない。

3.先住民族のための対策は、プロジェクトが実施される国の

関連法令等を踏まえつつ、先住民族計画（他の環境社会配

慮に関する文書の一部の場合もある）として、作成、公開

されていなければならない。先住民族計画の作成にあたり、

事前に十分な情報が提供された上で、自由な事前の合意が

得られるよう努めなければならない。公開された上で、こ

れに基づく当該先住民族との協議が行われていなければな

らない。協議に際しては、当該先住民族が理解できる言語

と様式による説明が行われていることが望ましい。先住民

族計画には、世界銀行のセーフガードポリシーの

ESS7OP4.10 Annex B に規定される内容が含まれることが

望ましい。

【53】プロジェクトが先

住民族に影響を及ぼす場

合 、「 Free, Prior, and 
Informed Consent」（仮

訳：自由な事前の十分な

情報を伝えられた上での

合意）を要件とする。

別紙１ モニタリン

グ

1.プロジェクトの実施期間中において、予測が困難であった

事態の有無や、事前に計画された緩和策の実施状況及び効

果等を把握し、その結果に基づき適切な対策をとらなけれ

ばならない。

2.効果を把握しつつ緩和策を実施すべきプロジェクトなど、

十分なモニタリングが適切な環境社会配慮に不可欠である

と考えられる場合は、プロジェクト計画にモニタリング計

画が含まれていること、及びその計画の実行可能性を確保

しなければならない。
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3.モニタリング結果を、当該プロジェクトに関わる現地ステ

ークホルダーに公表するよう努めなければならない。
4.第三者等から、環境社会配慮が十分でないなどの具体的な
指摘があった場合には、当該プロジェクトに関わるステー
クホルダーが参加して対策を協議・検討するための場が十
分な情報公開のもとに設けられ、問題解決に向けた手順が
合意されるよう努めなければならない。

別紙１ 苦情処理 １．環境社会影響を受ける人々やコミュニティーからの苦

情に対する処理メカニズムが整備されていなければならな

い。

２．苦情処理メカニズムは、影響を受ける人々やコミュニ

ティーが容易にアクセス可能である必要がある。相手国等

は現地ステークホルダーとの協議等を通じて、苦情処理メ

カニズムを周知する。苦情を申し立てることで、影響を受

ける人々やコミュニティーが不利益を被ることがあっては

ならない。

３．受け付けた苦情は迅速に、影響を受ける人々やコミュ

ニティーの懸念や要望に配慮して対応されるよう努めなけ

ればならない。

【37】苦情処理メカニズ

ムは、非自発的住民移転

の影響住民だけでなく、

環境影響やその他の社会

影響も対象とすることを

GL 別紙に記載する。

別紙２ カテゴリ A
に必要な環境アセス

メント報告書

カテゴリ A に必要な環境アセスメント報告書（相手国政府

承認担当省庁の承認を得たもの、あるいは承認担当省庁へ

提出されたもの）は以下の項目が満たされていることを原

則とする。以下の項目が満たされていることを原則とする。

 当該国に環境アセスメントの手続制度があり、当該プ

ロジェクトがその対象となる場合、その手続を正式に

終了し、相手国政府の承認を得なければならない。

 環境アセスメント報告書（制度によっては異なる名称

の場合もある）は、プロジェクトが実施される国で公

用語または広く使用されている言語で書かれていなけ

ればならない。また、説明に際しては、地域の人々が

理解できる言語と様式による書面が作成されねばなら

ない。

 環境アセスメント報告書は、地域住民等も含め、プロ

ジェクトが実施される国において公開されており、地

域住民等のステークホルダーがいつでも閲覧可能であ

り、また、コピーの取得が認められていることが要求

される。

 環境アセスメント報告書の作成に当たり、事前に十分

な情報が公開されたうえで、地域住民等のステークホ

ルダーと協議が行われ、協議記録等が作成されていな

ければならない。

 地域住民等のステークホルダーとの協議は、プロジェ

クトの準備期間・実施期間を通じて必要に応じて行わ

れるべきであるが、特に環境アセスメント環境影響評

価項目選定時とドラフト作成時には協議が行われてい

ることが望ましい。

 環境アセスメント報告書には、以下に示す事項が記述

されていることが望ましい。

カテゴリ A 案件のための環境アセスメント報告書 注）

環境アセスメント報告書の範囲及び詳細さのレベルは、そ

のプロジェクトが与えうる影響に応じて決まるべきもの。

環境アセスメント報告書には以下の項目が含まれるべきで

ある（順不同）。
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概要 ― 重要な結果と推奨される行動について、簡潔に述

べる。

政策的、法的、及び行政的枠組み ― 環境アセスメント報

告書が実施される際の政策的、法的、及び行政的枠組みを

述べる。

案件の記述 ― 提出案件、及びその地理的、生態学的、社

会的、時間的背景を簡潔に記述する。プロジェクトサイト

外で必要となり得る投資（例：専用パイプライン、アクセ

ス道路、発電所、給水設備、住宅、原材料及び製品保管施

設等）についての記述も全て含まれる。住民移転計画、先

住民族計画、または社会開発計画の必要性を明らかにする。

通常、プロジェクトの地域とプロジェクト

が与える影響範囲を示す地図を含む。

基本情報 ― 調査地域の特性を評価し、関連する物理的、

生物学的、また社会経済的条件を記述する。プロジェクト

が開始する前から予期されている変化も記述に含む。また

プロジェクト地域内での、しかしプロジェクトとは直接関

係のない、現在進行中及び提案中の開発行為も考慮に入れ

る。ここで与えられる情報はプロジェクトの立地、設計、

運営、及び緩和策に関する決定に関わるものであるべきで

ある。数値の正確さ、信頼度及び情報源についても、この

節に記される。

環境への影響 ― プロジェクトが与えうる正及び負の影響

を、可能な範囲で定量的に予測・評価する。緩和策及び緩

和不可能な負の環境影響全てを特定する。環境を向上させ

る機会を探る。入手可

能な情報の範囲並びにその質、重要な情報の欠落及び予測

値に伴う不確実性を認知、評価する。また、更なる配慮を

要としない事項を特定する。

代替案の分析 ― プロジェクトの立地、技術、設計、運営

についての有効な代替案（｢プロジェクトを実施しない｣案

を含む）を、それぞれの代替案が環境に与えうる影響、そ

の影響の緩和可能性、初期及び経常経費、地域状況への適

合性、及び必要となる制度整備・研修・モニタリングの観

点から、系統的に比較する。それぞれの代替案について、

環境影響を可能な範囲で定量化し、可能な場合は経済評価

を付す。特定のプロジェクト設計案を選択する根拠を明記

し、望ましい排出レベル及び汚染防止・削減策の正当性を

示す。

環境管理計画（EMP） ― 建設・操業期間中に負の影響を

除去相殺、削減するための緩和策、モニタリング及び制度

の強化を扱う。

協議 ― 協議会の記録（協議会の開催時期･場所、参加者、

進行方法、及び主要な現地ステークホルダーの意見とこれ

に対する対応等について記載される）。影響を受ける人々、

地元の非政府組織（NGOs ）、及び規制当局が情報を与えら

れた上で有する見解を得るために行われた協議の記録も含

む。

注）世界銀行 Operational Policy 4.01 (OP4.01)Annex 
BESS1 を参考に基づき作成。

別紙３ 一般に影響

を及ぼしやすいセク

ここに掲げているセクター・特性、影響を受けやすい地域
は、環境や社会への重大で望ましくない影響のある可能性
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ター特性、影響を受

けやすい地域の例示

を持つものの例示であり、個別のプロジェクトをカテゴリ
分類する際には、プロジェクトの内容に応じて 2.2 に記載さ
れている「カテゴリ A」の基準に則って判断されるもので
ある。したがって、ここに例示されたセクター・特性・地
域以外であっても環境や社会への重大で望ましくない影響
のある可能性を持つものは「カテゴリ A」に分類される。

1. 影響を及ぼしやすいセクターの例示
以下に示すセクターのうち大規模なもの。
(1) 鉱山開発（石油・天然ガス開発を含む）
(2) パイプライン
(3) 工業開発
(4) 火力発電（地熱含む）
(5) 水力発電、ダム、貯水池
(6) 送変電・配電（大規模非自発的住民移転、大規模森林伐
採、海底送電線を伴うもの）
(7) 河川・砂防
(8) 道路、鉄道、橋梁
(9) 空港
(10) 港湾
(11) 上水道及び下水・廃水処理（影響を及ぼしやすい構成
要素を含むかもしくは影響を受けやすい地域に立地するも
の）
(12) 廃棄物処理・処分
(13) 農業（大規模な開墾、灌漑を伴うもの）

2. 影響を及ぼしやすい特性の例示
(1) 大規模非自発的住民移転
(2) 大規模地下水揚水
(3) 大規模な埋立、土地造成、開墾
(4) 大規模な森林伐採

3. 影響を受けやすい地域の例示
以下の地域又はその周辺。
(1) 国立公園、国指定の保護対象地域（国指定の海岸地域、
湿地、少数民族・先住民族のための地域、文化遺産等）
(2) 国又は地域にとって慎重な配慮が必要と思われる地域
＜自然環境＞

1)原生林、熱帯の自然林
2)生態学的に重要な生息地（珊瑚礁、マングローブ湿地、

干潟等）
3)国内法、国際条約等において保護が必要とされる貴重

種の生息地
4)大規模な塩類集積或いは土壌侵食の発生する恐れの

ある地域
5)砂漠化傾向の著しい地域

＜社会環境＞
1) 考古学的、歴史的、文化的に固有の価値を有する地

域
2) 少数民族或いは先住民族、伝統的な生活様式を持つ

遊牧民の人々の生活区域、もしくは特別な社会的価
値のある地域

別紙４ スクリーニ

ング様式

変更なしのため省略

別紙５ 現地ステー

クホルダーとの協議

以下に示す考え方に基づき、現地ステークホルダーの意味

ある参加を確保するため、現地ステークホルダーとの協議

【36】現地ステークホル

ダーの参加や協議の際に
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が行われることを原則とする。

基本的事項

1. 現地ステークホルダーとの協議のプロセスは、以下を

含む。

（i） 現地ステークホルダーの特定と分析

（ii） 現地ステークホルダーとの意味ある協議

の方法の計画

（iii） 情報公開

（iv） 現地ステークホルダーとの協議とフィー

ドバック（報告含む）

（v） 苦情の受付と対応

2. 環境や社会に与える影響が大きいと考えられるプロジ

ェクトは、計画段階の早期から環境社会配慮の実施期

間中まで、情報が公開されたうえで、現地ステークホ

ルダーとの協議を実施する。

現地ステークホルダーの特定

1. 相手国等は、現地ステークホルダーの特定を行う。

2. 影響を受ける地域住民等のうち、個々の置かれた状況

や社会的な脆弱性に応じて、プロジェクトの影響・緩

和策・便益に関して、異なる懸念や課題を持ち、協議

の方法を別途検討する必要がある個人またはグループ

を特定する。

意味ある協議

1. 相手国等は、現地ステークホルダーがプロジェクトの

影響・緩和策等について意見を表明する機会を提供し、

相手国等がそれに対して検討し対応することにより、

潜在的な紛争や苦情を回避できるような、意味ある協

議を実施する。

2. 意味ある協議は双方向であり、相手国等は、事前に十

分な時間的余裕を持って情報公開を行う、その際は相

手国の公用語又は広く使用されている言語と地域の

人々が理解できる様式で行う

3. 現地ステークホルダーとの協議は、意識操作や干渉、

強制、差別、脅迫のない、文化的に適切な方法で行う。

4. 現地ステークホルダーとの協議は、直接対面で行うこ

とを原則とするが、相手国の現地の状況を踏まえて必

ずしも対面である必要はなく、遠隔でのアクセスやソ

ーシャル・ネットワーク・サービス等の技術の適用を

含め、意見の表明とそれに対して相手国等が検討し対

応できる適切な方法で行う。

社会的な弱者への配慮

1. 相手国等は、現地ステークホルダーの中で、特定の状

況に伴い弱い立場におかれている者を特定する。

2. 社会的に弱い立場にある者の参加が確保され、意見が

積極的に出され、かつ出された意見が公平に取り扱わ

れるよう、配慮する。そのために必要な方策を検討し、

実施する。

重大な変更

重要な配慮項目を、ESS 
10 を参考に GL の別紙に

整理することを検討す

る。その中に、現地ステ

ークホルダーとの意味あ

る協議の定義や留意点も

含める。現地ステークホ

ルダーとの「意味ある協

議」について、ESS 10
を参考に見直しを検討す

る。
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1. プロジェクトに重大な変更があり、追加的な影響が生

じる場合、相手国等は現地ステークホルダーに対し、

追加的な影響と緩和策について情報を提供し、現地ス

テークホルダーとの協議を行う。

別紙６５ チェック

リストにおける分類

チェック項目

チェックリストには、以下の分類・環境項目が含まれる。

活用にあたっては、それぞれのセクター及びプロジェクト

の特性を踏まえ、必要な項目につきチェックすることとす

る。

（分類）      （チェック項目）

1．許認可・説明   ・環境アセスメント EIA 及び環境許

認可

・地域住民への説明

2．汚染対策     ・大気質（温室効果ガス含む）

・水質・水利用

・廃棄物

・土壌汚染

・騒音・振動

・地盤沈下

・悪臭

・底質

3．自然環境 ・保護区

・生態系・生物多様性

・水象

・地形・地質

・跡地管理

4．社会環境 ・住民移転

・生活･生計

・文化遺産

・景観

・少数民族、先住民族

・労働環境(労働安全を含む) 
5．その他 ・工事中の影響

・事故防止対策

・モニタリング -
別紙７６ モニタリ

ングを行う項目

モニタリングを行う項目は、それぞれのセクター及びプロ
ジェクトの特性を踏まえ、以下に掲げる項目を参照しつつ、
必要な項目を判断することとする。その際は国際金融公社
（International Fincance Corporation）の Environmental, 
Health, and Safety Guidelines に含まれる国際基準を参考に
する。参照する際は、必要に応じて最新の基準を確認する
こと。

1．許認可・説明
・当局からの指摘事項への対応
2．汚染対策

・大気質 ： SO2、NO2、CO、O2、煤塵、浮遊粒子状物質、
粉塵等
・水質・水利用 ： pH、SS（浮遊物質）、BOD（生物化学
的酸素要求量）/COD（化学的酸素要求量）、DO（溶存酸素）、
全窒素、全燐、重金属、炭化水素、フェノール類、シアン
化合物、鉱油、水温等
・廃棄物

【40】別紙７6 モニタリ
ングを行う項目は、GL
の参考資料であり、必要
に応じて見直し、更新す
る。
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・騒音・振動
・悪臭
3．自然環境
・生態系・生物多様性 ：貴重種に対する影響、対策等
4．社会環境
・住民移転
・生活･生計
５．苦情
・苦情の件数、内容、対応等

（注）大気質・水質については、排出値か環境値かを特定。
また、工事中の影響か操業中の影響かによって、モニター
すべき項目が異なることに留意が必要。
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2021年5月11日

委員名 ページ 項目 ご意見 対応
1 原嶋委員 1 序 No.5 の「気候変動対策」を「気候変動の緩和と適応」に修正する。 文案1ページ修正済み

2 原嶋委員 19 別紙1 対策の検討
「別紙1 対策の検討」3行目の「まず、」の後に、「ミティゲーションヒエラルキーに従い、（in 
accordance with mitigation hierarchy）」を挿入する。

文案20ページ修正済み

3 織田委員 1 序
【環境・社会を包摂したSDGs】SDGsは「2030アジェンダ」の一部に過ぎない上に略称なので、序の最初の
項目名とするのはいかがなものでしょうか。（項目名が作業用のものであればご放念ください。以下同様）

文案1ページ修正済み

4 織田委員 1 序
小項目の内容の順序が、１．1992年の国連環境開発会議、２．1948 年に採択された世界人権宣言と時代が逆
行しています。１．人権宣言、２．国連環境開発会議の基本原則、３．ビジネスと人権に関する指導原則の
順序にした方がよいのではないでしょうか。

時系列はご指摘のとおりですが、環境社会配慮の取組を振り返る上で、現
行GLでは国連環境開発会議のアジェンダ21が最初に取り上げられていま
す。

5 織田委員 1 序 国連環境開発会議の成果物の行動計画については「アジェンダ21」と記した方がよいのではないでしょう 文案1ページ修正済み

6 織田委員 1 序
３．持続可能な開発目標（SDGs）が国連サミットで採択されたとありますが、正しく「「持続可能な開発の
ための2030アジェンダ」が国連サミットで採択された。」とすべきではないでしょうか。

文案1ページ修正済み

7 織田委員 1 序 【環境アセスメント】とありますがこの小項目名は内容と合致していないのではないでしょうか？ OECD勧告は環境アセスメントに関するものです。
8 織田委員 2 理念 【質高インフラ】は、小項目名として残すのであれば、正しく表記してしてください。 文案3ページ修正済み

9 織田委員 3 理念７.
「誰ひとり取り残されない」とありますが、p.1序4．では「誰ひとり取り残さない」となっています。この
違いに意味があるのでしょうか？

文案1ページを「誰ひとり取り残されない」に修正済み

10 織田委員 13 3.1 協力準備調査

7．影響緩和策（回避・最小化・代償含む）の書き方は、p.5 （重要事項3：ミティゲーション・ヒエラルキー
に沿った環境社会配慮を確認する。）の、「最小化、軽減・緩和、代償」と一致させなくてよいのでしょう
か？ すべてが一致する必要はないと思いますが。なお、同様の表現のバラつきはp.10, p.12, p.13 p.14にも
あります。

文案5ページ修正済み

11
木口委
員・田辺
委員

14
3.2 有償資金協力、無償
資金協力、技術協力プロ
ジェクト

1. 海外投融資案件に係る環境アセスメント報告書に関し、合意文書締結の60日以前の公開で可とする点につ
いては、FAQにおいて以下の留意点を記載すべきである。
・大規模非自発的住民移転が発生するプロジェクトの場合、あるいは、先住民族のための対策を要するプロ
ジェクトの場合には、影響住民との合意形成に十分かつ適切なプロセスが確保される必要があるため、環境
アセスメント報告書の公開期間が60日では十分でないケースがある旨留意しなければならない。
理由：
➢ 事例：海外投融資案件であり、かつ大規模非自発的住民移転の発生したミャンマー・ティラワ経済特別区
（SEZ）開発事業において、JICAはZone Aの環境アセスメント報告書を2013年12月11日にウェブサイトで公
開し、2014年4月23日に出資を決定した。しかしその間も、移転世帯等からJICAに対して少なくとも3度にわ
たり書簡が提出され、懸念が示された（2014年1月27日、同年2月5日、同年4月7日）他、2014年6月には当
該移転世帯等からJICAに対してJICAガイドライン違反を指摘する異議申立書が提出された。
➢ 海外投融資ということから迅速性を重んじるあまり、影響住民の合意形成や参加プロセスが軽視されない
よう留意すべきであり、ティラワSEZにおける教訓は今後のガイドラインの運用においても活かされるべき
である。

海外投融資案件を始めとする協力事業では、特に大規模非自発的住民移転
が発生するプロジェクトの場合、あるいは、先住民族のための対策を要す
るプロジェクトの場合には、当該プロジェクトについて社会的に適切な方
法で合意が得られるよう十分に調整が図られる必要があります。したがっ
て、案件形成の初期段階から情報提供や現地ステークホルダー協議が行わ
れることが重要であり、環境レビューにおいてはその点に留意して環境社
会配慮の適切性を慎重に確認します。

ガイドライン文案に対するご意見一覧
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委員名 ページ 項目 ご意見 対応

2. エンジニアリング･サービス借款については、以下の通り規定するべきである。
(5)エンジニアリング･サービス借款
1.調査･設計等エンジニアリング・サービスのみを対象とする円借款(エンジニアリング･サービス借款)の供与
に先立ち、対象となるプロジェクトのカテゴリ分類に応じて環境
レビューを実施する。
2.ただし、当該エンジニアリング･サービス借款の中で又は並行して、必要な環境社会配慮調査を実施する場
合かつエンジニアリング・サービス借款供与期間中に環境社会影響が予見されない場合には、プロジェクト
本体に対する円借款の供与にかかる環境レビューにおいて、環境社会配慮上の要件を満たすことを確認する
ことを可とする。

3.上記2において、エンジニアリング・サービス借款期間中に予見されない環境社会影響が顕在化した場合に
は、当該影響に関し次項3.2.2 の6 と同等の対応を行う。
理由：
➢ JICA改訂案では項目2の後半部分に「他方、エンジニアリング・サービス借款供与期間中に環境社会影響
が予見される場合には、当該影響をエンジニアリング・サービス借款環境レビュー時に確認することとす
る。」と記載することが提案されているが、項目1との差異が不明確である。
➢ 4月13日の諮問委員会では、JICA側より、項目1は本体事業の影響が判明している場合に適用され、項目2
の追記部分はE/S借款期間中に一部の影響が予見される場合との説明があった。しかし、E/S借款において環
境レビューを行うかどうかは、本体事業の影響の判明度ではなく、E/S借款期間中に影響が生じる可能性があ
るかどうかで判断するべきである。
➢ したがって、項目2が適用される条件として、「必要な環境社会配慮調査を実施する場合」に加えて「エ
ンジニアリング・サービス借款供与期間中に環境社会影響が予見されない場合」を追加するべきである。
➢ また、項目1が適用された場合は、通常のモニタリング規定が適用されることから、項目3の適用条件は、
あくまで項番2のただし書きを適用した場合である。したがって、項目3の冒頭に「上記2において」との記載
を追加するべきである。

13 黒木委員 3 1.3    定義
「その他の社会への影響」では不明瞭のため、主要な社会影響項目を追加しても良いのではないか。例：
「文化財、貧困層や先住民族など社会的に脆弱なグループ、労働環境などの社会への影響」など。

文案3ページ修正済み

14 黒木委員 3 3
「協力事業」とは、JICA が相手国等に対して行う協力をいう。
と説明不足の文章となっているため追加説明が必要と思われる。

文案4ページ修正済み

15 黒木委員 5 6
“環境影響評価”の定義ですが、冒頭の序文には「環境アセスメント」とあり、GL内でも”環境影響評価”と”環
境アセスメント”が混在している。使い分けているのであれば、何らかの定義づけがあったほうが良い。

1.3定義６．を「環境アセスメント」に変更し、現行GLで環境影響評価と
記載していたものを環境アセスメントに統一しました。

16 黒木委員 5 13
「環境社会配慮助言委員会｣の開催段階として、スコーピング時、DFR時、環境レビュー時の定義も追加する
ことが望ましい。
または、2.7 環境社会配慮助言委員会による助言での開催段階の説明が望ましい。

JICAホームページで公開されている助言委員会設置要綱・運用目安で開催
タイミングを明示しています。
それを踏まえ、FAQに次のように記載します。「助言委員会の助言の対象
や開催のタイミングは、助言委員会設置要綱・運用目安の２．委員会の業
務に示されるとおりです。
https://www.jica.go.jp/environment/advice/ku57pq00000netg3-
att/advice̲meyasu.pdf」

3.2.1(5)の２．の文章は、E/S借款供与期間中に環境社会影響が予見され
る場合には、当該影響についてはE/S借款供与時の環境レビューを義務付
けるものです。当該影響以外の影響については、E/S借款の中で又は並行
して、必要な環境社会配慮調査を実施する場合には、本体借款の供与にか
かる環境レビューにおいて、要件を満たすことを確認することを可とする

ものです。
記載を明瞭にする観点で以下の修正を行います。

2.ただし、当該エンジニアリング･サービス借款の中で又は並行して、必
要な環境社会配慮調査を実施する場合には、プロジェクト本体に対する円
借款の供与にかかる環境レビューにおいて、環境社会配慮上の要件を満た
すことを確認することを可とする。その場合であっても、エンジニアリン
グ・サービス借款供与期間中に環境社会影響が予見される場合には、当該
影響をエンジニアリング・サービス借款環境レビュー時に確認することと

する。

12
木口委

員・田辺
委員

15
3.2 有償資金協力、無償
資金協力、技術協力プロ

ジェクト
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委員名 ページ 項目 ご意見 対応

17 黒木委員 4 14

定義としての“フォローアップ”は、開発計画調査型技術協力に限ったものではないと理解する（「別紙1 対象
プロジェクトに求められる環境社会配慮」内、「対策の検討」でも”フォローアップ“が使用されている）。新
GL3.3.5にて「開発計画調査型技術協力のフォローアップ」と修正されているので、14の記載修正も必要では
ないか。

1.3定義14のとおり「フォローアップ」は開発計画調査型技術協力におけ
る環境社会配慮調査の結果が反映されていることを確認することをいいま
す。同様に混乱を避けるため文案3.3.5のタイトルは「開発計画調査型技
術協力のフォローアップ」と戻し、文案20ページ別紙１は意味が明確に
なるよう「適切な対策の計画や体制」と修正しました。

18 黒木委員 4 18
「合意文書」のところで、有償・無償はありますが、技術協力プロジェクトには例示がありません。技プロ
ではMinutes of Discussion（MOD）だと思うのですが、記載すべきではないか。（参照2.8 JICAの意思決定
において有償・無償・技術協力の3種が掲載されているため）

FAQに次のように記載されています。
「Ｑ：ガイドライン１．３．１８．において、「無償資金協力における
Grant Agreement(G/A)等」とありますが、等には何が含まれますか？ 
Ａ：技術協力における技術協力プロジェクトや開発計画調査型技術協力の
実施を合意する文書が含まれます。」

19 黒木委員 5
1.4 環境社会配慮の基本方
針

「重要事項76: JICA の実施体制を強化する」
JICAは、環境社会配慮が十分かつ効果的に達成されるよう常に留意し、その組織体制と実施能力の強化に努
める。」は非常に重要な考え方である。そのため、実施能力強化のためのJICAとしての対応についてもGLで
言及して頂きたい。

JICAの実施体制の強化については、1.4重要事項７のとおり、環境社会配
慮が十分かつ効果的に達成されるよう常に留意し、その組織体制と実施能
力の強化に努めて参ります。引き続き、内部の研修等を充実させ、実施体
制の強化を図って参ります。

20 黒木委員 6
1.6 相手国政府に求める要
件

「また、カテゴリA案件において必要とされる環境アセスメント報告書については、別紙2 に示す項目が満た
されることを相手国等に求め確認する。」を「カテゴリA案件のうち、環境アセスメント報告書の作成が必要
な案件では、別紙２に示す項目が…」へ変更することで、カテゴリA＝EIAが必要と誤解を生む記載を避ける
べきと考える。

FAQに次のように記載します。「カテゴリAプロジェクトのうち、大規模
非自発的住民移転や先住民族への重大な影響が理由となりカテゴリAに分
類されるプロジェクトについては、別紙２カテゴリAに必要な環境アセス
メント報告書の記述は、当該プロジェクトが与える影響の大きさに応じて
必要な項目・内容が満たされればよいと考えます」

21 黒木委員 7 2.2 カテゴリ分類 先住民族が由来のカテゴリ分類の目安がGLまたはFAQで記載されるべきと考える。
GL別紙３に影響を受けやすい地域の例示として「2) 少数民族或いは先住
民族、伝統的な生活様式を持つ遊牧民の人々の生活区域、もしくは特別な
社会的価値のある地域」が含まれています。

22 黒木委員 8 2.3 環境社会配慮の項目

「2.調査･検討すべき影響は、プロジェクトの直接的、即時的な影響のみならず、合理的と考えられる範囲内
で、派生的・二次的な影響、累積的影響、不可分一体の事業の影響も含む。また、プロジェクトのライフサ
イクルにわたる影響を考慮する。」のうち、派生的・二次的な影響、累積的影響、不可分一体の事業の影響
などはGL本文でも定義、説明されるべきだと考える。本文での説明が適切ではないならば、FAQで定義、具
体的な解釈、事例を記載すべき。

FAQに派生的・二次的な影響、累積的影響、不可分一体の事業について説
明や具体的事例を載せていますので、ご覧ください。

23 黒木委員 9
2.5 社会環境と人権への配
慮

高齢者が社会的弱者に入っているので、同様に意見が汲み取られにくい、差別される可能性のある子供も社
会的弱者に入らないか検討が必要と考える。
別紙１ 社会的合意では子どもが含まれている。
一般的には貧困層も社会的弱者であるが、人権にかかる記載なので敢えて2.5の記載では対象外のグループと
していると理解して良いか。

文案9ページ修正済み

24 黒木委員 10
2.6 参照する法令と
基準

「3.JICA は、環境社会配慮等に関し、プロジェクトが世界銀行のセーフガードポリシーと大きな乖離がない
ことを確認する」は、最新のWBのセーフガードポリシーである「environment and social policies または
the Environmental and Social Framework (ESF)という名称を使うべきではないか。WBの下記ウェブサイト
での記載をみると、セーフガードポリシーはOPを指しているように受け取れる。
https://www.worldbank.org/en/projects-operations/environmental-and-social-policies
また、ESFを指す場合は、手続き面ではESFとのギャップがあることから、WBのenvironmental and social 
policiesの考え方及び技術的要件と大きな乖離がないことを確認するといった記載に変更すべきではないか。

文案10ページ修正済み

25 黒木委員
2.8 JICA の意思決定
2.8.1
2

「プロジェクトを実施しない案」とゼロオプションの区別が分かりにくいので、2.8で使用する前に定義をす
べき。

方針案【32】のとおり、環境影響評価法に沿った「ゼロオプション」は
GL上要件とはしない方針です。
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委員名 ページ 項目 ご意見 対応

26 黒木委員 2.8.1項目3

JICAは、「相手国等は、環境社会配慮に関する問題が生じた場合には、相手国等と当該プロジェクトに関わ
る現地ステークホルダーとの間での協議が行われるよう努力すること。」を「確保するよう最大限努力す
る」とありますが、単に相手国等に実施努力を求めるのではなく、実際に「協議を行うこと」を求めるべき
ではないか。

合意文書を通じた確保内容に関する記載であるため、そのような権利を留
保する記載ぶりが適切です。また、相手国等が協議を行おうとしても、現
地ステークホルダーが協議を行いたくない場合もあり得るため、現行GL
のとおり相手国等が真摯に協議を行うことを努力するようJICAは求めるこ
とになります。

27 黒木委員 10 2.8.1項目3

「相手国等・・望ましく影響が及ぶ・・明らかになった場合に、・・プロジェクトの変更（・・）を求める
ことがあること。」とあるが、これでは求めないこともあると読める。しかし、前段では適切な配慮がなさ
れない場合は「・・プロジェクトを実施しない」と明確に記述していることから平仄を合わせるべきであ
る。

現行GLの2.8.1.1は環境レビューについて述べられており、「適切な環境
社会配慮がなされない場合には、JICAは有償資金協力、無償資金協力、技
術協力プロジェクトを実施しない。」とは環境レビューの結果に関しての
記載です。一方、2.8.1.3は合意文書締結後について述べられているため、
JICAとしての説明責任と相手国等との信頼関係を踏まえながら、合意文書
に基づき先方に段階的に改善を求めることになることから、現行GLの文
言になっています。

28 黒木委員 13

3.2 有償、無償、技プロ
3.2.1 環境レビュー
4(1)カテAプロジェクト
1

「カテゴリA プロジェクトについては、相手国等からプロジェクトに関する環境アセスメント報告書(別紙2)
が提出されなければならない。」
「カテゴリA案件のうち、著しい環境影響が想定される案件については」と加筆すべきではないか。環境影響
は著しくないが、住民移転や先住民族への影響でカテゴリAになる案件もあるため。

20番の対応をご覧ください。

29 黒木委員 13
3.2 有償、無償、技プロ
3.2.1 環境レビュー
4(1)カテAプロジェクト2

「JICA は、相手国等が提出する環境社会配慮に関する主要な文書（環境許認可証明書を含む）の入手状況を
ウェブサイトに掲載するとともに、1) 相手国政府の承認を得た、もしくは承認担当省庁へ提出された環境ア
セスメント報告書….」とあるが、用語の定義として「相手国政府」「承認担当省庁」の定義がないため明ら
かにしていただきたい。

文案3ページ及び14ページ修正済み

30 黒木委員 13
3.2 有償、無償、技プロ
3.2.1 環境レビュー
4(1)カテAプロジェクト2

「環境許認可証明書は提出があった時点で情報公開を行う。また、相手国政府の承認を得た、もしくは承認
担当省庁へ提出された環境アセスメント報告書は、合意文書締結の 120 日以前に公開する。」
とあるが、既存承認EIAのJICAレビュー結果もあわせて公開するべきであるため、「また、相手国政府の承認
を得た、もしくは承認担当省庁へ提出された環境アセスメント報告書はJICAレビュー結果を反映もしくは付
して、合意文書締結の120 日以前に公開する。」とすべきである。
（FAQ等に示す内容として別紙1詳細対応方法を例示）

方針案【20】のとおり。
「JICAレビュー結果を付す」ことと同等の効果は、助言内容および助言対
応結果の公開、事業事前評価表の公開、実施段階含めた現地ステークホル
ダー協議での説明において担保されているものと考えています。

31 黒木委員 13
3.2 有償、無償、技プロ
3.2.1 環境レビュー
4(1)カテAプロジェクト3

「JICAは相手国から提出された環境アセスメント報告書等を用いて環境レビューを行う。・・情報公開と現
地ステークホルダーとの協議結果を確認する。」とあるが、現地EIAが往々にして十分でないことから、その
後に「環境レビューにおいて、適切な環境社会配慮がなされていない場合は、相手国に適切な対応を求め
る。」とし、指摘事項は公開とすべきではないか。

方針案【20】のとおり。
なお、ご指摘の趣旨のJICAとしての対応は「2.8 JICAの意思決定」に規
定しており、また、情報の公開については、助言内容および助言対応結果
の公開、事業事前評価表の公開、実施段階含めた現地ステークホルダー協
議での説明において担保されているものと考えています。

32 黒木委員 13
3.2 有償、無償、技プロ
3.2.1 環境レビュー
4(1)カテAプロジェクト3

他箇所に倣い「環境影響」を「環境社会影響」と統一したほうが良い（(2) カテゴリBプロジェクトでも同
様）。

文案14ページ修正済み

33 黒木委員 15
3.2.2 モニタリング及びモ
ニタリング結果の確認
3

「第三者等から、環境社会配慮が十分でないとなどの具体的な指摘があった場合には・・プロジェクト計画
への反映がなされることをJICAは確認する。」としているが、ここでは「確認する」だけでなく、指摘事項
を含め改善要求事項を公開すべきではないか。また、「第三者」からの指摘がなければ、JICAは「確認しな
い」と読めますが、制度的にもJICAはモニタリングすべきではないか。

3.2.2の１のとおりJICAはモニタリング結果の確認を行います。また、第
三者等からの指摘事項についてはJICAとして責任をもって対応する趣旨で
「計画への反映がなされることを確認する」と表現しており単に確認する
のみを意図した記載ではありません。

34 黒木委員 15
3.2.2 モニタリング及びモ
ニタリング結果の確認3

「透明でアカウンタブルなプロセス」については、他箇所（1.2、別紙1の4）にて「アカウンタビリティ」が
「説明責任」と修正されているので、「アカウンタブル」も同様に修正を検討したほうが良い。

文案16ページ修正済み
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35 黒木委員 15
3.2.2 モニタリング及びモ
ニタリング結果の確認4

「また、必要に応じ、JICAが環境社会配慮の実施状況等・・協力を求めることがある。」とされるが、ス
テークホルダー協議の開催も選択肢に入れるべきではないか。

ご指摘の点も包含して、3.2.2の5.の規定「JICAは、環境社会配慮に関し事
態の改善が必要であるとJICAが判断した場合には、予め締結された合意文
書に基づき、相手国等に対し、適切な対応を要求することがある」が規定
されています。

36 黒木委員 15
3.2.2 モニタリング及びモ
ニタリング結果の確認5

「JICAは、環境社会配慮に関し事態の改善が必要であるとJICAが判断した場合には、・・・相手国に対し、
適切な対応を要求することがある。・・」と曖昧な表現となっているが、ここは「JICAの意思決定」の通り
「要求する」とすべきである。
同様に、「さらに、合意文書に基づき、JICAの要求に対する相手国等の対応が不適当な場合には、貸付実行
の停止等のJICA側の措置を検討することがある。」とされるが、伊勢志摩原則からも「停止する。」という
表現にするである。

27番の対応をご覧ください。

37 黒木委員 16
3.2.2 モニタリング及びモ
ニタリング結果の確認7

 「JICAは、相手国等によるモニタリング結果について、相手国等の了解の上ウェブサイトで公開する。ま
た、第三者等から請求があった場合は、相手国の了解を前提に公開する。」とされるが、ここは相手国の思
惑に斟酌せず、情報公開やアカウンタビリティの観点から原則公開とすべきではないか。

方針案【23】のとおり

38 黒木委員 18
3.3.4 開発計画調査型技術
協力

3.3.4 本格調査段階(フィージビリティ調査)
「1.JICA は、十分な調査期間を確保し、調査団に環境社会配慮に必要な調査団員を参加させる。」を「環境
影響の季節変動を調査・確認できるような十分な調査期間を確保し」と具体的な十分な調査期間を示すべき
である。

「十分な調査期間」に包含されていると考えます。

39 黒木委員 18
3.3.5 開発計画調査型技術
協力のフォローアップ

「1.JICA は、環境社会配慮調査の結果や提言が、プロジェクトの環境影響評価、住民移転計画、先住民族計
画、影響緩和策などに反映されていることを適宜確認し、その結果をウェブサイトで公開する。」とある
が、フォローアップは非常に重要な業務となるため、いつ行われているのかも記載すべき（環境レビュー時
のJICAの確認を指しているのか？）。

JICA支援のマスタープランがその後どう事業化しているかについては、在
外事務所等が日々の情報収集の中で把握しています。

40 黒木委員 20
別紙1非自発的住民移転お
よび生計手段の喪失

3. 補償基準は公開され、一貫して適用される。影響を受ける者がその内容を認識している必要がある。ま
た、原則として、合意される補償内容は、文書で対象者に説明され、いつでも当人がその内容を確認できる
ものとする。」とされるが、この「文書」とは何を指すか。通常、個別の個人に対する補償内容は、相手国
政府機関が補償実施段階に作成するものであると理解している、この理解でよいか。

ご理解の通り補償実施段階で作成される個人に対する補償内容を記載した
文書を想定しています。

41 黒木委員 25
別紙5 現地ステークホル
ダーとの協議

実施段階でのステークホルダー協議の開催を明記すべく、「計画段階の協議の結果が適切に実施されている
かを確認すべく、実施段階においてフォローアップの現地ステークホルダー協議の機会を設ける。」等を記
載すべきではないか。

別紙５基本的事項２のとおりです。

42 黒木委員 26
別紙6 環境チェックリスト
における分類チェック項目

大幅な環境チェックリストの改訂の必要は生じないと理解しているが、今回のガイドライン改定に応じた
チェックリストの修正は今後予定しているか（例えば、苦情処理については現行チェックリストでは住民移
転の項目にあるが、新GLでは環境影響やその他影響でも対象としている）。

検討中です。

43 鈴木委員 ー 全般
今回のGL改定に関わるFAQを整理して示すようお願いいたします。また、FAQの改訂に関する手続を明らか
にしてください。

文案6ページの1.9 普及と運用をご覧ください。FAQの改訂に関する考え
方は方針案【1】のとおり。

44 鈴木委員 2 1.1理念 原案【質高インフラ】 修正案【質の高いインフラ】 文案3ページ修正済み

45 鈴木委員 3
1.3定義
「定義」の冒頭

【修正案】1. 「環境社会配慮」とは、大気、水、土壌、廃棄物、事故、水利用、気候変動、生物 多様性生態
系及び生物相等を通じた、人間の健康と安全への影響及び自然環境への影響、非自発的住民移 転、先住民族
等の人権の尊重その他の社会への影響を配慮 することをいう。

P8の2.3環境・社会配慮の項目1の表現に合わせる。生物多様性を自然への影響に限定するような表現を避け
るため。

文案3ページをご覧ください。
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46 鈴木委員 5
1.4環境社会配慮の基本方
針 第2パラ

【修正案】JICA は、環境社会配慮の観点から相手国等に求める要件を 本ガイドライン及び本ガイドラインの
FAQで明記し、相手国等がその要件を満たすよう協力事業を通じて環境社会配慮の支援を行う。JICA は、そ
の要件に基づき相手国等の取り組みを適宜確認するとともに、その結果及び施設の構造基準、労働安全基準
等の関連する基準等を踏まえて意思決定を行う。

・FAQの位置づけをガイドライン本文の中で明記する。
・環境・社会配慮ガイドラインではないが、関連する別の基準等で担保される環境・社会配慮関連事項もあ
ることを明らかにする。

FAQについては方針案【1】のとおり。施設の構造基準、労働安全衛生の
基準等は、別枠組で定めており、環境社会配慮の対象とはしないことから
GLに記載しない方針ですが、別枠組についてはFAQに記載します。
労働については方針案【39】にFAQ文案を示しています。
構造物の基準については次のようにFAQに記載します。「構造物の安全性
の確保については、環境社会配慮ガイドラインとは別の枠組みで確認をお
こなっています。具体的には、相手国等との合意文書や相手国等とコント
ラクター間の契約にあたり、日本を含む先進国・国際機関等や相手国の技
術基準等に基づく対応をはじめとして適切な配慮がなされるよう対応して
います。」

47 鈴木委員 7 2.1情報の公開5

【原案】5.JICAは、公開を行う情報のほか、第三者に対し、求めに応じて可能な範囲で環境社会配慮に関する
情報の提供を行 う。

この表現には、GLそのものではなく他の基準等で会う使われる環境・社会配慮関連事項も含まれると理解し
て良いのでしょうか？

現行GLの2.1情報の公開は、現行GLの配慮項目に関する情報の提供につい
て規定していると考えています。

48 鈴木委員 9
2.5社会環境と人権 への配
慮 最終パラ

【修正案】3. JICA は、相手国等が、プロジェクトの形成・実施にあたり、雇用する保安要員やその他の安全
確保のための要員を用いる場合には、予防と自己防衛目的を除き警備能力の行使を行わない意識操作や干
渉、 強制、差別、脅迫のない、文化的に適切な方法で行われることを確認する。

ご苦労の産物と評価しますが、違和感があります。「意味ある協議」で用いられる表現と同様な表現とする
ことを提案します。

ご提案頂いた文言をGLの別紙５に新たに盛り込んだのに加えて、更に事
象を特定して木口委員・田辺委員より示された保安要員等に係る懸念に対
応する意図があるため、原案を維持します。

49 鈴木委員 11
2.9 ガイドラインの 適切な
実施と遵守の 確保 第2パ
ラ

JICAは本ガイドラインの遵守を確保する一環として、異議申立手続要綱により、事業担当部局から独立した
組織により本ガイドラインの不遵守に関する異議申立への対応、紛争の防止・解決に向けた対応を行う。

近年のIAMの動向を踏まえ、紛争の未然防止に向けた措置も活動に含まれることを明記する。

ガイドラインの不遵守に起因する紛争の解決に向けた当事者間の対話の促
進、及びガイドライン不遵守の防止（今後のガイドライン遵守確保に向け
た対応）については、異議申立への対応の一環として「異議申立手続要
綱」に記載されています。また、ガイドライン不遵守、それに起因する紛
争の未然防止は文頭にある「ガイドラインの遵守を確保」に含まれている
ものと考えます。以上から、ガイドラインの表記を変更する必要は無いと
考えます。
なお、GL改定文案では、別紙１に苦情処理に関する項目を設ける等の対
応が行われています。

50 鈴木委員 11
2.10 ガイドライン の適用
と見直し

【原案】ただし、20〇〇年〇月〇日以前に相手国 等との間でその実施につき合意した協力準備調査と同調査
に基づく協力事業については、要請時期にかかわらず、本ガイドライン（20●●年●月）を適用せず、「国
12 項目 改定版 JICA 方針案 際協力機構環境社会配慮ガイドライン（2010 年 4 月）」を 適用する。

単純な疑問ですが、「相手国等との間でその実施につき合意した協力準備調査と同調査に基づく協力事業」
なのでしょうか？
「相手国等との間でその実施を始めた協力準備調査と同調査に基づく協力事業」ではないのでしょうか？

協力準備調査に関し、適用されるガイドラインが何になるかは、開始時点
ではなく実施につき合意した時点で明らかになるべきと考えるためです。
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委員名 ページ 項目 ご意見 対応

51 鈴木委員 20 別紙１ 生物多様性

【修正案】1.プロジェクトは、重要な自然生息地または重要な森林の著しい転換または著しい劣化、著しい生
物多様性、生態系サービスの劣化を伴うものであってはならない。

タイトルは変わっているが、内容は依然として貴重な自然の保護に特化したままのように受け取れるため。

2.3の環境社会配慮項目として、生物多様性および生態系サービスを盛り
込んでおり、また、「重要な自然生息地の著しい転換または著しい劣化」
については現行FAQ記載のとおり生物多様性保全上の配慮が既に盛り込ま
れています。従って、現行の規定を維持します。

52 鈴木委員 22 別紙１ 苦情処理 本項を新たにたてたことを高く評価。

53 鈴木委員 24

別紙3一般に影響 を及ぼし
やすいセク ター特性、影
響を受 けやすい地域の例
示

素朴な疑問です。
「2. 影響を及ぼしやすい特性の例示」に海洋投棄・海洋放出が入っていないのには何か理由があるのでしょ
うか？
また、例示ではあるものの、「3. 影響を受けやすい地域の例示」には大規模な生態系サービスを提供してい
る地域を含めた方が良いように思います。

「影響を及ぼしやすい特性の例示」はJICAの協力プロジェクトで想定しう
る内容を記載しています。
JICA事業において海洋投棄や海洋放出によって重大な影響を及ぼす場合
は、既に含まれている大規模な埋立事業や、港湾事業、火力発電所等に該
当し、カテゴリAとして環境社会配慮が行われるものと考えます。
「大規模な生態系サービスの提供地域」は別紙３の３．影響を受けやすい
地域の例示で既にカバーされていると考えます。

54 鈴木委員 25
別紙５ 現地ステー クホル
ダーとの協議

【修正案】1. 相手国等は、現地ステークホルダーがプロジェクトの影響・緩和策等について意見を表明する
機会を提供し、相手国等がそれに対して検討し対応することにより、潜在的な紛争や苦情の申し立てを回避
できるような、意味ある協議を実施する。

本項を新たにたてることを高く評価。
提案のように、紛争や苦情の申し立てを回避することを目指す旨を明記いただきたい。

文案26ページ修正済み

55 鈴木委員 26
別紙６チェック リストに
おける分類 チェック項目

【修正案】2.環境対策
・水質・水量

別紙7と同様

文案27ページにESS 3を参考に「水利用」を追加しました。

56 鈴木委員 27
別紙7モニタリングを行う
項目

【修正案】2．環境対策 
・大気質
・水質・水量
・廃棄物 
・騒音・振動 
・地盤沈下 
・悪臭 
3．自然環境
 ・生態系：生物多様性、生態系サービスに対する影響、対策等

IFCのEnviroIFCのEnvironmental, Health, and Safety (EHS) Guidelinesでは大きく以下の4項目に分かれてい
る。細目については参考に示した通り。
1. Environmental
2. Occupational Health and Safety
3. Community Health and Safety
4. Construction and Decommissioning
項目だての仕方が大幅に異なるので、IFCのEHSは参考として引用することは必ずしも適切ではないと思われ
る。
水質・水量：water conservationまたは water quality and availabilityに対応
mental, Health, and Safety (EHS) Guidelinesでは大きく以下の4項目に分かれている。細目については参考
に示した通り。

別紙７は、プロジェクト毎に適切なモニタリング項目を選択する際の参考
として示しており、IFCのEHSガイドラインも一つの参考資料です。
文案27、28ページに水利用および生物多様性を新たに加えました。
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委員名 ページ 項目 ご意見 対応

FAQや執筆要領などのガイドラインを補完する書類は、環境社会配慮を実務的に進めていくうえで極めて重
要な文書であり、内容によってはFAQがなければ事実上判断が極めて困難な項目も含まれている。
例として、「不可分一体の事業」の定義、「重要な自然生息地または重要な森林」の定義、「著しい転換や
著しい劣化」の定義、「重要な自然生息地または重要な森林の著しい転換または著しい劣化」を伴わないよ
うにするための配慮の内容、「プロジェクトは、原則として、政府が法令等により自然保護や文化遺産保護
のために特に指定した地域の外で実施されねばならない」という内容に対して例外的に実施される場合の条
件、などが挙げられる。
そのため、何らかの形でガイドラインに記載すべきと考える。
他の機関の例として、アジア開発銀行と世界銀行を挙げさせていただく（下線は筆者）。

諮問委員会での議論を踏まえ、GL文案1.9のとおりです。

アジア開発銀行：Safeguard Policy statement, para14:
“ These are accompanied by Operations Manual sections on Environmental Considerations in ADB
Operations; Involuntary Resettlement; and Indigenous Peoples. ADB ’ s Handbook on missions are
undertaken during project implementation to monitor compliance with safeguard provisions in the legal
agreements and to take appropriate actions if projects are at risk of noncompliance.”

世界銀行：Environmental and Social Framework
Overview of the World Bank Environmental and Social Framework, para 9:
“The Framework will also be accompanied by nonmandatory guidance and information tools to assist 
Borrowers ... ”
World Bank Environmental and Social Policy for Investment Project Financing, para 32:
“The Bank’s due diligence responsibilities will include, as appropriate: (a) reviewing the information 
provided by the Borrower relating to the environmental and social risks and impacts of the project, and 
requesting additional and relevant information where there are gaps that prevent the Bank from 
completing its due diligence; and (b) providing guidance to assist the Borrower in developing 
appropriate measures consistent with the mitigation hierarchy to address environmental and social risks 
and impacts in accordance with the ESSs. ...”

58 村山委員 3
1.1 理念
6

「・・・不可欠な民主的な・・・」
→「・・・不可欠で民主的な・・・」
「・・・、透明性と・・・」
→「・・・、意思決定プロセスの透明性と・・・」

文案3ページをご覧ください。

全体【１】

—
（2021.4.
13委員会
JICA方針
（案）
p.1）

村山委員57
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委員名 ページ 項目 ご意見 対応

59 村山委員 5

1.4
重要事項３） 
ミティゲーションヒエラル
キー

改定案の表現では回避以降の項目が並列であり、順序が明示されていない。影響の最小化がまず選択され、
それでも残る影響を軽減・緩和し、どうしても残る影響に対して代償措置を検討するという順序を明示すべ
き。
世界銀行のEnvironmental and Social Framework ESS1では、次のような表現になっている。
Assessment and Management of Environmental and Social Risks and Impacts, para 27:
The environmental and social assessment will apply a mitigation hierarchy, which will: 
(a) Anticipate and avoid risks and impacts;
(b) Where avoidance is not possible, minimize or reduce risks and impacts to acceptable levels;
(c) Once risks and impacts have been minimized or reduced, mitigate; and
(d) Where significant residual impacts remain, compensate for or offset them, where technically and
financially feasible.

文案5ページ修正済み

60 村山委員

—
（2021.4.
13委員会
JICA方針
（案）

2.2「協調融資案件におけ
るコモンアプローチの導入
適否」
8.2 先住民族の呼称につい
て

方針案19、53などFAQについて諮問委員会で確定できない場合は、JICAのみで内容を確定するのではなく、
FAQ策定時の例に倣って、助言委員会と共同で内容をまとめること。

「環境社会配慮GL改定に向けたJICA方針（案）」にて、FAQに記載する
方針案の箇所にFAQ文案を記載していますので、ご確認ください。（第9
回諮問委員会資料では青ハイライト入りで表示）

61 村山委員 13-14
3.2 有償資金協力、無償資
金協力、技術協力プロジェ
クト【20】-【22】

これまで助言委員会で扱った案件の例を考慮すると、JICAが協力準備調査で関わっていない場合に、EIAの質
のばらつきが小さくないことから、特にドラフトEIAを公開対象とした場合に、ステークホルダー協議が不十
分などの理由を含めて追加的な調査や検討に時間を要し、120日間以内のL/A締結が困難な場合の対応を予め
検討しておくこと。また、仮にL/A締結後に環境社会配慮上の追加的な対応を認める場合、助言委員会を含め
た対応内容の報告や公開手順を明確にしておくこと。
上記の内容は最低限FAQで明示する必要がある。ガイドライン本体には、少なくとも提出された環境アセス
メント報告書が承認前の場合は、承認された段階で公開することを明記すべき。例として、2.の文言に次の内
容を追記することが考えられる。
「提出された環境アセスメント報告書が承認前の場合には、承認された時点で最終的な報告書を公開す
る。」

GL2.8.1.1に「JICAは環境レビューの結果を合意文書の意思決定に反映さ
せる」と定められており、120日間のEIA公開に関わらず、対応手順が定
められています。従って、環境レビューがEIA公開後120日経ても終了し
ていない場合には、環境レビューを了するまでL/A締結は行われないこと
となります。
なお、最終的な環境アセスメント報告書の取り扱いについては以下の通り
文案14ページに追記します。「提出された環境アセスメント報告書が承
認前の場合には、承認された時点で最終的な報告書を追加公開する。」

62 村山委員 20-22
別紙１ 非自発的住民移転
および生計手段の喪失
別紙１ 先住民族

世界銀行が従来のOPからESFに変更されている段階で、「世界銀行のセーフガードポリシー」という表現が
適切か確認。「環境・社会フレームワーク」でもよいように思われる。2.6の3.にも同じ表現あり。

文案10ページ修正済み

63 村山委員 22 別紙１ 苦情処理 「１．環境社会影響にかかる影響を受ける人々や・・・」→「１．環境社会影響を受ける人々や・・・」 文案23ページ修正済み

64 村山委員 22
別紙２ カテゴリAに必要な
環境アセスメント報告書

承認前の提出版環境アセスメント報告書にも適用されることを明記すること。承認版との仕分けが必要な場
合、承認前の提出版環境アセスメント報告書に求める要件を明示すること。

文案23ページ修正済み

65 村山委員 25 別紙４ スクリーニング様 「地球温暖化」→「気候変動」に変更 修正します。
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委員名 ページ 項目 ご意見 対応

66 村山委員 25-26
別紙５ 現地ステークホル
ダーとの協議

この部分の内容は、世界銀行ESFのESS10 Stakeholder Engagement and Information Disclosureを参考に
案文されていると思われるが、ESS10では次の点も示されているため、追加を検討すること。他の箇所で示
している場合は、対応関係を明示すること。
・情報公開の内容
・プロジェクト実施中の協議
・苦情処理メカニズム

FAQで記載します。プロジェクト実施中の協議については、別紙５に「計
画段階の早期から環境社会配慮の実施期間中まで」と記載しており、別紙
５の内容が実施期間中の協議にも求められます。
FAQ文案「世銀ESS10 Stakeholoder Engagement and Information 
Disclosureでは、別紙５の内容に加えて、以下の内容が重要であると示さ
れています。
ガイドラインにおいては次の箇所に記載されていますので、参照してくだ
さい。
・情報公開及びその内容 →2.1 情報の公開、別紙１、別紙２
・苦情処理メカニズム →別紙１」

67 杉田委員 1 序

① 特定用語へのカギ括弧（「」）適用の考え方を確認頂きたい。
政府公式文書上での扱いに関して厳密な取り決めがあれば考慮すべきだが、例えば、次の用語等は、本ガイ
ドラインにおける意図を強調するため、カギ括弧を付す考えもあるのではないか。
 持続可能な開発計画（SDGs）
 人間の安全保障
② 序以降、一般的には同義語と解される環境アセスメント、環境影響評価、EIAの語がそれぞれ独立して使
用されているが、その場合は各々の意味を明確にしてはどうか。

①SDGｓ、人間の安全保障については、政府の開発協力大綱での表記に
準じて、カギ括弧なしで用いています。
②文案全体を通じて修正済み

68 杉田委員 3 1.3 定義
第3項「協力事業」を「JICAが相手国等に対して行う協力」と一般化の上、再定義した理由。後段の1.7対象
とする協力事業の項目にて明記していることが理由であれば、第3項にて、後述する旨註釈等を付すのが分か
り易いのではないか。

文案4ページ修正済み
本項で「協力事業」を定義し、1.7で様々ある協力事業のうちGLの対象と
するものを定義したのが趣旨です。

69 杉田委員 9
2.5‐2 社会環境と人権へ
の配慮

 「女性、先住民族、障害者、高齢者、難民・国内避難民、マイノリティ」を社会的に弱い立場にあるものと
して記述されているが、「こども」、「貧困層」等の言葉も入れ、別紙1社会的合意の箇所で記載されている
社会的弱者に関する記述と統一すべきではないか。

文案9ページ修正済み

70 杉田委員 20 別紙1社会的合意 第2項にて使用される「こども」の表記意味。「子ども」でも「子供」でもない意図。 文案21ページ修正済み

71 日比委員 5 序：気候変動 5.

• 「近年、気候変動が一因と考えられる異常気象が世界各地で発生して」いることは事実と考えるが、「世界
全体で気候変動対策をすすめることが喫緊の課題となっている」のは、「近年の異常気象発生」だけでな
く、気候変動がもたらす広範な環境・社会への影響、そして持続可能な開発の定義でもある「将来世代の
ニーズを満たす」ために、に対策が進められているのではないか
【修正提案】
「とりわけ、近年、世界各地で発生する異常気象をはじめとする気候変動による自然及び人間システムに対
する影響はすでに観察されており、持続可能な社会に向けて気候変動対策をすすめることが喫緊の課題と
なっている。」

文案1ページをご覧ください。

72 日比委員 5 序：気候変動 5.

• パリ協定では、2および１.5℃への言及はもちろんされているが、そのために今世紀中の脱炭素（カーボン
ニュートラル）の実現が必要としており、より行動に注目した場合には、こちらの目標が重要になるのでは
ないか
【修正提案】
「（前略）1.5°C高い水準までのものに制限するべく、脱炭素社会への移行するための努力を行っている
（後略）」

文案1ページ修正済み
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73 日比委員 2
1.1理念：質高インフラ 
4.

• いわゆる「インフラ新戦略」にも言及すべし
【修正提案】
（段落4.で言及のこと）

方針案【10】のとおり

74 日比委員 3
1.1理念：取り組む理由 
5.

• 「環境・社会面の さまざまな費用が開発費用に内部化され、それが意思決定に反映されること」を追記し
たことは評価されるが、 具体的に「意思決定に反映される制度や枠組み」が、本見直しで反映されているか
（特に環境面。社会面の費用の内部化については、小生は知見を持たないので）は疑問。もし、具体的に上
記が反映された修正箇所があれば教示されたし

GL2.8に従来からJICAの意思決定が示されています。

75 日比委員 5 1.4基本方針

• ミティゲーション・ヒエラルキーの記述では、明確に「ヒエラルキー」が分かるように記述すべき（そこが
最も重要なポイントと考える）
【修正提案】
「（前略）可能な限り環境社会影響を回避し、これが可能でない場合に限り影響の最小化、軽減・緩和、代
償の順に環境社会配慮が検討されること（後略）」

59番の対応をご覧ください。

76 日比委員 6 1.9普及
• GLの「普及」の目的として、「相手国に説明し、理解を求める」だけで十分か。あるいは、本文と合わせ
て「相手国への説明」などとしてはどうか

GLは相手国等に「理解」を求めるものと考えます。見出しもこのままに
し、広く普及に努めたいと考えます。

77 日比委員 13 3.2

• 石炭火力の議論において、両国政府の政策との整合性（たとえば、石炭火力にかかるインフラ新戦略）につ
いては、事業の前段階で確認のプロセスが別途あるとのこと）だったが、特にJICAが協力準備調査を行わな
い場合の環境レビュー（3.2.1）については、（インフラ新戦略を含む）より上位の政策や方針等との整合を
確認する必要があると考える
【修正提案】（3.2.1の2などに左記について追記）

方針案【13】のとおり。

78 日比委員 19
別紙１基本的事項 1. お
よび 同対策の検討1.

• ミティゲーションヒエラルキーを指す用語が使われているが、その原則を明確とする記述になっていないの
で修正
【修正提案】
「（前略）環境や社会への影響について（中略）これをミティゲーション・ヒエラルキーに則り、可能な限
り環境社会影響を回避し、それが可能でない場合に限り、順に影響を最小化、軽減・緩和、代償するような
代替案や緩和策を検討し（後略）」

文案19、20ページ修正済み

79 日比委員 19 別紙1 対策の検討1.

• ミティゲーションヒエラルキーを指す用語が使われているが、その原則を明確とする記述になっていないの
で修正
【修正提案】
「プロジェクトによる望ましくない影響をミティゲーション・ヒエラルキーに則り、回避し、最小限に抑
え、環境社会配慮上よりよい案を選択する（中略）まず、影響の回避の優先的に検討を優先し、これが可能
でない場合には順に影響の最小化、・軽減・緩和措置を検討することとする。」

文案19、20ページ修正済み
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80 日比委員 19 別紙1 対策の検討1.

·  「代償措置」については、ミティゲーション・ヒエラルキーに則り、限定的に検討すべきなのはそうだ
が、一方で「代償植林」など相手国政府の法制度上義務付けられているものもあることに留意。なお、「い
わゆる“代償植林“は、生物多様性オフセット、GHGの排出量オフセットに必ずしも寄与するものではないこ
とにも留意が必要。これらをFAQで言及か
【修正提案】
（記述するかどうかは判断委ねます）

相手国の法制度で義務付けられる代償植林のような対策は、相手国の法制
度に則って行われます。

81 日比委員 19 別紙１基本的事項 2

• 「環境社会関連の費用・便益のできるだけ定量的な評価」については、現行GLにも明記されていながら、
十分取り組まれてきたとは言えず、これを促進するための追記をした上で、FAQにおいてより具体的な対処
方針を示すべき
【修正提案】
「（前略）調査時点での最も適切な手法を用いて環境社会関連の費用・便益のできるだけ定量的な評価に務
める（後略）」

方針案【31】のとおり。

82 日比委員 19
別紙1 検討する影響ス
コープ1.

• 現行GLでは「生態系サービス」への言及がないが、これまでの包括的検討、諮問委員会においてもその重
要性が指摘されてきたところであり、言及すべき
【修正提案】
「（前略）検討すべき影響の範囲には、（中略）水利用をはじめとるする生態系サービス便益、（後略）」

文案20ページ修正済み

83 日比委員 20
別紙1 法令、基準、計画
等との整合性 1.

• FAQにおいて、NDCとの整合について明記する 方針案【13】のとおり。

84 日比委員 20
別紙1 法令、基準、計画
等との整合性 2.

• この条項（保護区に関する規定）については、GL改定作業においても、また実際の事業での検討に当たっ
ても、議論が多い条項であり、FAQだけでなく本文においても、より明確な表現をする。特に「原則」と
「ただし」の関係性が不明瞭（日本語として理解するが、原則の外として「ただし書き」があると読むのが
自然と考えるが、FAQでは別途「例外条件」が書かれている
• FAQを本文中の「ただし書き」に追加して記述することを維持するならば（内容については、地球環境等の
最新状況を鑑みた検討が必要であり、現行を維持することには同意しない）、本文にてその点を明記すべき
• なお、本指摘点に限らず、FAQそのものの存在および位置づけについて、本文中で記述すべき
【修正提案】
「プロジェクトは、原則として、政府が法令等により自然保護や文化遺産保護のために特に指定した地域の
外で実施されねばならない(ただし、プロジェクトが、当該指定地区 の保護の増進や回復を主たる目的とする
場合を除き、原則として、当該地区の外で実施されねばならない。はこの限りで ない)。また、このような指
定地域に重大な影響を及ぼすものであってはならない。 ただし、FAQにて示す条件を全て満たす場合にのみ
事業の実施が許容される場合もある。」

文案20ページ修正済み。FAQについては1.9普及と運用で言及します。

85 日比委員 20 別紙1 気候変動

• GHGの排出量推計と公表に加えて、事業段階前までの（上位計画や両国政策等との整合やマスタープラン
段階における技術選択など）気候変動対策についても調査し、明記すべし
【修正提案】
「2. 上位計画や両国の政策等との整合、マスタープラン段階での技術選択など、事業の前段階での気候変動
対策について、調査・確認すること

方針案【13】のとおり。

86 日比委員 20 別紙1 生物多様性 • 生物多様性の定義については、この条項に含めるとの理解でよいか
方針案【43】のとおりFAQに含めます。「環境社会配慮ガイドライン
（GL)改定に向けたJICA方針（案）」にFAQ文案を示しています。
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87 日比委員 20 別紙1 生物多様性

• これまでの諮問委員会でも意見してきたが、地球の生物多様性の状況が悪化していることが科学的、国際的
に報告、認識されている中で、GL改定においてその状況への対応（すなわち配慮の強化）をすべきであり、
ここで明確に強化を記述する
【修正提案】
（具体的内容については、FAQの内容の見直し含めて今後の検討を求める。特に、指標や調査・評価手法な
ど、最新の国際的な知見が適用されるように記述すべき）

今回の改定では、ミティゲーション・ヒエラルキーの重要性を基本方針に
追記するとともに、代償の一環として生物多様性オフセットの試行的な実
施を目指すとしています。また、世銀の導入した生息地の3区分は、世銀
の運用事例を引き続き確認し、今後の継続検討の課題としています。重要
な自然生息地については、従来から世銀等が対象としていないIUCNレッ
ドリストのVU・NT種にとっても重要な生息地を対象としています。

88 日比委員 20 別紙1 生物多様性 2．

• 「森林の違法伐採は回避しなければならない」については、むしろ「法令、基準、計画等との整合性」で明
記すべきことではないか（もちろん森林の保全は生物多様性の保全に寄与するものだが、「違法」伐採云々
は、それ以前の法令遵守の問題である（保護区に関する規定と同様の構造、扱いとすべきでは）
【修正提案】
（適切な記述箇所、内容の検討を求めます）

別紙１法令、基準、計画等との整合性で森林の違法伐採の禁止は既に担保
されていると考えられます。別紙１生物多様性の２．は重複しますが、特
に削除すべきとのご意見がなければ記載を維持します。

89 日比委員 20 別紙1 生物多様性 2．

• 「森林認証の取得が奨励される」とあるが、これまでどのような事業において認証が取得されたのか？もし
可能であれば、現状を検証した上で、もし生物多様性保全に向けて十分機能していなければ、より具体的な
記述等を検討すべき
• なお、認証については、森林以外にも持続可能な農業・水産業・鉱業、フェアトレードなどがあげられる
が、サプライチェーンでの配慮の一環として記述してはどうか（サプライチェーン（原料調達）について
は、諮問委員会でも意見があったが、十分な議論がなされていないように感じます）
【修正提案】
（森林認証の種類含めて、適切な記述箇所（含むFAQ）内容の検討を求めます）

別紙１の記載に沿い、実際に個別案件で森林認証の取得を積極的に進めて
いるものがあります。具体的な内容は運用面で確認して参ります。

90 日比委員 24
別紙3 一般に影響を及ぼ
しやすいセクター 1.

• 石炭火力事業にかかる議論において、改定において石炭火力に言及しないJICA方針の理由として「特定セク
ターに言及することはGLにそぐわない」とあったが、小生からは、本項において現行GLですでに特定セク
ターに言及していると指摘したが、その点については回答がなかったと記憶している
• わが国のインフラ新戦略において、特定セクターでありながら明確に位置づけられていることに鑑み、本項
において、「一般に影響を及ぼしやすいセクター」として例示すること
【修正提案】
「（4）火力発電（特に石炭火力。また地熱を含む）」

方針案【9】、【10】のとおり。

91 日比委員 24
別紙3 一般に影響を及ぼ
しやすいセクター 1.

• 農業を含む土地利用転換は、GHG排出源として総排出の４分の１を締めており、特にJICAクライアント国
においてはその割合が高い傾向にあるため、影響を及ぼしやすいセクターおよび特性に追記
【修正提案】
「1.（13）農業（大規模な開墾、灌漑を伴うもの。GHGの排出源としても留意）」
「2.（3）大規模な埋め立て、土地造成、開墾、生態系・生息地の土地利用転換など」

別紙３ １．（13）については、農業セクターにのみ留意点が付される
のは違和感があります。また、日本の環境影響評価法でもこのような記載
はないと理解しています。このため、現行の記載を維持します。
２．（３）については、影響を受けやすい地域の例示の方で、生態学的に
重要な生息地が含まれていることから、そちらで十分と考えます。

92 日比委員 24 別紙6 チェック項目
• 用語統一もあり、3.自然環境・保護区に「生物多様性」を追記
【修正提案】
「生態系・生物多様性」

27ページ修正済み
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93 日比委員 26 別紙7 モニタリング項目

• 用語統一もあり、3.自然環境・保護区に「生物多様性」を追記。また、モニタリング（影響調査も）は、貴
重種だけに限らない
【修正提案】
「・生態系：貴重種に、や生物種など生物多様性対する影響、対策等」

28ページ修正済み

94 杉本委員 1 序

GLの表記についてコメント。
パラ７．において、JICAとしても重要となる「インフラ戦略２０２５」の記載について言及し、「相手国の
ニーズを深く理解した上で、温室効果ガス削減に資するあらゆる選択肢の提案を行い、脱炭素社会への移行
に貢献する。」等の記載を提案したい。

方針案【10】のとおり

95 杉本委員 1.1理念

回答【１２】「個別案件について脱炭素社会への移行との整合性の確認をGLに記載することは、GLの趣旨に
馴染まない」件について
 多くの国がパリ協定に基づき各国の気候変動の目標を定めるNDCｓをもつと共に、同じくパリ協定に基づ
き、長期低炭素開発戦略を策定し、長期の自国の気候変動分野の計画又は戦略を保持している。
 GL２．６の２．の通り、相手国の環境に関する政策や計画に沿ったことであることが求められるため、
NDCｓ長期戦略との整合性を確認することはGLに求められている事項ではないか。少なくとも、これらの計
画等と著しく異なることがないことを確認する必要があるのではないか。他の分野の解釈にも影響を及ぼし
かねないため、説明をお願いしたい。
 また、スコープ２，３については、GL２．３の２．のプロジェクトの直接的、即時的な影響のみならず、
合理的と考えられる範囲内で、派生的・二次的な影響、不可分一体の事業の影響も含む、観点からすれば、
スコープ２，３についても対象の範囲内ではあることを確認いただきたい。その上で、合理的な範囲で現時
点で行えるモノを行うという理解を確認したい。

・NDCは環境に関係する政策でありますが、NDCに照らした個別プロ
ジェクトの位置づけ、支援の意義は日本政府、JICAで確認されるもので
す。既に別の枠組みで確認されているものについては、効率性・迅速性の
観点にたって、GLに基づく確認対象として重複して確認することは必ず
しも求められないものと考えます。これまで議論されている構造物の安全
性の議論、労働安全の議論と同様に整理されるべきものとしてJICAとして
は捉えています。
・GHG推計のスコープについては、国際的に各機関が推計する対象ス
コープが異なっていることが示している通り、従来の環境社会配慮項目と
は違う考え方でとらえているのではないかと考えます。派生的・二次的な
影響・不可分一体の事業についてJICAと同様の考え方をしている世銀にお
いてもスコープ１を推計対象としています。よって、GHGの推計につい
ては、国際的な潮流と現実を踏まえつつ対象スコープを検討していきたい
と考えます。

96 杉本委員 1.2理念

回答【１３】理由 「個別事業の上位の政策との整合性は別途日本政府、JICA で確認されているとの前提の
下、GL は個別事業の環境社会配慮に関するJICA の責務と手続き、相手国等に求める要件を規定する。」
「NDCｓやその他の気候変動政策は、環境以外の幅広い分野にもまたがる政策であり、日本政府、JICAで確
認される」について
 上記【１２】へのコメントの通り、NDCｓや長期戦略は、広い分野にまたがったとしても、相手国の環境
に関する計画等に該当。このため、個別事業のNDCｓや長期戦略との整合性は、 GL２．６の２．に基づき、
相手国の環境に関する計画等との整合性を確認することとして相手国等に求める要件に該当し、例えば火力
発電所案件が、当該国のGHG排出削減努力に対する影響が無いか確認する必要はあると理解する。
 また、GL３．１の４．にあるマスタープラン調査の場合には、戦略的環境アセスメントが適用され、この
場合、マスタープランとNDCｓ等の整合性を見ることとなる。例えば、NDCｓや長期戦略がある中で、電源
マスタープランなどで火力発電が多く含まれる場合などは、当該国のGHG排出削減努力に対する影響を確認
する必要はあると理解する。これらのことから、GLの対象となるマスタープランと個別のプロジェクトにお
いて、NDCｓの整合性を確認することはGLの範囲内と考える。
 仮に整合性を日本政府、JICAで確認するとしても、GLに基づく環境社会配慮に関する情報の中で引用され
るべきではないか。

・マスタープラン策定支援の場合、GLに要件として定めるよりも、例え
ば電力セクターのマスタープランであれば、当該計画そのものの検討の一
環としてNDCとの整合性が確認されます。ただし、電力セクターのマス
タープランの事例を用いて、マスタープラン策定支援全体に一般化して
GLの要件とすることは妥当ではないと考えます。
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環境社会配慮ガイドライン（GL）改定に向けた JICA方針（案）① 

2021年 5月 11日 

第 8 回諮問委員会以降に JICA方針（案）の更新を行っています。更新箇所は下線で示しています。 

 

テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

全体   1. 個別案件で実務を担うコンサルタントの立場として、迅速かつ質の

高い ODA 実施の一翼を担う事を認識し、新ガイドラインに示され

た内容について丁寧な調査、分析、十分な協議を行った上での現地

ステークホルダーとの合意形成等の重要性を認識。一方、拡大・多

様化する項目について定められたコストと最小限の人員並びに厳

しいスケジュールの中で速やかに実施する事も課題と認識。（黒木

委員） 

2. 本 GL も各省庁と足並みを揃えて、脱炭素移行との整合性が取れる

よう位置づけることが求められる。（杉本委員） 

3. 包括的な検討プロセスの助言のうち改定の方向がまとまっている

事項については、原則として改定内容に反映するとともに、反映し

ない場合にはその理由と代替となる対応について明確に示すこと。

（村山委員） 

4. 協調融資案件におけるコモンアプローチの導入も考えられること

から、今回の改定で可能な限り他の国際協力機関のセーフガードポ

リシーと整合性を図ることが望ましい。一方で、環境社会配慮の実

施体制の違いも考慮して、実現可能性も考慮した内容とすべき。（村

山委員） 

5. 次の改定までの 10 年間を見据えた内容とし、短期間に内容の変更

が求められないよう基本原則を主に扱うべき。（村山委員） 

6. 今後 10 年間に生じうる変化に柔軟に対応できる自由度を確保する

ことも肝要。（村山委員） 

7. 下記視点をバランス良く確保する環境社会ガイドライン改定案を

議論させて頂き度いと考えます。 

1) JICA 各協力事業に参画する環境社会配慮ガイドラインのユーザ

ーとして、迅速性を失わず、活用利便性を維持し、開発効果を最大

化すること。 

2) JICA 各協力事業の実施に際し、相手国に適切な環境社会配慮を

促すこと。 

3) JICA 各協力事業の実施に際し、JICAによる環境社会配慮支援・

左記の「全体」に関するご意見は、各論点に関す

る JICA 方針（案）の検討にあたり、参考にさせ

ていただく。 

なお、GL 改定の基本的な方針としては、（１）

GL は改定後 10 年間の運用を想定し基本原則を

主に扱う、（２）運用面で GL を補完し、必要に

応じて説明を加える場合は FAQ に記載する、

（３）その他運用で勘案する事項は内部用資料

等で取り扱うことといたしたい。 

また、改定にあたっては、環境社会配慮を行いつ

つ、事業実施に向けた迅速化の要請にも対処す

ることを念頭にバランスの取れた内容とするこ

とを目指したい。 

【1】 FAQ の位置づけは、GL 利用者が質問・

疑問に思うであろう点に答えるために作

成された、「よくある質問」であり、GL

が環境社会配慮の原則・基本手続きを示

すのに対し、FAQは GL 上の記載の説明

や GL の解釈を示す解説書である。以上

を踏まえ、GL1.9 普及と運用に「環境社

会配慮面における国際的な潮流やグッド

プラクティスを踏まえた本ガイドライン

を解説する「よくある質問」（FAQ）を公

表し、運用面で参照する」と記載する。

FAQの冒頭に示す。【FAQ】 

また、FAQに次のように記載する。「（問）

FAQの位置づけはどういうものですか。 

（回答）FAQは、環境社会配慮GL に関

して、利用者の皆さまが質問・疑問に思

われるであろう点に答えるために作成さ
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テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

確認の適切な実施を確保すること。（持田委員） 

8. FAQ は GL の具体的な実施指針となっているため、FAQ の位置づ

けや策定プロセス等を GL の中で明記すること。また、現行の FAQ

の内容を精査し、名称を含めて検討すること。（村山委員） 

9. JICA 方針（案）に記載されている内容の扱い：内容として、主とし

て次の内容が含まれているように思われる。 

１）GL に含めるべき内容 

２）現行 FAQに類するカテゴリーに含めるべき内容 

３）上記２項目に含まれないが、JICAとして対応する内容 

今後、方針案を上記のようなカテゴリーを参考に整理していただく

ことをご検討いただきたい。（村山委員） 

10. 現行 FAQ の扱い：内容として、次のような側面が含まれるように

思われる。 

・GL の実施細則的な側面 

・上記の実施細則とは異なるが、JICA が GL 以外で行なっている

環境社会配慮の解説という側面 

改定委員会の議論を通じて現行 FAQ の位置づけや名称を検討し、

GL の中でも FAQ に類する文書の存在を明記していただきたい。

（村山委員） 

11. 他の JICAの規定との関係の整理と明示・公開 

・これまでの議論の中で、環境社会配慮ガイドラインの中で書き込

める事項と、別文書に基づき扱うべき事項があることが明らかにな

っています。そのような文書には 2 つのタイプがあります。 

① JICA が環境社会配慮とは別の目的で定める構造・安全基準等の

文書。安全性の議論等は、それらの文書の中で規定され、審査され

るため、環境社会配慮ガイドラインでは特に書き込まれることはな

い。 

② 環境社会配慮ガイドラインには書ききれないような細部にわた

る事項を規定する文書。現時点では FAQ がそれに該当するが、別

途ガイドラインを受けた規程、細則等の作成も考えられる。 

・これまで議論された事項を、上記の様々な文書の中でどう位置付

けるかをまず明確にしてから議論を進めていただきたい。（鈴木委

員） 

れた「よくある質問」です。また、GL が

環境社会配慮の原則を示すのに対し、

FAQはGL上の記載の説明や解釈を示す

解説書です。GL 本文が分かりづらい場

合には、こちらも併せて読んでいただけ

れば幸いです」 

FAQ の見直しは、GL2.10 ガイドライン

の適用と見直しに沿って、GL の運用実

態について確認を行い 5年以内に運用面

の見直しを行うため、その際に見直すこ

とが考えられる。それ以外でも GL の運

用に伴い必要があれば随時見直し改善を

図る。 

なお、本方針（案）において対応内容について

【GL】・【FAQ】・【別枠組】として整理。 

 

①理念、 1.1 開発協力大綱、質の高 （助言１）ガイドライン「序」にSDGs、 12. 質の高いインフラ投資の推進に関しては「質の高いインフラ投資に 【2】 GL「序」において、SDGs、パリ協定に
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テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

気候変動 いインフラ投資の促進等

の政府方針への対応 

1.2 持続可能な開発目標

（SDGs）、パリ協定といっ

た国際潮流への対応 

パリ協定にといった国際潮流を大き

な枠組みを示し、「理念」に開発協力大

綱で謳われる大きな方針を位置付け

ることが適当。大綱に示される「質の

高い成長とそれを通じた貧困削減」が

重点課題としてあり、質の高い成長は

環境との調和への配慮等を含めると

いう理念の柱を明確にした上で、重要

な基本的な考え方について指針と方

策をガイドラインに位置づけること

が適当 

関する G20 原則」（2019）原則５インフラ投資への社会配慮の統合 

への言及が重要。（織田委員） 

13. 国際潮流を踏まえ、質の高い成長の重要なファクターとして、環境

との調和、経済社会の持続的成長、地球温暖化対策を含め、それら

を前提とするのが妥当。（杉田委員） 

14. いずれかの時点で Appraisal システムの見直しが行われることが望

ましい。その際、特に以下の点が重要。① 世界的な潮流に沿ったも

のであり、かつ、緩和対策として優れた日本の GHG 等削減技術の

JICA プロジェクトへの積極的な活用を推奨することを明示するこ

と。② 将来の気候変動の影響増大に備えた自然災害等のリスクを

考慮し、Appraisalに際しての構造基準等の見直しを図ること。（鈴

木委員） 

15. JICA として SDGs17 ゴール中、特に 10 ゴールについて「中⼼的

役割を⽰す」との⽅向性が⽰されているが、再考すべき。（日比委員） 

16. 「持続可能な開発」の原点、すなわち将来世代への貢献に⽴ち返る

べき。（日比委員） 

17. 援助機関としてホスト国側の事情・潮流（特に NDC）の考慮にも触

れるべき。（日比委員） 

18. ポスト/ウィズ・コロナ時代への対応、特にグリーン・リカバリーの

考え⽅に⾔及すべき。（日比委員） 

19. 助言 1 から 4 に関連して、SDGsやパリ協定、開発協力大綱、ミテ

ィゲーション・ヒエラルキーについては基本的な考え方であり当面

大きな変更はないと思われることから、ガイドラインの本文で触れ

ることが求められる。（村山委員） 

20. 助言 1～4：助言に異論ありません。（持田委員） 

21. 「パリ協定」自体は、国際潮流そのものというよりも、潮流を形作

っている枠組であり、現時点で気候変動に係る国際潮流は、120 カ

国以上がカーボンニュートラルに既にコミットしていること、多数

の国が NDCの野心引き上げを報告していること、1.5℃目標への引

き上げの必要性などではないか。これらについても言及すべき。（日

比委員） 

22. 「理念」においては、「インフラ海外展開に関する戦略の骨子（以下、

インフラ新戦略）」や菅首相による「カーボンニュートラル宣言」な

ど、気候変動に係るわが国の直近の政策や方針を位置づけるべきで

基づく脱炭素社会構築に向けた国際社会

の取組について言及する。現行 GL の

「序」に示される持続可能な開発の促進

は維持する。【GL】（1 頁） 

【3】 GL1.1「理念」において、「序」で言及し

た国際潮流に触れつつ、開発協力大綱に

示される「質の高い成長とそれを通じた

貧困削減」に触れ、質の高い成長の重要

なファクターとして、環境との調和、経

済社会の持続的成長、地球温暖化対策を

含める。さらに、質の高いインフラ投資

の推進に関して、インフラ投資への環境

配慮・社会配慮の統合に言及する。【GL】

（2 頁） 

【4】 ミティゲーション・ヒエラルキーの考え

方を GL1.4 基本方針に記載する。【GL】

（5 頁） 

 

（理由、考え方） 

 「序」・「理念」を通して、国際潮流を踏まえ

た日本政府方針に沿って適切な環境社会配

慮を行うことを明確にする。 

 なお、個別事業の上位の政策との整合性は

別途日本政府、JICAで確認されているとの

前提の下、GL は個別事業の環境社会配慮に

関する JICAの責務と手続き、相手国等に求

める要件を規定するもの。 

 JICA の審査は、事前評価表に示されるとお

り多面的な検討がなされるもの。このうち、

環境社会配慮ガイドラインは、審査プロセ

スの一つである環境社会配慮審査で活用さ

れるものであり、本環境社会配慮 GL の改定

において、審査プロセスの見直しを行うこ

とは想定していない。 
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テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

ある。特に「質の高いインフラ」について言及するのであれば、イ

ンフラ新戦略、中でも環境・社会配慮に密接に関わる「気候変動の

軽減に向けた脱炭素への移行促進」「こうした国々のエネルギー政

策や気候変動政策に深くエンゲージし」「脱炭素移行政策誘導型イ

ンフラ輸出支援」、そして「石炭火力発電プロジェクトについては、

（中略）支援を行わないことを原則とする」ことなどへの言及は不

可欠。（日比委員） 

 次の改定までの 10 年間を見据えた内容と

し、短期間に内容の変更が求められないよ

う基本原則を主に扱う。 

（助言２）開発協力大綱で言及された

女性や社会的に脆弱な立場にある地

域住民等の開発への参画の確保を理

念に言及すべき 

23. JICA ガイドライン 1.4 基本方針（重要事項）に、新しい項目とし

て「ジェンダー平等と女性と女児のエンパワーメントを進める」を

加えるよう提案する。そこには「女性の参画の促進、能力と強化、

ジェンダーに基づく社会的脆弱性、特に女性のニーズへの配慮と保

護、女性と女児に対する暴力防止、女性の権利を含む人権の尊重に

取り組む」などを含める。（織田委員） 

24. 人権基準、人権尊重条件の点は改定ガイドラインにおいても引き続

き明記されるべき。（織田委員） 

【5】 GL1.1「理念」に開発協力大綱で謳われる

大きな方針を反映する。その際は、助言

2 の女性や社会的弱者を含む多様な関係

者の参画を重視することを記載する。ま

た、「ジェンダー平等」を理念に追記する。

【GL】（2、3 頁） 

【6】 また、GL では 2.5 にあるとおり引き続

き、国際人権規約を始めとする国際的に

確立した人権基準の尊重を維持する。【対

応済（GL）】 

（理由、考え方） 

 開発協力大綱に沿った視点を「理念」に反映

する。なお、GL の位置付けは 1.4 基本方針

にあるとおり、「相手国等の開発目的に資す

るプロジェクトが、環境や地域社会に受け

入れることができないような影響をもたら

すことがないよう、相手国等による適切な

環境社会配慮の確保の支援と確認を行う」

ためのもの。 

 ジェンダー平等と女性のエンパワーメント

の推進は、JICAの優先課題の一つであり、

全事業のあらゆる段階で「ジェンダー主流

化」を推進することをもって、その実現を目

指している。一方で、環境社会配慮 GL では

個別事業におけるジェンダー平等に関する

負の影響を排除するよう対応している。 

（助言３）ミティゲーション・ヒエラ 25. 気候変動緩和対策に係る評価は、ミティゲーション・ヒエラルキー 【7】 ミティゲーション・ヒエラルキーの考え
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テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

ルキー（回避＞最小化＞緩和＞代償）

の考え方に基づき、大規模な環境社会

リスクは可能な限り回避すべきであ

るが、これを避けられない場合は最小

化、緩和、オフセットすべき。中～小

レベルの環境社会リスクに対しては

最小化（低減）の取組を適切とする考

え方がある。 

の考え方に基づき、排出量に対して行われるべき。（鈴木委員） 方を GL1.4 基本方針に記載する。【GL】

（5 頁） 

（理由、考え方） 

 GHG排出量に対する考え方は、論点 1.3 助

言６の項目のとおり 

（助言４）以下を「理念」に記載すべ

き 

（１）良好な自然環境を次世代さらに

その次の世代に引き継ぐ視点、（２）仙

台防災枠組・レジリエンスの視点 

26. 具体的に個別プロジェクトでどのような因果関係があり、何を活動

し、アウトプットとするかイメージできないのでご教示頂きたい。

この防災を環境社会配慮で取り扱う場合、従来の環境社会配慮専門

家では対応できないため別途防災の専門家等の配置が必要。（黒木

委員） 

【8】 GL 冒頭「序」の SDGs、持続可能な開発

及び気候変動対策の記載に包含する。

【GL】（1頁） 

具体的に個別プロジェクトでの環境社会

配慮における関係性が明確でないため、

助言４の（１）（２）に具体的に言及する

ことはしない。 

（助言５）JICAとしての石炭火力発電

への支援に掛かる考え方をガイドラ

インに明記すべきとの意見と、今後長

期に運用される JICA ガイドラインの

理念として、特定のセクターについて

言及するのはバランスを欠くとの意

見があった。 

27. JICA におけるプロジェクトにおいても脱炭素移行に向けて選択肢

を示していること及び脱炭素移行に向けて逆行していないか等の

検討が必要と考えられ、そのような検討の必要性について GLにも

記載される必要がある。さらに、石炭火力に関する詳細な記載等を

検討されたい。（杉本委員） 

28. 本GLも各省庁と足並みを揃えて、脱炭素移行との整合性が取れる

よう位置づけることが求められる。（杉本委員） 

29. 「インフラ海外展開に関する新戦略の骨子」との整合を取り、かつ

JICA のセーフガードとして骨子内容をオペレーショナライズする

内容を含めるべき。ホスト国の「脱炭素化を誘導」する上での、具

体的なクライテリアやチェック項目等を含めるべき。（日比委員） 

30. 石炭火力発電というセクターを最初から否定するものではなく、個

別案件ごとに是々非々で検討されては如何でしょうか。（三宅委員） 

31. 今後長期に運用される JICA GL の理念として、特定の一セクター

に言及するのはバランスを欠いていると考えます。（持田委員） 

32. 現行GLでは「影響を与えやすいセクター」として特定セクターが

明示されており、GL が特定セクターについて言及するものではな

い、との方針案と矛盾（日比委員） 

33. インフラ新戦略においても「原則支援しない」との方針を掲げてい

【9】 石炭火力発電への支援に係る考え方は

GL に記載しない。【別枠組】 

【10】 気候変動対策については、GL 冒頭「序」

に脱炭素社会構築に向けた国際社会の取

組を記載し、「理念」に日本政府方針に沿

って脱炭素移行へ貢献することを記載す

る。【GL】（1、3 頁） 

 

（理由、考え方） 

 脱炭素社会構築に向けた国際社会の取組を

踏まえ、日本政府方針に沿った対応を行う

ことを「序」・「理念」で言及する。 

 GL は特定セクターへの支援を言及するも

のではない。日本政府方針含めた上位の政

策と個別事業の整合性は別途日本政府、

JICAで確認されているとの前提の下、GLは

個別事業の環境社会配慮に関する JICA の

責務と手続き、相手国等に求める要件を規

定するもの。 
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テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

る以上、環境・社会配慮上の極めて特異、かつ影響の大きい石炭火

力についてGLにおいてその対応方針について言及することは、GL

の目的に十分適っており、逆に GLの範疇に含めないことは、改定

GL に大きな不足をもたらすと考えられる。改定 GL において、石

炭火力について言及しないという方針は、受け入れがたい（特定セ

クターに言及するのはバランスを欠くとの意見もあるが、より優先

すべきはバランスではなく、環境社会配慮上の効果と考える）。（日

比委員） 

1.3 事業による温室効果ガ

ス（GHG）排出量の推計 

（助言６）気候変動への負の影響を適

切に把握・対応するために、一定以上

の排出量が想定される個別事業の

GHG 総排出量の推計が求められる。

サプライチェーンにおける GHG 排出

量の推計を含めることは重要である

が、すべての事業で推計することは技

術的・労力的に困難を伴うことが予想

され、今後の中長期の課題であると認

識する。 

34. JICA は、別紙 1 で「気候変動」の項目を新たに設け、「スコープ 1 

及び 2 で一定以上の温室効果ガス（GHG）を排出するプロジェク

トにおいて、想定 GHG 排出量が算出・公開されていなければなら

ない」ことを要件とするべき。（木口委員／田辺委員（NGO3 団体意

見書を委員としても提言）） 

35. ライフサイクル（イニシャル部分含む）GHGsの排出量を予測する

のであれば、必ずしもプラスとなる可能性はないことも考慮する必

要がある。JICA調査報告書、EIAで明確にしたいのが排出量、削減

量、または双方なのかを諮問委員会で議論の上、GL・FAQ、案件の

指示書等で明確にすべき。推計の範囲や条件により、その精度も労

力も大きく変わるため、精度の目安となるコンサルタントの作業日

数についても配慮すべき。推計対象セクターと推計方法について

FAQ 等での具体的説明を示していただきたい。有意の CO2 発生源

については、JICA GL でもどこかで線引きの明示が必要。（黒木委

員） 

36. 排出削減効果ではなく、そもそもの事業の排出量としてのインパク

トとそれを回避するための対策及び削減効果を測る必要がある。ま

た、スコープについても、インフラの電力消費他のエネルギー需要

は大きく GHG 排出に当たってインパクトがあるため、スコープ１

に加えて、２の排出量を対象とする必要がある。一部のスコープ３

の項目について（例えば、高速道路とそこから生じる交通から排出

される GHGなど）も、当該プロジェクトのインパクトを鑑みると、

影響が大きいプロジェクトにおいては可能な範囲での推計が必要。

NDCsとの整合性のみならず、各プロジェクトにおいて中長期的な

脱炭素移行に向けて整合的であるか否かの確認もプロジェクト形

成に当たっては重要な要素として GL に位置付けることについて検

【11】 一定量以上の温室効果ガス（GHG）の排出

が見込まれるプロジェクトにおいて、事業

開始前に年間の想定 GHG 排出量を推計し

公開する。【GL】（20頁） 

またスコープ及び閾値については、FAQ

においてスコープ１・年間 25,000 CO2

換算トンとする。【FAQ】 

推計対象の温室効果ガスは、7 ガスのう

ち、ODA 事業で対象とするセクターに鑑

み、二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、

亜酸化窒素（N2O）の主要 3 ガスとする

ことが現実的と考える。【FAQ】 

以上を踏まえ、FAQ に次のように記載す

る。「（問）GHG排出量推計・公表の対象と

なる「一定量以上の排出量」とはどのよう

な水準を指しますか？また、対象スコー

プ、対象ガスは何ですか。 

（回答）スコープ１（プロジェクトから直

接排出される GHG）を対象に、年間

25,000CO２換算トン以上の GHG 排出が

見込まれるプロジェクトについて、事業開

始前に GHG 排出量を推計し、公表を行い

ます。推計・公表にあたっては、協力が想

定されるセクターの特性を踏まえて、二酸

化炭素（CO2）、メタン（CH4）、亜酸化窒

素（N2O）の 3種類の GHGガスを対象と

しています。」 
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テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

討されたい。（杉本委員） 

37. スコープ 1 については、少なくともすべてのカテゴリーAプロジェ

クトで IPCCガイドラインに沿った排出量推計（現状、将来予測）

が行われていることを確認する必要がある。スコープ 2 について

は、可能な範囲で実施するよう要請するものとすべき。京都議定書

に規定される 7 つのガス・物質だけでなく、大気中の寿命が短い温

室効果ガス（short-lived climate pollutants: SLCPs）であるオゾン

（O3）、ブラックカーボンについても考慮する必要がある。また、

気候変動に正の影響を及ぼす（加速化する）SO2、PM 等について

も、大量の排出が見込まれる場合には考慮することが望ましい。（鈴

木委員） 

38. 農業・⼟地利用セクターの排出シェアも大きいことに鑑み、影響評

価対象とすること。（日比委員） 

39. スコープ１（事業からの直接排出）だけでなく、少なくともスコー

プ２（エネルギー使用を介した排出）、できればスコープ３（原材料

の調達含むサプライチェーン全体からの排出）も評価対象とすべ

き。パリ協定で定める（今世紀後半中のネットゼロ）を目標・タイ

ムフレームをベンチマークとすべき。（日比委員） 

40. 助言に異論ありません。（持田委員） 

41. 排出が見込まれるセクターや事業において、全く排出量の推計が出

来ない例というのは考えにくく、「推計可能な事業と推計方法を記

載」とすることの意義が不明。むしろ、（一定規模を超える総排出量

が見込まれる事業は）「原則として排出量を推計する」とし、その方

法論やデータの選択については、事業毎に選択の余地を許容するこ

ととすべきである。（日比委員） 

42. 昨今の民間セクターにおける排出削減目標設定や排出量推計の潮

流、そしてカーボン・ニュートラルが国際的な目標となっているこ

とを鑑みれば、排出量の推計においては、スコープ１、２のみなら

ず、できる限りスコープ３（サプライチェーン）における推計を求

めることが、脱炭素社会、持続可能な開発に向けては求められる。

技術的、労力的な困難さがある場合には、事業ごとに現実的かつ効

率的な方法論やデータの選択を許容することで対応可能ではない

か。（日比委員） 

43. 「スコープ 1 で一定量以上の GHG の排出が見込まれるプロジェク

【12】 個別案件について「脱炭素社会への移行」

との整合性の確認を GL に記載すること

は、GL の趣旨には馴染まないが、中長期

的な視点に立ち、途上国の脱炭素移行を

支援することは重要と考えており、日本

政府方針に沿って脱炭素移行へ貢献する

ことを GL1.1「理念」に記載する（論点

1.2 参照）。【GL】（3 頁） 

 

【スコープ 1（直接排出量：事業活動から直接排

出される排出量）とする理由】 

●スコープ 3（スコープ 1・2 に含まれないその

他の間接排出量）は技術的に推計が難しい。 

●スコープ 2（間接排出量：電力など事業で消費

するエネルギー）は、途上国において推計に必要

な情報の入手が難しい場合が想定され、案件ご

とに推計の結果にばらつきが出ることが予想さ

れる。また、世銀もスコープ１を対象としてい

る。さらに、スコープ 1 とスコープ 2 の間で重

複が発生する場合がある。 
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テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

トにおいて、事業開始前に年間の想定 GHG 排出量を推計し、公開

する。また閔ｲ直については、FAQ において年間 25,000 Co2 換算

トンとする」との方針に賛成。ただし、閥値については GL 運用期

間中、国際的な潮流等を随時参照し、見直すことを明記すること。

（日比委員） 

44. スコープ 1 だけでなく、スコープ 2、そして可能な限りスコープ 3

についても対象とすべき。（日比委員） 

（助言７）個別事業の環境社会配慮に

おいて、相手国全体や国際社会全体の

排出削減目標への貢献等が検証され

るべきという意見があった。他方、個

別事業における環境社会配慮と国際

社会あるいは国毎の気候変動政策の

議論は区別する必要があるとの意見

があった。 

45. 必要に応じ、各国の約束（nationally determined contributions: 

NDCs）、脱炭素移行に向けた国際的合意と比べて明らかな不整合が

ないか確認する。（鈴木委員） 

46. 事業の気候変動「影響」の評価については、慎重に、かつ厳格にパ

リ協定を始めとする国際潮流（＝「パリ・レジーム」）に沿ったもの

となるよう導入すべき。（日比委員） 

47. 事業毎の気候変動影響（排出量の測定）だけでなく、対象国の排出

削減道筋（含むNDC）への貢献、さらに JICA の事業ポートフォリ

オ全体の排出量、削減貢献量を透明性を持って開示すべき。対象国

のNDC を無条件で受け入れるのではなく、日本としてそれが十分

な内容・水準か、すなわち「インフラ新戦略」で書かれているよう

に「脱炭素化」と整合するかどうかを評価判断することも求められ

る。（日比委員） 

48. GL 見直しは世銀 ESF に準拠する形で進められているが、気候変

動影響の評価については、パリ協定（2015 年末）や 1.5℃特別報告

書(2018 年)のタイミングから、世銀 ESF に十分反映されていない

点に注意。（日比委員） 

49. 気候変動影響については、GHG排出量（climate change mitigation）

の観点だけでなく、適応の視点からの評価も導入すべき。（日比委

員） 

50. 個別事業と国際社会あるいは国毎の気候変動政策の議論は区別す

るべき。（持田委員） 

51. 個別事業と上位政策等の整合は、別の枠組で確認すること自体に異

論はないが、そもそも GL の目的が「JICA が行う環境社会配慮支

援・確認の透明性・予測可能性・アカウンダビリティーを確保する

こと（現行 GL1.2 目的より抜粋）」にあるとすれば、別の枠組での

確認であっても、それを“透明性を持って確認し、公開する”ことは、

【13】 個別事業と国毎の気候変動政策の整合性

は、環境社会配慮 GL とは別の枠組みで

プロジェクト形成の一環として個別事業

ごとに判断する。【対応済（別枠組）】 

 

（理由、考え方） 

 個別事業の上位の政策との整合性は別途日

本政府、JICAで確認されているとの前提の

下、GL は個別事業の環境社会配慮に関する

JICA の責務と手続き、相手国等に求める要

件を規定するもの。 

 NDCやその他の気候変動政策は環境に関係

する政策であるが、その他の幅広い分野に

またがる政策でもあり、前項記載のとおり

同政策に照らした事業の位置づけは日本政

府、JICAで確認されるもの。事業の位置づ

けは事業事前評価表で公表されている。 
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テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

GL の重要な役割ではないか。（日比委員） 

52. 上位政策等との整合については、現行 GL 別紙１において、プロジ

ェクトは「実施地における政府が定めた環境社会配慮の政策、計画

等に沿ったものでなければならない」と明記されている。例えば、

NDCは、実施国政府の環境社会配慮政策であり、GL の枠組内でそ

の整合性を確認することは、現行 GL の求めるところである。よっ

て、気候変動政策に係る上位政策等（のみ）につき、GL の枠外とす

ることの根拠を示されたし。従来の GL からの方針の転換を意図し

ているのか？（日比委員） 

53. 気候変動問題という地球規模影響への対応について対象国の政策

や法律だけを担保すれば良いということにはならない。わが国の気

候変動政策や方針は、JICA事業の気候変動影響を評価・配慮する上

で、相手国の政策・法律との整合性確認と同様に、極めて重要な環

境社会配慮のプロセスであり、現行 GL における上位政策等との整

合の確認に準拠すべきである。（日比委員） 

54. 現行 GL において、上位政策等との整合を図る対象として特記され

ている“保護区“については、個別事業の環境社会配慮プロセスにお

いて、度々、事業の整合性が議論されており、プロジェクト形成の

改善につながっている事実がある。気候変動（GHG排出）の影響緩

和において、上位政策等の持つ意味合いがより大きいとすれば、ま

すます GL においてその整合を確認することで、「JICA が行う環境

社会配慮支援・確認の透明性・予測可能性・アカウンダビリティー

を確保すること」を担保することになるのではないか。（日比委員） 

1.4 技術的・財政的に実現

可能で費用対効果のある

GHG 排出量削減のための

代替案の分析 

（助言８）GHG 排出量削減のための

代替案の分析は、マスタープラン段階

や個別事業形成段階といった段階に

応じて検討の範囲が異なる。個別事業

形成段階では、赤道原則（付属書 A）

にある高炭素セクターの例等を参考

に、同一セクター・同一規模で利用可

能な最良技術（BAT=Best Available 

Technologies）の採用等を勘案しなが

ら行うことが適当。 

55. 事業によって大きく GHG の排出量が異なるケースのみ代替案毎の

GHGs定量化を実施すべき。（黒木委員） 

56. 削減対策（代替案）の検討に際しては、最新の削減技術、特に我が

国の優れた削減技術の積極的な活用を推奨することが望ましい。

（鈴木委員） 

57. 助言 8～9：助言に異論ありません。（持田委員） 

58. 「個別事業掲載段階では、GHG 排出量の大きい事業セクターで、

同一セクター・同一規模で利用可能な最良技術（BAT）の採用等を

勘案し」とあるが、実際に石炭火力発電事業では、再エネとの代替

案比較を行っているケースもあることから、GL にこの文言を入れ

る場合は、ケースバイケースで異なる対応を行う可能性があること

【14】 GHG 排出量削減のための代替案の分析

は、マスタープラン段階の代替案検討で

は GHG 総排出量削減のための代替案の

分析を行う。他方、個別事業形成段階で

は、GHG 排出量の大きい事業セクター

で、同一セクター・同一規模で利用可能

な 最 良 技 術 （ BAT=Best Available 

Technologies）の採用等を勘案しながら

行う。その際には、技術的・財政的・環

境的に実現可能で費用対効果のある代替

案の検討とする。以上を FAQ に記載す
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テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

を明記すること。（木口委員、田辺委員） 

59. 個別事業段階では「同一セクター・同一規模で利用可能な BAT」な

どを勘案とあるが、この場合、「同一セクター」とは何を意味するの

か？例えば、発電事業を考えた場合、その開発目標は、一定規模の

電力供給であるとすれば、その対象となるのは「発電セクター」で

あることから、異なる「発電オプション」を代替案として検討する

ということになるが、これは、マスタープラン段階での代替案検討

とどう違うのか？（日比委員） 

60. 事業形成段階に応じて検討の範囲が異なることは、理に適ってお

り、同意できる。その場合、特にマスタープラン等の「上位政策・

計画」の立案を援助する事業においては、インフラ新戦略を含めて、

やはりわが国の気候変動政策との整合を GL の枠内で図ることは不

可欠ではないか。（日比委員） 

61. 個別事業において、技術的・財政的・環境的に実現可能で費用対効

果ある代替案を検討する場合、排出量のロックイン（事業による

GHG 排出量の長期に渡る固定化）および、カーボンニュートラル

の実現（あるいは対象国の NDC達成）に向けた将来的な排出削減・

吸収コスト（の増加）も加味した費用対効果分析とすること。（日比

委員） 

る。「（問）個別事業の代替案検討で、ど

のように脱炭素社会への移行に貢献する

のですか。（回答）マスタープラン段階に

おいては、代替案検討の一環としてGHG

総排出量削減のための代替案の分析を行

います。また、個別事業形成段階では、

GHG排出量の大きい事業セクター（例え

ば赤道原則（付属書 A）にある高炭素セ

クターを参考に発電事業や大規模畜産

業）において、同一セクター・同一規模

で利用可能な最良技術（ BAT=Best 

Available Technologies）の採用等を勘案

しながら GHG 排出量削減のための代替

案検討を行います。その際には、技術面・

財務面・環境社会配慮面で実現可能で費

用対効果のある代替案の検討とします。」

【FAQ】 

（理由、考え方） 

 事業形成の段階に応じて検討の範囲が異な

ることを踏まえる。 

 代替案の間で GHG排出量が異なる場合等、

GHG 排出量の削減に資する可能性を検討

するべく GHG 排出量視点での代替案分析

を導入するが、その際には技術的・財政的・

環境的に実現可能で費用対効果のある代替

案の検討とする。 

 個別事業形成段階では、GHG 排出量の大き

い事業セクターで、同一セクター・同一規模

で利用可能な最良技術（BAT=Best Available 

Technologies）の採用等を勘案することにつ

いて、BAT の定義・判定方法は必ずしも国

際的には確立されていないが、同じ条件下

で質・量ともに同等のサービス・アウトプッ

トを産出することを比較対象の前提とすべ
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テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

きであるとの考えの下、たとえば発電セク

ターの場合、BAT 検討は通常同一発電方式

における最良技術の検討においてなされる

と考えられる。一例として、European IPPC 

Bureau (EIPPCB)が産業別に作成した Best 

Available Techniques Reference Document

（BREFs）では、（マスタープランレベルの）

燃料選択などよりはむしろ、より下流の個

別プロジェクトにおける燃料対策や燃焼方

法、運用対策といったものについて主に記

載されている。よって、個別事業形成段階で

の BATの採用等を勘案する場合は、異なる

発電方式における技術の比較ではなく同一

発電方式における最良技術の検討を行うこ

とを想定している。なお、この規定によって

ガイドラインで求められる範囲を規定する

ものであるが、個別事業の求めに応じて他

の発電方式との代替案比較を行うことを一

律に排除するものではない。 

 GHGを加味した代替案比較の方法として、

ADB が行っている GHG 排出量削減のため

の代替案の分析の事例を複数確認したとこ

ろ（世銀は ESF導入から年数が短いため、

ADB の方が事例が豊富と判断）、事業による

GHG 排出量の長期にわたる固定化及び将

来的な GHG排出削減・吸収コストを踏まえ

て代替案分析を具体的に行っている事例は

僅かであり、かつ定性的な評価が中心であ

る。他ドナーの運用を引き続き確認し、実施

可能な範囲で運用面で対応する。 

なお、プロジェクトの定量的評価指標の一

つである経済的内部収益率（EIRR）におい

ては、With/Without の場合の CO2 排出量を

算出し、その差を計算して削減便益として
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テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

いる。 

1.5世銀ESS4 構造物の設

計における気候変動の考

慮 

（助言９）構造物の設計・建設におけ

る気候変動の考慮は、環境社会配慮で

は気候変動によって構造物へ顕在化

する可能性のある影響を対象とする

ことが適当。但し、環境影響リスク分

析の範囲・深度は技術的・労力的に課

題と認識する。 

62. 労力の観点から、気候変動の因子を明確にした上で分析対象とする

べき。構造物の設計・建設における気候変動の考慮を環境社会配慮

の範疇に入れる場合は、JICA 内（職員・専門員など）、助言委員会

でも専門家の配置が必要になる。構造物の設計・建設における気候

変動の考慮を環境社会配慮の文脈で実施するのであれば、「気候リ

スク評価」についても助言委員会にて説明・議論する必要がある。

気候リスク評価の位置づけ、コンサル側の作業労力についても検討

すべき。（黒木委員） 

63. 将来の気候変動の影響増大に備えた自然災害等のリスクを考慮し

た構造基準の強化については、異議申立を回避する観点から JICA 

GL でも言及することが望ましい。（鈴木委員） 

64. 構造物建設においては先ず、気候変動によって生じることが想定さ

れる激甚な気象条件を想定しそれに対し十分強靭性を有する設計

を行い、設計に基づいて良質な施工が行われるべき。想定外の気象

条件による構造物の破壊による周辺への影響の考慮は、現時点で

は、相当の仮定や多大な誤差・曖昧さを有し、技術的信頼性に劣る

手法となると思われる。まずは、「気候変動の影響を考慮した適切な

設計・施工」を強調すべき。（三宅委員） 

65. 気候変動に対する「適応」の位置づけは今後重要性が増すと考えら

れることから、概念を GL に含めること。（村山委員） 

【15】 構造物の安全性への配慮は、環境社会配

慮 GL の対象とはせず、計画策定・設計

の一環として取り扱っており、この現行

対応を維持する。想定外の気象条件によ

る構造物の破壊は、現時点では、相当の

仮定や多大な誤差・曖昧さを有し、技術

的信頼性に劣る手法となると思われるこ

とに留意し、相手国等への注意喚起にと

どめる。【別枠組】 

 

（理由、考え方） 

 JICA の審査は、事前評価表に示されるとお

り多面的な検討がなされるもの。このうち、

環境社会配慮ガイドラインは、審査プロセ

スの一つである環境社会配慮審査で活用さ

れるものであり、本環境社会配慮 GL の改定

において、審査プロセスの見直しを行うこ

とは想定していない。 

 影響評価の手法の確実さ、技術的信頼性を

踏まえる。 

 なお、気候変動に対する「適応」の観点は環

境社会配慮 GL の対象とはせず、別途対応し

ている。 

FAQ に次のように記載する。「問：JICA は

気候変動適応策にどのような方針で対応し

ているのか。 

回答：気候変動への配慮・対策を事業計画に

統合し、気候変動対策の主流化を一層推進

するため、2011年に策定された気候変動対

策支援ツール（Climate Finance Impact Tool 

for Mitigation and Adaptation : Climate FIT ）

を 2019 年に改定し、JICA 事業における気

候リスクの評価と適応策の検討の取組を強
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テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

化しています。また、適応策を含む気候変動

対策の主流化は「気候変動対策分野ポジシ

ョンペーパー」（2016 年）に記載し組織的な

取組として位置づけています。」 

②対象事

業、情報

公開 

2.1「対象とする協力事業

に、民間連携事業（中小企

業・SDGsビジネス支援事

業の案件化調査、普及・実

証・ビジネス化事業）及び

Green Climate Fund から

の受託事業を含めること

の要否」 

（助言１）中小企業・SDGsビジネス

支援事業について、甚大な負の影響を

及ぼす可能性がある提案は採択しな

い方針の周知、提案企業への適切な説

明と財政上の支援の必要性が指摘さ

れた。 

66. 助言 1～2：助言に異論ありません。（持田委員） 【16】 GL の適用対象事業は、現行 GL1.7 対象

となる協力事業を維持し、1)有償資金協

力、2)無償資金協力（全スキーム共通で

国際機関経由のものを除く）、3)開発計画

調査型技術協力、4)技術協力プロジェク

ト、及び 5)これに類する事業や関連する

調査とする。【GL】（6 頁） 

5）記載の下線部の詳細は FAQで規定す

る。現行 GL 適用対象の「外務省が自ら

行う無償資金協力について JICA が行う

事前の調査」は、5)これに類する事業や

関連する調査に含める。FAQに次のよう

に記載する「（問）GL1.7「対象とする協

力事業」の 5)これに類する事業や関連す

る調査とは何ですか。また、ガイドライ

ン上、どのような環境社会配慮手続きを

取るのですか。（回答）「これに類する事

業や関連する調査」に該当するものとし

て、例えば、「外務省が自ら行う無償資金

協力について JICA が行う事前の調査」

や、中小企業・SDGｓビジネス支援事業

のうち案件化調査と普及・実証・ビジネ

ス化事業、Green Climate Fund からの受

託事業が該当します。今後新たな協力事

業形態や受託事業が追加された場合に

は、上記 5)に該当するか判断し FAQ に

記載します。上記 5)に該当する事業は、

その類似するまたは関連する対象の事業

に求められる手続きや要件を満たす必要

があります。」【FAQ】 

（助言２）Green Climate Fund 及びそ

れ以外の JICA 受託事業についても適

切な環境社会配慮が行われるよう留

意すべき。 

67. Green Climate Fund 対象事業での環境社会配慮を理解するために、

想定される案件についてご教示頂きたい。（黒木委員） 

（助言３）次期改定までに新しいスキ

ームが創設された場合の GL の適否あ

るいは適用の方法に関する基本的考

え方を整理するべき。 

68. 大規模な国際協力政策の見直しや世銀等他の機関における環境社

会配慮施策の変更が行われた場合には、10 年たたなくても Ad Hoc

な形で JICA GL の見直しを行うとの規定を設けるべき。（鈴木委員） 

69. 個別の新スキーム性質の特徴から、JICA GL の適否を都度検討する

のが適切。（持田委員） 

70. GL の適用対象事業に「基礎情報収集・確認調査」の調査スキーム

で実施している調査の中で、将来的にカテゴリ Aに分類される個別

案件の形成が想定されるものを含めること。また、当該調査につい

ては、現地ステークホルダーからの情報・意見の収集を行うことに

ついても、GL で規定すること。（木口委員、田辺委員） 

71. 実施事業が明確にマスタープラン策定をうたっていなくとも、実質

マスタープランの作成に結びついている事業があれば、マスタープ

ラン策定と同様に扱い、戦略的環境アセスメントを適用すべきであ

る。（木口委員、田辺委員） 
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テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

【17】 新たなスキームが創設された場合は、個

別の新スキームの性質の特徴から、JICA 

GL の適否を都度検討することとし、そ

の内容は FAQで示す。 

中小企業・SDGｓビジネス支援事業につ

いて、案件化調査と普及・実証・ビジネ

ス化事業は GL の適用対象とし、（FAQ

に）その旨を記載する。甚大な環境影響

案件を採択しない点は、従来どおり募集

要項等で提案企業への周知を継続する。

【FAQ】 

【18】 Green Climate Fund の受託事業は、

JICAGL の適用対象とする一方、Green 

Climate Fundの環境社会配慮プロセスに

も沿う必要がある。 

それ以外の受託事業については、受託元

の制度に基づき適切な環境社会配慮が行

われるよう留意しつつ、事業の特性を踏

まえてその都度 GL の適用を判断する。

【FAQ】 

 

（理由、考え方） 

 GL の適否の検討は、具体的なスキームの性

質を踏まえて行い、FAQ に示す。加えて、

最終的な GL の適否の検討は、具体的な事業

の性質を踏まえて行う。 

 運用開始後 10 年を待たずにGL の見直しを

行うかについては、それに係るコスト、相手

国等の安定的運用への影響も勘案し、現行

の規定を維持する。 

2.2「協調融資案件におけ

るコモンアプローチの導

入適否」 

（助言４）コモンアプローチの在り方

について、他の機関の動向の注視すべ

き。 

72. 「他の機関」がどの機関を想定されているのか例示して頂きたい。

バイラテラルのドナーの場合は情報公開量が少ないため、JICA 側

からその事例について共有頂きたい。WB との協調融資案件でのコ

モンアプローチとなった場合、どのようにコモンアプローチを適用

【19】 協調融資の際に協調融資先と共通の手続

きをとる場合には、JICA GL の遵守を確

保しつつ、部分的に共通化できるところ

から取り組んでいく。以上を FAQに記載
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テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

する予定かご説明頂きたい。（例として、カテゴリ A 案件の EIA の

120 日公開、ESCP、SEP、LMP、ERP 作成、労働者向けの苦情処

理メカニズム（GRM）、環境社会モニタリング結果の公開等が手続

き上のギャップと考えられる）（黒木委員） 

73. 助言 4～6：助言に異論ありません。（持田委員） 

74. 現行の GL にはコモンアプローチの考え方が含まれていないため、

概念を GL に明記すること。（村山委員） 

する。「（問）協調融資の際に、協調融資

先と手続きの共通化（コモンアプローチ）

を導入するのですか。（回答）協調融資の

際に、JICA は JICA GL の遵守を確保し

つつ、他の協調融資先と環境社会配慮手

続きを共通化できるところからコモンア

プローチに取り組んで参ります。それに

よって、協調融資機関間の環境社会配慮

手続きの相違に伴う借入人の負担増を可

能な限り回避するよう努めます。」【FAQ】 

 

（理由、考え方） 

 コモンアプローチについては、特に国際開

発金融機関から環境社会配慮の項目毎の参

考資料（ガイダンスノート等）が多く出され

ており配慮の質の面で、各機関の足並みが

揃いつつあると考えている。他方、JICAに

おける助言委員会プロセスのような各機関

特有の内部手続きの共通化は難しく、その

点は協調融資案件で都度の調整が必要にな

ると考えられる。 

 他方、手続き面では、異なる機関の手続きが

借入人の負担増となることを可能な限り回

避する視点が重要。 

（助言５）協調融資に際し、異なる機

関の手続きが借入人の負担増となら

ないよう留意し、GL 遵守を確保しつ

つ、部分的に共通化できるところから

取り組むことが適当。 

75. コモンアプローチを取り入れるのであれば、調査や分析手法などの

技術的なものについても共通化が必要。協調融資の際には、一般的

には貸し手の 1 機関が環境社会配慮の主担当となるため、JICA の

関与が限定的になる可能性がある（例：ADB 案件で作成支援した

EIA を JICA が審査する。モニタリングも ADB が監理し、その後

JICA へ共有等）。手続きにかかる話なので JICA 職員以外は詳細を

把握していないため、JICAでの協調融資の過去の事例・課題につい

て説明をして頂きたい。（黒木委員） 

76. 国際開発金融機関や二国間開発機関は案件具体化を待つことなく

普段から環境社会配慮の対象やプロセスの共通化を進めておくこ

とで、迅速な検討を目指すべき。（杉田委員） 

（助言６）カテゴリ A案件の協調融資

の場合、GL にて求める要件は原則と

して満たすことが求められる。JICAか

らは、JICA GL にて要件を省略する場

合には、該当する点を助言委員会に事

前に説明するとの表明あり。 

77. JICA は協調融資においてコモンアプローチを採用する場合であっ

ても、JICA ガイドラインを満たしていることを要件とするべき。

（木口委員／田辺委員（NGO3 団体意見書を委員としても提言）） 

78. 左記ではわかりにくいため、具体的にどのような要件が省略される

可能性があるのかをご教示頂きたい。（黒木委員） 

2.3「環境レビュー前の公

開対象の EIA 報告書のス

テータス（ドラフトもしく

は承認版）／環境レビュー

前の環境許認可証明書の

公開の要否／EIA報告書の

公開期間／EIA報告書が承

認済であったために審査

時に追加合意した事項の

フォローアップ」 

（助言７）カテゴリ A案件の環境レビ

ュー前の EIA 報告書の公開プロセス

の扱いは、迅速化の必要性、ステーク

ホルダーへの周知と関与等を踏まえ

て検討すべき。 

79. JICA が環境レビューにおいて環境社会配慮文書の翻訳版を参照し

た場合は、翻訳版を公開することを要件とするべき。（木口委員／田

辺委員（NGO3団体意見書を委員としても提言）） 

80. ドラフト EIA 後 120 日の公開をもって L/A 締結条件とする案につ

いて、ODA 全体の迅速化という点では良いと考えるが、ドラフト

EIA の作成期間については、短縮化する事のないように十分な期間・

投入コストについて留意頂きたい。ドラフト EIAの定義について、

JICA として質の確保と説明責任という観点から、助言委員会にお

けるレビュー・助言が行われた上で相手国に提出がなされた改訂版

ドラフト EIAを「ドラフト EIA」として認識しているが、その理解

【20】 カテゴリ A案件の環境レビュー前の EIA

報告書の公開に関し、公開対象は相手国

政府の承認版もしくは承認担当省庁提出

版とし、GL3.2.1 に記載する。【GL】（14

頁） 

JICAの環境レビューは、EIA報告書の承

認によらず、GL に沿って相手国基準及

び国際基準に照らした環境社会配慮を確

認する。仮に EIA報告書と環境レビュー

結果に乖離が生じる場合、JICAは相手国
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テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

でよいか。（黒木委員） 

81. 助言 7、8 に関連して、ドラフト版 EIA を審査の対象とするかどう

かについては、報告書の質の確保が重要。そのため、当該国におい

てこれまでに発行されたドラフト版の EIAを精査したうえで、審査

に耐えうると判断される場合に限り、ドラフト版も可とすることも

考えられる。（村山委員） 

82. 助言 7 ：助言に異論ありません。（持田委員） 

83. 環境レビュー時の確認対象を相手国承認版の EIA を対象とする場

合、EIA 報告書と環境レビュー結果に乖離が生じる場合に、どのよ

うな形で是正の対応を求めるかを明確にしておくこと。（村山委員） 

84. ドラフト EIA は JICA の FS で支援作成するものは助言委員会コメ

ントも反映したものにするか、既に相手国等によって作成されたも

のがあれば助言コメントを英文で付して公開すべき。ただし、EIA

手続きを助言委員会終了まで開始しないということではなくて、ド

ラフト EIAを 120 日公開する場合は、既に手続きを開始している場

合は、助言を反映した更新版 EIAも追って速やかに公開すべき。ま

た、当該案件で LA後に、詳細設計の計画を踏まえて EIA を更新し

た場合は、EIAの更新版も併せて公開すべき。（黒木委員） 

等に JICA の環境レビュー結果に沿った

対応を求める。なお、環境レビューの対

象とする EIA報告書（承認版あるいは承

認担当省庁提出版）は JICA の助言委員

会・環境レビューの進捗によらず速やか

に公表する。 

【21】 相手国の環境許認可証明書は、相手国法

制度に則って取得された段階で取り付け

ることとする。【GL】（14 頁） 

 

（理由、考え方） 

 情報公開の手続きは、可能な限り早期にス

テークホルダーへの周知と関与を促進す

る。あわせて、相手国政府のニーズに応える

とともに、開発効果の早期発現を実現する

ため、手続きの迅速化を考慮する。 

 EIA 報告書は相手国制度に則り作成される

ため、相手国の制度を尊重しつつ、質の確保

を重視し、ドラフト版を可とする場合は、具

体的には承認担当省庁提出版とする。EIA報

告書の審査や承認は相手国の制度に基づき

相手国政府により行われるため、助言委員

会コメントを反映したものをドラフト版と

することは難しい場合が考えられる。なお、

現行 GL において、協力準備調査で EIA 報

告書の作成支援を行っている場合は、概ね

助言が反映されている。 

ドラフト EIA への助言の反映について、①

助言対応結果は取り纏められ対外公開され

ていること、②現地ステークホルダーに対

しては実施段階で継続される現地ステーク

ホルダー協議を通じて最新の対応策が説明

されることから、透明性は担保される。 

FAQに次のように記載する。「カテゴリ A案

（助言８）カテゴリ A案件について公

開する環境アセスメント報告書は、迅

速性等を考慮し承認版ではなくドラ

フト版とする案に対し、許容する意見

と条件付きとする意見あり。 

85. 相手国政府のニーズに応えるとともに、開発効果の早期発現を実現

するための制度改善の一環として、カテゴリ A 案件について公開

する環境アセスメント（EIA）報告書は、原則、承認版ではなく、ド

ラフト版で対応するように改善するべき。（石田委員） 

86. 国際的潮流に合わせて、GHG 排出量等の影響をより評価対象とし

て検討すべき一方、環境への影響が少ない事業を迅速に進められる

よう、EIA 報告書の公開段階及び期間をより柔軟に判断する余地は

ある。（杉本委員） 

87. カテゴリーA案件については、ドラフト段階の環境アセスメント報

告書に対して JICA としてコメントすることが基本的に望ましい。

従って、事業者による環境アセスメント報告書の公開はドラフト段

階で行うことが好ましい。ただし、Appraisalは、最終報告書を踏ま

えて行われる必要がある。（鈴木委員） 

88. 助言 8～10 :上述の視点で適切な改定案を議論したいと考えます。

（持田委員）※持田委員の「上述の視点」とは以下に示すとおり（事

務局追記、以下同）： 
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テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

下記視点をバランス良く確保する環境社会ガイドライン改定案を議

論させて頂き度いと考えます。 

1) JICA 各協力事業に参画する環境社会配慮ガイドラインのユーザ

ーとして、迅速性を失わず、活用利便性を維持し、開発効果を最大

化すること。 

2) JICA 各協力事業の実施に際し、相手国に適切な環境社会配慮を

促すこと。 

3) JICA 各協力事業の実施に際し、JICAによる環境社会配慮支援・

確認の適切な実施を確保すること。 

件において、提出版 EIA の公開を 120 日公

開の起算日とした場合、承認担当省庁によ

る承認過程での修正や助言委員会の助言、

JICAの環境レビューの過程で協力事業やそ

の環境社会配慮の内容が変更になった場

合、どう対応するのですか。（回答）カテゴ

リ A 案件の環境レビュー前の EIA 報告書の

公開について、可能な限り早期にステーク

ホルダーへの周知と関与を促進する、あわ

せて相手国政府のニーズに応え開発効果の

早期発現を実現し、手続きの迅速化を考慮

するために、公開対象は承認版あるいは承

認担当省庁提出版としました。 

提出版EIAの公開を起算日とした場合でも、

最終的な承認版 EIA は公開されます。ただ

し、そうであっても環境社会配慮助言委員

会の助言、JICAの環境レビューの結果は、

相手国の制度に基づき相手国政府により行

われる EIA 報告書の審査や承認への反映が

難しい場合が考えられます。JICAは、助言

を JICA 和文ウェブサイトで公開するとと

もに、責任を持って助言を受け止め、相手国

等との協議を通じて対応しています。助言

の対応結果は、助言委員会にて説明し、同ウ

ェブサイトで公開します。JICAの環境レビ

ュー結果は、事業事前評価表を通じて和文

と英文で公開します。さらに、現地ステーク

ホルダーに対しては実施段階で継続される

現地ステークホルダー協議を通じて最新の

対応策が説明されます。 

このように、助言や JICAの環境レビュー結

果に関して透明性は十分確保されると考え

ます。」 

 翻訳版を参照する場合は内容の整合性に十
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テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

分注意するが、その公開は相手国等の了解

を前提に行う。 

（助言９）公開期間の柔軟化につい

て、特に協調融資において容認する意

見と現状を保つべきとの意見あり。 

89. 他援助機関や開発金融機関との協調融資において、各機関のルール

との齟齬により、迅速な案件形成の障害となる場合、EIA 報告書等

の公開期間は柔軟化すべき。ソブリン案件とノンソブリン案件で

は、案件形成スピードは異なり、事業の性質、及びグローバルスタ

ンダードに沿った運用を行うべき。（石田委員） 

90. JICA の環境レビューは、環境アセスメント報告書のドラフト版を

受け取った段階で開始することを可能にするが、環境アセスメント

報告書の承認版及び環境許認可証明書を合意文書締結 120 日前ま

でに公開する規定は維持するべき。ドラフト版に基づいて環境レビ

ューを開始した場合は、ドラフト版を速やかに公開するべき。環境

アセスメント報告書の承認版と環境許認可証明書に基づいた環境

レビュープロセスは維持するべき。（木口委員／田辺委員（NGO3 団

体意見書を委員としても提言）） 

91. EIA 報告書の公開日数については、JICA GL の基本方針に示される

「迅速性」との考え方に照らして、柔軟な対応を考えることが適切。

（鈴木委員） 

92. 「協調融資先と（EIA の）公開期間を合致させる選択肢を取ること

を可能とする」とあるが、途上国の金融機関との協調融資の場合は、

公開期間が極めて短くなる可能性があることから、この選択肢は日

本が出資する国際金融機関（MDBs）との協調融資に限定すること。

（木口委員、田辺委員） 

93. 海外投融資における EIA の公開期間を最低 60 日にするとあるが、

海外投融資だけを短縮する具体的な必要性が不明（少なくともレビ

ュー調査ではそのニーズが確認できていない）であるため、短縮化

を行わないこと。アジア開発銀行（ADB）は民間セクターへの支援

も公的セクターへの支援と同様の EIA 公開期間を確保している。

（木口委員、田辺委員） 

【22】 カテゴリA案件における環境アセスメン

ト報告書の公開期間は、120 日を維持す

る。ただし、協調融資案件については、

協調融資先と公開期間を合致させる選択

肢を取ることを可能にする。また、海外

投融資については民間ビジネスの即応

性、他のファイナンサ―と歩調を合わせ

るため、公開期間を最低 60 日とする。以

上を GL3.2.1に反映する。【GL】（14 頁） 

⇒「協調融資先と公開期間を合致させる」方針案

は取り下げ。海外投融資の 60日間公開は維持。 

 

（理由、考え方） 

 現行 GL の下では、ステークホルダー協議や

それに伴う情報公開により、EIA報告書ドラ

フトの内容はプロジェクト形成の初期の段

階からステークホルダーに共有されてい

る。また、120 日公開の規定の導入時と比較

し、情報伝達技術の発展も見られる。 

 協調融資案件において、異なる機関の間で

の公開期間の違いを避ける。 

 海外投融資では、円借款等のソブリン案件

に比べ、より迅速性が求められる。 

 ADB はソブリン融資、非ソブリン融資とも

120 日前の公開とされているが、2019 年の

独立評価局の評価によれば、非ソブリン融

資について、IFCの公開期間が 60 日である

中でADBの競争力や協調融資の可能性にマ

イナスの影響を与えていることが指摘され

ている。 

2.4「モニタリング結果の

公開」 

（助言 10）モニタリング結果の公開

は、1）公開を要件とすべきという意

94. カテゴリ A のプロジェクトと環境社会配慮委員会で議論の行われ

たカテゴリ B のプロジェクトについて、相手国等から入手した環

【23】 事業のモニタリング結果は、現行どおり

相手国等の了解を前提に公開する。JICA
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テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

見、2) 原則的には公開とし、公開に合

意しない実施機関については合理的

な理由を明確に示すことを求める等

の対応をすべきという意見、3) 相手

国に公開を強要すべきではなく、前向

きに促進できるような方策を JICA が

引き続き行うべきという意見が出さ

れた。 

境社会モニタリング報告書の公開を要件とするべき。（木口委員／

田辺委員（NGO3 団体意見書を委員としても提言）） 

95. 公開についての方針は、左記 2）または 3）でよいと考える。JICA

がモニタリング結果を受領するプロセスについて明確にして頂き

たい。（黒木委員） 

96. プロジェクトの性格に応じて、より長期間のモニタリングが必要。

モニタリング結果は原則として公開すべき。公開できない場合に

は、その理由を付して公開できない旨を公表すべき。（鈴木委員） 

97. モニタリング結果は原則公開とし、相手国と合意できない場合は合

理的な理由を求め、その結果を公表することが求められる。（村山委

員） 

98. モニタリングレポートの公開について、「相手国への影響の大きい

事項について、相手国の了解なしに要件として追加することは難し

い」とあるが、アジア開発銀行（ADB）が一律公開としている中で、

難しいとする根拠が不明である。逆に実際に環境社会影響が生じて

いる案件でも相手国がモニタリングレポートの公開を拒否してい

ることで、JICAによる説明責任が十分果たせていない。モニタリン

グレポートの公開を要件とすること。また、非公開の場合の理由の

確認についても、実際に確認が行われている案件があることから、

特段の問題はないと思われる。（木口委員、田辺委員） 

99. ADB はモニタリング結果を公開対象にしていることを説明に加え

ること。また、運用として相手国から JICA への報告状況、非公開

の理由を公開すること。（村山委員） 

によるモニタリング結果の確認は、運用

を通じて適切に行う。 

 

（理由、考え方） 

 事業により生じる影響の適切な把握・モニ

タリングと、それに要するコストも踏まえ

たバランスの取れたモニタリング方法、期

間の検討 

 ADB はモニタリング結果を公開している

が、世銀、IFC、赤道原則加盟行とも、相手

国による個別事業のモニタリング結果の公

開を要件とはしていない。 

 相手国への影響の大きい事項について、相

手国の了解なしに要件として追加すること

は難しい。相手国と公開に合意できない場

合の合理的な理由の公表は、他の国際機関

で実施していないため行わない。 

 JICAから相手国等への公開の働きかけによ

り、近年カテゴリ A 案件での公開率は上昇

している。 

 
 

③国際基

準、審査

方法 

3.1 世銀の ESF のうち、

世銀が満たすべき要件を

示す Environmental and 

Social Policyで規定された

カテゴリ分類（High Risk, 

Substantial Risk, 

Moderate Risk, Low Risk）

の参照の要否 

（助言１）世銀と同等のリスク分類手

法の導入には、個別プロジェクトにと

どまらない国全体に対する評価が要

求され、実現可能性に課題がある。現

行のカテゴリ分類の運用には特段の

課題が認められず、あえて変更する意

義は見いだせない。環境社会管理能力

やガバナンスに伴う環境社会配慮上

のリスクは、環境レビュー過程におい

て考慮することで対応可能と考えら

れる。 

100. カテゴリ分類については、現行の A、B、C、FI を維持するべ

き。（木口委員／田辺委員（NGO3団体意見書を委員としても提言）） 

101. 現状のカテゴリ分類で十分。住民移転が理由のカテゴリ分類の

条件は物理的住民移転対象者数となっていると理解しているが、今

後も物理的住民移転対象者数だけでカテゴリ分類をするのか諮問

委員会で議論すべき。（黒木委員） 

102. 当面は現行カテゴリーを維持することとし、世銀、IFC等の運

用状況を踏まえ、必要に応じ見直しを検討することが適切。（鈴木委

員） 

103. これまでのカテゴリ分類との整合性や JICA における実施体制

も考慮すると、現状の分類を維持することが望ましい。ただし、協

【24】 想定される影響の大きさに基づく現行の

カテゴリ分類（A, B, C, FI）を維持する。 

 

（理由、考え方） 

 これまでのカテゴリ分類の相手国等の理解

浸透・安定的な運用や、JICA における実施

体制を踏まえたもの。 

 なお、協調融資に際し、カテゴリ分類は各機

関の判断の要素が大きいため、都度の調整

が必要になると考えられる。 
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テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

調融資等で議論が想定される実施機関との間のカテゴリ分類との

整合性を予め検討しておく必要がある。（村山委員） 

104. 助言 1～4：助言に異論ありません。（持田委員） 

105. 世銀との協調融資の際、カテゴリ分類の整合性をどのように扱

うかについて、現行の FAQに相当する文書で扱うこと。（村山委員） 

3.2 相手国に求める要件

について、世銀 ESS との

乖離がないことの確認の

要否 

 

3.3 民間連携事業（海外投

融資、協力準備調査（PPP

インフラ事業））では、出融

資先に求める要件につい

て、IFC PS との乖離がな

いことの確認の要否 

（助言２）相手国等に求める環境社会

配慮は、世界銀行グループとの大きな

乖離がないことを確認することとし、

また、世界銀行 ESS や IFC の PS を

一律に適用するのではなく、それらの

狙いを踏まえて同等の環境社会配慮

の質を確保できる方法を柔軟に検討・

採用することが肝要である。 

106. 国際機関のみならずその他準用すべき基準についても FAQ や

カテゴリ執筆要領の中で追記すべき。（黒木委員） 

107. 相手国に求める要件については、JICA GL として、世銀の ESS

と IFC の PS の双方を基準に乖離がないことを規定するのではな

く、それらの趣旨を十分に咀嚼した上で、同程度の環境社会配慮の

質を担保した形で柔軟に対応すべき。（杉田委員） 

【25】 相手国に求める環境社会配慮の要件は、

現行GL2.6のとおり世界銀行グループの

セーフガードポリシーと大きな乖離がな

いことを確認する。【対応済（GL）】 

その際、世銀の ESS、IFC の PS の間に

は大きな差異がないことから、どちらか

を状況に応じて確認する。FAQの以下の

既存項目に追記する「（問）「JICAは（中

略）プロジェクトが世界銀行の環境社会

ポリシーと大きな乖離がないことを確認

する」とありますが、世界銀行の環境社

会ポリシーとは何を指しますか？（回答）

世界銀行グループのうち世界銀行（国際

復興開発銀行（IBRD）と国際開発協会

（ IDA ） か ら 構 成 さ れ る ） の

Environmental and Social Framework に

含 ま れ る Environmental and Social 

Standards、及び国際金融公社（IFC）の

Sustainability Framework に含まれる

Performance Standards を指します。

JICAは、プロジェクトがこれらのどちら

かと大きな乖離がないことを確認しま

す」【FAQ】 

ESSや PSの細かな配慮方法や手続き、

文書作成等を一律に参照し乖離がないこ

とを求めるのではなく、それらの狙いを

踏まえて同等の環境社会配慮の質を確保

できる方法を柔軟に検討・採用する。 
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テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

（理由、考え方） 

 世銀グループの政策と同等の環境社会配慮

の質の確保 

 相手国等の手続き、文書作成コスト等の負

担を増加させない。 

3.4  エンジニアリングサ

ービス（E/S）借款供与時の

環境レビュー実施の要否 

（助言３）例外的に E/S借款期間中に

用地取得等の実施が予見される場合

には、E/S借款期間中に発生し得る環

境や社会への望ましくない影響につ

いて、ガイドライン別紙１の要件が満

たされるよう、検討すべき。 

108. エンジニアリング・サービス（E/S）借款供与中に環境社会面

の影響や地域住民への被害が発生する場合には、環境レビュー及び

モニタリングを省略するべきではない。（木口委員／田辺委員

（NGO3 団体意見書を委員としても提言）） 

109. EIAは完了しているが、現地側の不可分一体事業の用地取得を

現地側で開始してしまった事例と想像されるため、単なるルール違

反の問題と考える。用地取得の一般的な法的手続きは時間がかかる

プロセスである。相手国に誤解がないように、例えば、法的な所有

権の移行、支払手続き、物理的移転を禁じるなど具体的に要件を明

確にすべき。（黒木委員） 

110. エンジニアリング・サービス（E/S）借款について、「例外的に

（環境社会影響が）発生することが予見される場合は、当該影響に

ついて E/S 借款供与前に環境レビューを行う」とあるが、供与前に

予見されなかったにもかかわらず実際に影響が発生した場合の対

処方針が示されていないことが課題である。したがって、予見され

るか否かにかかわらず、例外的に E/S 借款期間中に発生する環境社

会影響については、ガイドライン別紙 1 の要件が満たされるように

すること。（木口委員、田辺委員） 

111. E/S 借款の定義から、この事業を対象に「（環境社会影響が）例

外的に発生することが予見される場合」をルール化することは難し

いように思われる。むしろ、E/S 借款に限らず、各事業で想定外の

環境社会影響が生じた場合あるいは生じる恐れがある場合に、適切

な緩和措置を取ることを、GL に項目として加えることも考えられ

る。（村山委員） 

【26】 E/S 借款供与中に環境社会影響が発生す

ることは通常予見されないが、例外的に

発生することが予見される場合は、当該

影響についてE/S借款供与前に環境レビ

ューを行う。以上を GL3.2.1(5)に記載す

る。【GL】（15 頁） 

 

（理由、考え方） 

 E/S 借款供与中に発生が予見される環境社

会影響について、GL に沿った対応を行う。 

 また、E/S 借款供与前に影響が予見されて

いなかったにも関わらず、途中で影響が発

生した場合の対応について GL GL3.2.1(5)

に記載する【GL】（15頁）。FAQ等への記載

を検討する。【FAQ】 

3.5 世 銀 ESS 9  

Financial Intermediaries事

業に求められるリスクに

応 じ た 要 件 の 適 用 や

ESMS の構築の参照の要

（助言４）FI事業については、現行ガ

イドラインの規定を維持することが

適切。ただし、カテゴリ Bのサブプロ

ジェクトについて JICA GL 別紙１に

沿った配慮を FI に求めること、及び

112. カテゴリ A 相当のサブプロジェクトについては、現行ガイド

ライン通り、JICA の環境レビューと情報公開は維持するべきであ

る。（木口委員／田辺委員（NGO3団体意見書を委員としても提言）） 

113.  IFC では FI 案件の課題が多く出ている。JICA における FI 案

件のモニタリング方法（FIによる審査結果報告、モニタリング結果

【27】 FI事業に係る規定は現行GL3.2.1(4)の規

定を維持する。 

カテゴリ Aのサブプロジェクトの場合、

現行 GL と同様、助言委員会プロセス含

めた JICA の環境レビューと情報公開は
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テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

否 カテゴリ C のサブプロジェクトにつ

いて環境レビューは省略されること

を GL に明記すべき。 

の受領）などの事例をご説明頂きたい。（黒木委員） 

114. 金融仲介者(Financial Intermediaries: FI)による事業について

は、現行ガイドラインの規定を適用することが適切。その場合、FI

が支援する中小規模の事業の集合的影響の評価方法を明確化して

おくことが望ましい。（鈴木委員） 

維持する。 

カテゴリ Bのサブプロジェクトの場合、

GL 別紙 1 に沿った配慮を FIに求める旨

を GL3.2.1(4)に記載する。カテゴリ Cの

サブプロジェクトの場合、環境レビュー

を省略することを GL3.2.1(4)に記載す

る。【GL】（15 頁） 

 

（理由、考え方） 

 FI事業のカテゴリ B及びカテゴリ Cのサブ

プロジェクトの対応を明確にする。 

テーマ④

環境社会

影 響 評

価、代替

案検討 

4.1 ESS1 環境社会影響評

価報告書の作成、環境社会

履行計画に関する参照 

 

4.2 ESS１Annex1 環境社

会影響評価書（ESIA）の構

成要素に関する参照 

（助言１）世界銀行 ESF、特に環境社

会履行計画（Environmental and Social 

Commitment Plan、ESCP）の運用等に

係る動向については、情報収集を行う

こと。 

115. 助言に異論ありません。（持田委員） 【28】 環境社会履行計画（ESCP）は GLに導入

しない。また、世銀 ESS１Annex 1.に記

載されている各種アセスメント手法は現

行 GL でも既に導入してきたものであり

特段の追加的対応は行わない。 

 

（理由、考え方） 

 世銀より、ESCP は融資契約文書と紐づけ

られることで、相手国の環境社会配慮に対

するコミットメントを強化できているこ

と、ESCP を用いて相手国政府の高官との

交渉を効果的に行われていることが報告さ

れている。 

 JICAは環境レビュー時に住民移転計画や環

境管理計画を通じて相手国等のコミットメ

ントを確保し、これらに基づき案件の進捗

管理を行っている。 

 これらの活用により、世銀が導入したESCP

を代替可能。 

 

（助言 2）ESCP については、JICAの

既存の運用で代替できる文書があれ

ば活用した方がいいという意見があ

る一方、さらなる環境社会配慮の向上

に資する側面があることを念頭に、進

捗管理の能力強化と向上について「見

える化」する工夫をすべきという意見

もあった。 

116. ESCP の利点は、最新の環境社会配慮の要件が 1冊になってい

るため、実施機関・ドナーにとって確認しやすく、特に実施機関の

引継ぎミスの削減、またアップデートが必要なため定期的なモニタ

リングの向上が見込めると理解。（JICAが）現行の運用を継続する

場合、従来案件審査時に締結する相手国との合意記録で整理した内

容について JICA側で ESCP と同等の文書を作成することの要否に

ついてご説明頂きたい。また、JICAのローンアグリーメント後のモ

ニタリング対象案件数、監理ミッション派遣数、実施機関の環境社

会配慮の能力強化を目的とした案件数等の実績について JICA より

説明頂けると、今後のモニタリングにかかる見直しについても検討

しやすい。（黒木委員） 

117. 上述の視点で適切な改定案を議論したいと考えます。（持田委

員） 

（助言 3）世銀 ESS１Annex 1.に記載

されているアセスメント手法につい

て、JICA GL との関係を整理し、必要

に応じて改定のための検討課題に加

えること。 

118. 助言 3～5：助言に異論ありません。（持田委員） 
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テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

4.3 ESS1 相手国等の環境

社会配慮フレームワーク

活用に関する参照 

（助言 4）JICA GL の基本方針にある

通り、最終的には自国のフレームワー

クを使って、より高い水準の環境社会

配慮を実施できるための能力と経験

を獲得できるように、JICA側は支援姿

勢を堅持ないし発展させるべき。 

119. JICAによる相手国の環境社会配慮に関する支援体制（技プロ・

専門家派遣等の予定）の実績及び今後の対応方針についてもご教示

願いたい。（黒木委員） 

120. 助言4、5に関連して、協力準備調査やEIA、住民移転計画（RAP）

の作成においてこれまで実施してきた相手国支援の姿勢を維持し

つつ、相手国の能力向上や技術移転に資する取り組みにも配慮すべ

き。（村山委員） 

【29】 これまでどおり、本邦研修等の技術協力

や、個別事業における協力準備調査や

EIA、住民移転計画（RAP）の作成支援を

通じてこれまで実施してきた相手国支援

を行う。 

 

（理由、考え方） 

 世銀において、借入人の国の環境社会配慮

フレームワークに完全に委ねて実施したプ

ロジェクトの例は今のところない。 

 現行 GL1.2 上、「目的」に「相手国等による

適切な環境社会配慮の実施を促す」と明記

しており、1.3 定義 8「環境社会配慮の支援」

に「相手国等に対し、環境社会配慮調査の実

施、対応方策の検討、ノウハウの形成、人材

の育成等の協力を行うことをいう」と考え

方を明記している。 

 なお、GL に基づく対応とは別に、本邦研修

等の技術協力により相手国の環境社会配慮

体制の強化を行っている。 

（助言 5）相手国等の環境社会配慮フ

レームワークを活用する場合には、

JICAGL で求められる内容との比較検

討を行ったうえで、必要な支援を講じ

るような枠組みを検討すること。 

121. 相手国の環境社会配慮を的確に実施するためには、多くの場

合、相手国（政府）の人材育成、特に環境科学等に関する人材の育

成が不可欠。JICAプロジェクトにおいても、相手国における人材育

成コンポーネントを明確に組み込み、その旨及び内容を JICA GL に

も記載することが強く望まれる。（鈴木委員） 

4.4 ESS1 不可分一体事

業、派生的二次的影響、累

積的影響に係る定義の参

照 

（助言 6）不可分一体事業について、

相手国が JICA GL の水準を満たして

いない場合には、同水準の確保を最大

限、働きかけること。 

122. 不可分一体性は非常にわかりにくい概念のため、JICA 案件で

の不可分一体の事例とその課題について、具体的にご説明頂きた

い。（黒木委員） 

123. 助言 6、7 に関連して、不可分一体事業については、現状のよ

うに FAQ のみに示すのではなく、基本的な考え方をガイドライン

本体に含めることが求められる。（村山委員） 

124. 助言 6～8：上述の視点で適切な改定案を議論したいと考えま

す。（持田委員） 

【30】 現行 GL の下、採用している不可分一体

事業の定義を引き続き用いる。 

派生的・二次的影響、累積的な影響につ

いては、影響評価の過程でこれらの影響

の見落としがないよう十分注意し、派生

的・二次的影響、累積的影響の分析は、

現行 GL のとおり合理的と考えられる範

囲で調査・検討する。【対応済（GL、FAQ）】 

 

（理由、考え方） 

 不可分一体事業等の定義は、例示とともに

分かり易く説明するため、FAQ への記載が

適当。 

 派生的・二次的影響、累積的影響の分析は、

境界条件ならびに累積影響を発生させる事

（助言 7）不可分一体事業の定義につ

いては JICA GL の運用見直しで作成

された FAQ の内容が具体的であり、

JICA GL に盛り込むことを検討すべ

き。 

125. 不可分一体事業は、その事業が同一の事業者でない場合や計画

の熟度が一致していない場合がある。不可分一体事業の EIA 作成

は、必ずしも FS 時でなく DD 時も活用して対応するなど柔軟な対

応が求められる。（黒木委員） 

（助言 8）不可分一体事業、派生的二 126. 間接的、累積的な影響を分析する場合は、境界条件ならびに累
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テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

次的影響、累積的影響等は対象事業単

体のみでは見過ごす可能性がある環

境社会面の影響について多くの委員

から懸念する旨の声があり、これらの

影響について現実的・合理的・包括的

に配慮することを検討すべき。 

積影響を発生させる事業の詳細なデータが必要となる。それらの現

状や計画について必ずしも FS 段階で精緻化されてない場合は、累

積分析は不可能となるため、必要に応じて可能なものだけとするこ

とが望ましい。あくまでもその時点で合理的と考えられる範囲で行

われるべき。（黒木委員） 

127. JICA プロジェクトに際しての累積的影響の考え方について、

何らかの形で明示しておくことが、その後の異議申し立てを避ける

ためにも大変重要。（鈴木委員） 

128. ⽣物多様性（含む⽣態系サービス）への派⽣的・⼆次的影響が

⼗分評価された例はあったか？⽣態系・⽣物多様性の影響評価・配

慮を考える上で、⽅法論含めて具体的に検討すべき。（日比委員） 

129. 気候変動影響の評価は、累積的影響として捉える必要がある。

その際には、累積的影響が、ある閾値を超えた時点で甚⼤な不可逆

的な影響を引き起こす可能性があることにも留意。（日比委員） 

130. 現行の FAQ のように GL に付随する文書で扱う場合は、当該

文書の位置づけを GL で明記することを前提とすること。（村山委

員） 

業の詳細なデータが必要となり、必ずしも

影響評価の過程で十分なデータが揃うとは

限らない点に留意し、個別プロジェクト毎

に都度、合理的と考えられる範囲で対応す

る。 

4.5 環境社会配慮関連の

費用便益の定量化対象及

びその手法について 

（助言 9)費用便益の定量化対象及び

その手法については、影響が大きく定

量化できる指標あるいは定量化する

意味のある指標については、代替案分

析等でこれまで通り検討することを

基本とすること。 

131. 定量化に当たっては、便益の想定が課題。標準化するのであれ

ば、インフラセクター毎の標準的な便益項目を規定して頂きたい。

（黒木委員） 

132. 気候変動影響については、排出量・排出削減量を推計し、カー

ボンの取引価格などを活⽤することで、経済的に費⽤・便益を定量

化することが可能であり、⾒直しを機に導⼊すべき。（日比委員） 

133. 助言 9～13：助言に異論ありません。（持田委員） 

134. GHG 排出量は、その費用・便益を定量化の対象としていると

あるが、これまでの費用・便益の定量化事例を示されたし。（日比委

員） 

135. インフラセクター毎の標準的な便益項目はすでに整備済みと

あるが、カーボンニュートラルに向かう国際潮流（パリ目）の下で

は、特に長期的には排出削減「便益」は、どのようなベースライン

を取るかで、大きく変わってくる（場合によっては逆に費用となる）

ことに留意すべし。また、便益だけでなく費用項目も同等に整備す

べき。当該マニュアルについて、開示されたし。（日比委員） 

【31】 GHG 排出量は影響が大きく市場価格を

活用することが可能であるため、大型案

件においては GL 理念にある外部費用の

内部化を念頭に費用・便益として定量化

の対象としている。また“インフラセクタ

ー毎の標準的な便益項目”はすでに内部

マニュアルとして整備済。 

 

 

（助言 10)事前のプロジェクト評価に 136. 有償と無償事業で費用便益等の考えが異なることと、作業量等
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テーマ 論点 
包括的検討における助言 

（助言全文は別添①参照） 

諮問委員からのご意見 

（ご意見全文は別添①参照） 
JICA方針（案） 

おいては、経済効率性と環境社会配慮

との調和が理解しやすい費用対効果

分析結果の明示が望まれる。 

も鑑みると、全てを GL に必要事項として記載することは望ましく

ない。（黒木委員） 

4.6 代替案検討に際し、

「プロジェクトを実施し

ない案」に「ゼロオプショ

ン」を含めること、及び代

替案検討の実施方法 

(助言 11）「ゼロオプション」の考え方

は、国際的に認知されている概念では

ないので、必ずしも全ての案件で検討

すべきものではない。ただし、特に上

流段階から支援を行う場合には、ゼロ

オプションに該当するような幅広い

視点に立った代替案検討を行うこと。 

137. 代替案検討には、交通系のプロジェクトの場合①モードの検

討、②ルートの検討等あり、①はMPで検討すべきことであり、②

は FS 段階である。段階にあわせた代替案検討を行う必要があるこ

とをガイドライン、カテゴリ B執筆要領等に記載頂きたい。F/S段

階でのゼロオプションの検討は、多大な作業を伴うため現実的に難

しく、また先方政府の要請を否定するようであり、代替案の検討に

は含めない方が良い。（黒木委員） 

138. 世界銀行における without project の例として、大規模水力発

電プロジェクトに際し、ダムを建設しなかった場合の火力発電所を

用いた電力供給計画との比較分析を行った事例がある。（鈴木委員） 

【32】 日本の環境影響評価法における「事業目

的が達成可能で環境影響評価法の対象事

業種の事業を実施しない案（ゼロオプシ

ョン）」は採用しない。 

 

（考え方、理由） 

 国際的な認知度、相手国等からの理解 

 案件形成段階に応じた代替案検討の必要性 

 F/S 段階では、相手国等の要請を踏まえた検

討の必要性 

（助言 12）「プロジェクトを実施しな

い案」については従来通り代替案検討

に含めること。代替案の総合評価基準

や最適案選定根拠を明確にするため

の、より客観的で分かり易い工夫が望

まれる。 

139. 代替案分析については、標準的な項目について JICA 側で、カ

テゴリ B執筆要領等で規定する事も必要。（黒木委員） 

（助言 13）現行の JICA GL 別紙 2「代

替案の分析」に記載のある内容を維持

すること。 

－ 
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「環境社会配慮ガイドライン改定に向けた JICA方針（案）② 
2021年 5月 11日 

 
第 8 回諮問委員会以降に、JICA方針（案）の更新を行っています。更新箇所は下線で示しています。 
 

テーマ 論点 
包括的検討における助言（概要） 

（助言全文は別添①参照） 
諮問委員からのご意見（概要） 
（ご意見全文は別添①参照） 

JICA方針（案） 

テーマ⑤人権、ス
テークホルダー、
ジェンダー 

5.1 人権にかかる配慮項目
とその範囲、配慮対象への
社会的弱者の追記の要否 

（助言 1）国際的人権基準の尊重の理
念に基づき、難民、国内避難民、高齢
者、性的指向・性自認に基づく社会的
弱者等を JICA GL あるいは FAQ に追
加することが望ましい。また、これら
の社会的脆弱性の間の複合的・交差的
要因による脆弱性にも留意する必要が
ある。 

140. 助言 1 を支持。なお世銀では、性的志向・性自認(SOGI: Sexual 
Orientation and Gender Identity)は、非差別と包摂性という文脈で、
性及びジェンダー別少数者(SGMs)を脆弱なグループとしている
（Good Practice Note (2019)）。（織田委員） 

141. 人権の状況把握のため、JICA が協力事業の実施機関のみでな
く、「影響住民、学識経験者や人権 NGO への聞き取り」を通じて確
認を行なうことが重要である点を明記するべき。個別の協力事業に
関連して公権力による弾圧・人権侵害が起きている場合、実施機関
等への確認だけでは人権状況の把握として不十分。住民が事業に対
し自由に発言できるよう特別な配慮がなされていない場合がある。
（木口委員／田辺委員（NGO3 団体意見書を委員としても提言）） 

142. 政府実施機関等の聞き取りのみでは不十分で、より客観的な実
態把握が重要である。しかし、これまで、左記 GL2.5の規定に基づ
き「被影響住民、学識経験者、人権 NGO への聞き取り」が必ずし
も行われているとは言えないケースが見られたことから、GL 運用
にあたり、この重要な視点が抜け落ちないよう、GL 本文にその旨を
明記することが必要であると考える。（田辺委員／木口委員） 

143. 助言に異論ありません。（持田委員） 

【33】 GL2.5 社会環境と人権への配慮２．の「社会
的に弱い立場にあるもの」の例示に、開発協
力大綱で「脆弱な立場に置かれやすい対象」
として示された高齢者、難民・国内避難民を
追加する。【GL】（9 頁） 

【34】 また、現行 FAQ にて GL に例示されていな
い対象についても解説しており、そこに性的
指向・性自認により社会的弱者になりうる人
を追加する。また、複数の異なる側面での脆
弱性を有する社会的弱者の場合に特に留意が
必要という旨を FAQに記載する。「（問）ステ
ークホルダー協議を計画・実施する際にどの
ような人々を社会的な弱者と認識し、配慮を
行うべきと JICA は考えているのですか？
（回答）環境社会配慮ガイドライン別紙１
（社会的合意）では、「女性、こども、高齢
者、貧困層、先住民族、障害者、難民・国内
避難民、マイノリティなど社会的な弱者につ
いては、…適切な配慮がなされていなければ
ならない。」と記載されています。一方、環
境社会配慮ガイドラインで明記されている
人々以外にも、若者や移転対象者、女性世帯
主、土地を持たない人、用地取得に関連して
当該国法上補償対象とならない人も対象に
なりうると考えます。さらに、国や地域によ
っては、ステータス（人種や肌の色、性別、
性的指向・性自認、言語、宗教、政治的な意
見やその他の意見、資産、生まれ等）や要素
（ジェンダーや年齢、民族性、文化、識字、
病気、（身体的もしくは精神的）障害、経済
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テーマ 論点 
包括的検討における助言（概要） 

（助言全文は別添①参照） 
諮問委員からのご意見（概要） 
（ご意見全文は別添①参照） 

JICA方針（案） 

的に不利な状況、特有な自然資源への依存
等）により社会的弱者になりうる人もいると
考えます。また、複数の異なる側面での脆弱
性を有する場合には、特に配慮が必要です」
【FAQ】 

 
（理由、考え方） 
 GL は改訂後 10 年間の運用を想定し基本原則

を主に扱い、FAQに GL の運用面での補完的な
説明を記載する。 

 個別事業において、実施機関からの情報のみに
基づき環境社会配慮手続を進めるわけではな
く、「意味ある協議」を確保しつつ行われる現地
ステークホルダーとの協議を通じて、被影響住
民や現地 NGO の意見も聴きながら配慮を行っ
ている。 

（助言 2）民間連携事業に対して、ビ
ジネスと人権に関する国連指導原則の
遵守や国別行動計画に即した実施がな
されるような仕組みを検討する必要が
あるとの意見があった。 

144. 民間連携事業（中小企業支援事業も含む）の全てを対象とする
か、海外投融資とするか諮問委員会で協議頂きたい。（黒木委員） 

145. 民間連携事業に対して、ビジネスと人権に関する国連指導原則
の遵守や国別行動計画に即して実施されるように求めることを基本
事項または民間連携事業に関する項目に含めることが求められる。
（村山委員） 

146. 助言 2～6：上述の視点で適切な改定案を議論したいと考えま
す。（持田委員） 
※ 持田委員の「上述の視点」とは以下に示すとおり（事務局追記、

以下同）： 
下記視点をバランス良く確保する環境社会ガイドライン改定案
を議論させて頂き度いと考えます。 
1) JICA 各協力事業に参画する環境社会配慮ガイドラインのユ

ーザーとして、迅速性を失わず、活用利便性を維持し、開発
効果を最大化すること。 

2) JICA 各協力事業の実施に際し、相手国に適切な環境社会配
慮を促すこと。 

3) JICA各協力事業の実施に際し、JICAによる環境社会配慮支
援・確認の適切な実施を確保すること。 

【35】 ビジネスと人権に関する国連指導原則に関
する日本政府の国別行動計画（NAP）に留意し
ながら対応する。GL「序」・「理念」に、国際潮
流（「ビジネスと人権に関する国連指導原則」含
む）を踏まえた日本政府方針に沿って適切な環
境社会配慮を行う旨記載する。【GL】（1、3 頁） 

 
（理由、考え方） 
 国際潮流を踏まえた日本政府方針には、『ビジ

ネスと人権』の NAPも含まれている。 
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テーマ 論点 
包括的検討における助言（概要） 

（助言全文は別添①参照） 
諮問委員からのご意見（概要） 
（ご意見全文は別添①参照） 

JICA方針（案） 

147. ビジネスと人権に関するに関する国連指導原則に関する日本政
府の国別行動計画（NAP）に関する扱いについては、FAQに類する
カテゴリーで扱うことが望ましい。（村山委員） 

5.2 ESS10 ステークホル
ダーエンゲージメント計
画の参照の要否 
 
5.3 ステークホルダー分析
の実施 

（助言 3）ステークホルダーエンゲー
ジメントには、ジェンダー別や社会的
脆弱性等の要素を考慮したステークホ
ルダー分析・特定や、双方向のコミュ
ニケーション方法の採用といった、意
味ある参加を担保するための方法論を
体系化して整理すべき。 

148. ステークホルダー分析をジェンダー別に行うことを明記する必
要がある。なお、世銀 ESFでは世帯単位ではなく世帯内の構成員別
の調査が重要であることに注意を喚起している(ESS5 p.56) 。今後
社会経済調査で留意されるべき視点である。（織田委員） 

149. 意味ある参加に関する定義は JICA ガイドラインでは「双方向
のコミュニケーション」に加えて世銀 ESS10 ではより詳細なプロ
セスを示していることから(p.99)、ESS10 の記載事項を援用するこ
とが有用。（織田委員） 

150. 電力マスタープランや地域の開発マスタープランなど、プロジ
ェクト対象国の政策に大きな影響を長期にわたって与える案件につ
いては、カテゴリ分類にかかわらず、また、当該国で戦略的環境ア
セスメント等で開催が義務付けられていない場合でも、幅広い現地
ステークホルダーとの協議を行い、その結果を反映させる。（木口委
員／田辺委員（NGO3 団体意見書を委員としても提言）） 

151. 例えばミャンマーの「電力開発計画プログラム形成準備調査」
（カテゴリーB）では、少なくとも幅広い市民社会が参加できる形で
の現地ステークホルダー協議は実施されていなかった。カテゴリー
B であっても現地ステークホルダー協議の開催を要件として頂きた
い。（田辺委員／木口委員） 

152. 現地ステークホルダーとの「意味ある協議」について、「文化的
に適切かつ双方向のプロセス（操作、干渉、威圧、差別、脅迫のな
い状態下での協議）」である点を明記するべきである。また、社会的
合意の要件として挙げられている「地域住民等のステークホルダー
との十分な協議」について、「地域住民等のステークホルダーとの文
化的に適切かつ双方向（操作、干渉、威圧、差別、脅迫のない状態
下での）の協議）」とより具体的に明記し、要件とするべきである。
（木口委員／田辺委員（NGO3 団体意見書を委員としても提言）） 

153. ステークホルダーからプロジェクトの環境社会配慮に関する懸
念や要請等を書簡で受け取った場合、JICA による当該ステークホ
ルダーへの「適切かつ速やか」な回答を要件とするべきである。（木
口委員／田辺委員（NGO3 団体意見書を委員としても提言）） 

154. 適切／速やかに返答が行われていないケースが散見され、現行

【36】 現地ステークホルダーの参加や協議の際に
重要な配慮項目を、ESS 10 を参考に GL の別
紙に整理することを検討する。その中に、現地
ステークホルダーとの意味ある協議の定義や
留意点も含める。現地ステークホルダーとの
「意味ある協議」について、ESS 10 を参考に
見直しを検討する。【GL】（25、26 頁） 
ステークホルダーエンゲージメントプラン
（SEP）に該当する独立した文書作成は行わな
いが、現行 GL で行っている EIAや RAP、先住
民族計画（IPP）における住民協議において SEP
と同等の質の内容を確保する。 

 
（理由、考え方） 
 現地ステークホルダーのエンゲージメントの

実施にあたり、ステークホルダー分析含め重要
な配慮項目を別紙に示すことを検討。実施方法
等の具体的な参考情報は、GL とは別に整理す
る。ジェンダー配慮は、社会的脆弱性への配慮
の一環として行う。 

 「意味ある協議」について、世銀 ESS10 に沿
って「文化的に適切な言語と形式で、双方向の
プロセスであり、意識操作や干渉、強制、差別、
脅迫のないものとする」旨を追記する。 
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テーマ 論点 
包括的検討における助言（概要） 

（助言全文は別添①参照） 
諮問委員からのご意見（概要） 
（ご意見全文は別添①参照） 

JICA方針（案） 

の記載のままでも適切かつ速やかな対応が行われているとする根拠
は提示されていない。GL 運用にあたり、この重要な視点が抜け落ち
ないよう、GL 本文にその旨を明記することが必要であると考える。
（田辺委員／木口委員） 

155. ステークホルダーコンサルテーションは、異議申し立てを回避
するための最も重要な手段であり、意味ある協議（meaningful 
consultation）が行われるよう最善の方策がとられるべき。現行の
JICA GL「2.4 現地ステークホルダーとの協議」は不十分。ステーク
ホルダーの特定方法を含め、より詳細にガイドライン本文に記載す
るとともに、別紙において意味ある協議方法の事例を示すことが望
まれる。（鈴木委員） 

（助言 4）必ずしも世界銀行のステー
クホルダーエンゲージメントプラン
（SEP）と同様の文書作成を求める必
要はないが、ステークホルダーエンゲ
ージメントの実行における重要項目を
JICA GL の本文や FAQ に含めること
が考えられる。特に、JICAが協力準備
調査で案件形成の支援を行っていない
場合、及び、RAP に SEP の内容を含
めることで代用しようとする場合に
は、SEPと同等の内容を確保すること
が重要との意見もあった。 

156. ステークホルダーの範囲はケースバイケースのため、RAP、
EIA、IPP等でステークホルダーエンゲージメント（パブリックコン
サルテーション・情報公開を含む）の最低限求められる対象・項目
について GL または FAQで例示頂きたい。（黒木委員） 

157. 世銀のステークホルダーエンゲージメントプラン（SEP）と全
く同じである必要はないかもしれないが、同様な／類似の内容のプ
ランを作成することをカテゴリーA プロジェクトには義務付けるべ
き。（鈴木委員） 

158. 世銀のステークホルダーエンゲージメントプラン（SEP）の扱
いについては、実質的に同等の内容を確保することとし、特に、JICA
が協力準備調査で案件形成の支援を行っていない場合や、RAP に
SEPの内容を含めることで代用しようとする場合には、ステークホ
ルダーの範囲や計画の内容を精査することが求められる。（村山委
員） 

（助言 5）苦情処理メカニズムの対象
は、非自発的住民移転対象の人々やコ
ミュニティに限るのではなく、環境影
響および移転以外の社会影響に関する
ステークホルダーも対象として JICA 
GLに定め、被影響住民を代表する者あ
るいは第三者が苦情処理に関与するこ
とが望ましい。 

159.  RAPと EIAで共通した組織とシステムを作ってEIAや RAPド
ラフト時にパブリックコンサルテーションで説明、DD 時、工事時
に説明することを検討すべき。実施機関内の GRM 事務局は共通さ
せると情報がまとまって良いが、GRM下の委員会レベルとなると、
RAP（主要関係者：土地省・地方地自体・住民代表等）と EIA（主
要関係者：コントラクター・地方自治体・住民代表等）の苦情にか
かる関係者が異なるため、工夫していく必要がある。WB ESFでは
労働者に対する GRMが求められているので併せて検討が必要。（黒
木委員） 

【37】 苦情処理メカニズムは、非自発的住民移転
の影響住民だけでなく、環境影響やその他の社
会影響も対象とすることを GL 別紙に記載す
る。【GL】（22 頁） 
実施機関等に設置することを検討するが、非自
発的住民移転とその他の影響では関係者が異
なることに留意する。 

（助言 6）ステークホルダーの区分に 160. 世銀 ESS10 にあるステークホルダーにおける Other interested 【38】 本 GL の位置づけは 1.4 基本方針にあると
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テーマ 論点 
包括的検討における助言（概要） 

（助言全文は別添①参照） 
諮問委員からのご意見（概要） 
（ご意見全文は別添①参照） 

JICA方針（案） 

ついては世界銀行 ESS10 と JICA GL
では同じことを違う切り分け方或いは
異なる表現で示している。ESS10 の区
分を参照し、必要に応じて JICA GL に
おけるステークホルダー区分の定義を
再検討すべき。その際は現行の JICA 
GL において現地ステークホルダーに
対し、より手厚いエンゲージメントを
求めていることにも注意すべき。 

partiesは、現行ガイドラインにおけるステークホルダーよりもやや
広い概念と思われることから、現行ガイドラインにおいてステーク
ホルダーを「現地ステークホルダーを含んだ、協力事業に知見もし
くは意見を有する個人や団体」から、事業に関心がある人々まで含
めるような表現を検討することが望ましい。（村山委員） 

おり、「相手国等の開発目的に資するプロジェ
クトが、環境や地域社会に受け入れることがで
きないような影響をもたらすことがないよう、
相手国等による適切な環境社会配慮の確保の
支援と確認を行う」ためのものである。これに
照らすと、現行GL1.3 定義のとおり現地ステー
クホルダーに対してより手厚いエンゲージメ
ントを求めていることは自然であり、現行 GL
の区分を維持する。【対応済（GL）】 

 
（理由、考え方） 
 世銀の ESS10 でも、情報提供や意見聴取の方

法について、被影響住民に対してより手厚い配
慮を行っている。 

 「事業に関心がある人々」は「協力事業に意見
を有する個人や団体」に包含されるものと考え
る。 

テーマ⑥労働、汚
染管理、コミュニ
ティ 

6.1 世銀 ESS2労務管理手
順、労働安全衛生対策の参
照の要否 

（助言 1）労務管理や労働者の安全・
健康について、世界銀行 ESS2 に記載
されている項目を環境社会配慮の範疇
とし、JICA GL に記載する範囲と契約
等それ以外の方策で対応する範囲を整
理したうえで、ESS2 の趣旨を踏まえ
た検討をすべきとの意見があった。 

161. 世銀 ESS２-para13 およびガイダンスノート GN13.4 では、労
働の場におけるハラスメントの防止対策とそれがジェンダーを軸に
起きやすいことに注意を喚起している。JICAでは既に契約約款(GC)
において差別の禁止や平等な機会の提供などの対応が書かれている
とのことであるが、環境社会配慮の一環として労働管理手順または
それに類するものに、ジェンダーに基づくものを含むハラスメント
の防止を記載することは強いメッセージである。（織田委員） 

162. EES2 でも児童労働や子どもの強制労働について言及されてお
り、子どもの危険労働とは、健康、安全の観点からだけでなく子ど
ものモラルを危うくするものと定義されている。そして、地下労働
などと並んで性的虐待(sexual abuse)が例示されている(p.33 注)。改
正ガイドラインまたは FAQ でも子どもの権利侵害の例として示す
ことは可能ではないか。（織田委員） 

163. 原則、対象国法律と一般条項 GC（FIDIC）（相手国とコントラ
クター契約）においてカバーされるものであり、特別追加的なもの
は必要ない。工事段階の労働問題は上記のとおり相手国法、一般条
項 GC で対応される事項であり、供用後の労働問題は実施機関が国
内法に基づいて対応すると理解。いずれも環境社会配慮審査後の対

【39】 労務管理や労働者の安全・健康、児童労働
については、対象国法律や GL を含む現行の枠
組みにおいて既に対応していることから、現行
GL の記載を維持する。追加的な対応について
は、その要否も含めて別枠組みで検討する。【別
枠組】 
GL の枠外で対応しているものについては、
FAQ 等にその旨記載することを検討する。
【FAQ】 
FAQ に次のように記載する。「問：環境社会配
慮ガイドラインではプロジェクトの労働者の
労務管理や安全・健康、児童労働について、ど
のように対応しているのですか。 
回答：ガイドライン 2.3 の環境社会配慮の項目
に「労働環境（労働安全を含む）」や「子どもの
権利」が含まれているとおり、ガイドラインで
は労働者の安全・健康や児童労働のリスクにつ
いて確認を行っています。また、労務管理や安
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テーマ 論点 
包括的検討における助言（概要） 

（助言全文は別添①参照） 
諮問委員からのご意見（概要） 
（ご意見全文は別添①参照） 

JICA方針（案） 

応となるため、審査時に労働衛生について求める場合は、ごく一般
的な記載になるため、審査時何が確認できるのか議論が必要。 環境
社会配慮を超えて、コロナ感染問題や人権問題も踏まえて、今後、
労働者の権利や作業環境の改善が進む可能性があり、案件は少ない
が技プロや調査の実績もあるため、JICAとしてきちんと方針を示す
べき。（黒木委員） 

164. 工事中の安全配慮等について、記載・規定すべき場所を JICA 
GL か契約かの二者択一ではなく、JICA GL を基本原則と謳った拠
り所（“憲法”）とした上で、これに包含する形で、案件固有の契約に
個別具体的な事項をブレークダウン（“法律”）する等、整合性と網羅
性を担保した整理の工夫が望ましい。また、労働者流入のリスク（伝
染病等）について、COVID-19 が全世界中で蔓延している状況下、
これ以前の世銀の Guidance を踏襲している場合は、再度検証が必
要。（杉田委員） 

165. 世銀の ESS2 ではこれまで以上に事業実施に関わる労務管理や
労働安全衛生に関する配慮が求められていることから、相手国／実
施機関が合意する契約一般条項や実施機関とコントラクター等の契
約約款に言及しつつ、Multilateral Development Bank Harmonised 
Edition の契約約款（General Conditions）への対応することを環境
社会配慮ガイドラインにおいて記載することが求められる。（村山委
員） 

166. 助言 1～4：助言に異論ありません。（持田委員） 
167. 世銀 ESS では労働は重要な項目の一つとして扱われているこ

とから、環境社会配慮の関係でどのような扱いがなされているのか
について、FAQに類するカテゴリーで示すべき。（村山委員） 

全・健康、児童労働については、ガイドライン
とは別に、相手国等との合意文書や相手国等と
コントラクター間の契約により、相手国の法
律・規制に基づく対応をはじめとして適切な配
慮がなされるよう対応しています。ODAによる
公共施設等の建設事業に関して、労働災害の防
止等を目的とする「ODA建設工事安全管理ガイ
ダンス」及び「JICA安全標準仕様書」に基づく
安全対策への取組については、こちら（ODA建
設工事の安全対策への取り組み）をご覧くださ
い。」 

 
（理由、考え方） 
 現行 GL では配慮項目に「労働環境（労働安全

を含む）」や「子どもの権利」が含まれており、
労働者の安全・健康や児童労働について一定の
対応を行っている。ジェンダーに基づく暴力
は、GL「理念」に追記する方針の「ジェンダー
平等」に含まれると考えており、その旨 FAQに
記載することを検討する。「（問）ガイドライン
の理念に「ジェンダー平等の達成を後押しす
る」とあるが、具体的にどのようなことに取り
組むのですか。（回答）ジェンダー平等の達成に
向けて、環境社会配慮においては、例えば、住
民移転を伴う場合、女性の意見・考えについて
十分尊重され、排除されない仕組みが準備され
るか等を確認することになります。また、女性
に対し、個別プロジェクトで不均等に影響が及
んだり、補償や支援の受け取りが不平等に行わ
れたりすることのないよう配慮されているか
確認します。これに加えて、ジェンダーに基づ
く暴力を撲滅することが必要であり、ガイドラ
インとは別に、適切な配慮がなされるよう対応
しています。」【対応済（GL）】【FAQ】 

 労務管理、労総者の安全・健康、児童労働：対
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テーマ 論点 
包括的検討における助言（概要） 

（助言全文は別添①参照） 
諮問委員からのご意見（概要） 
（ご意見全文は別添①参照） 

JICA方針（案） 

象国法律、借入人と JICA の合意文書、実施機
関とコントラクターの契約で対応。労働者の安
全については、工事安全に関連するガイダンス
等も活用。【対応済（別枠組）】 
ジェンダーに基づく暴力： GL とは別の枠組み
で検討中。借入人と JICA の合意文書上は一般
的な規定にて対応。【別枠組】 
新型コロナウイルス感染症拡大を踏まえた新
たなリスクへの対応についても、対象国法律と
現行の枠組みで対応している。【別枠組】 

 契約約款などを含む現行の枠組みについては、
これまでも国際開発金融機関（MDBｓ）の契約
約款も参照しつつ、JICAの契約書類を作成して
きている。 

6.2 世銀 ESS3 有害廃棄
物、有害化学物質、害虫管
理に係る要件の参照の要
否 

（助言 2）現行 GL での相応の配慮の
下、世界銀行 ESS3 に記載のある化学
物質や有害物質への対応について、対
象とする物質や基準の考え方等につい
て JICA GLへの記載要否を含めた扱い
を明確にすべきとの意見があった。 

168. 事業毎に原則的な JICA の要請内容を整理して、相手国に合意
させる内容を整理すべき。ESS３には、（IFCの）EHSガイドライン
よりも厳しくない基準を適用するケースについて記述があるため、
この点を認識した上で、基準適用の要否について諮問委員会で協議
して頂きたい。（黒木委員） 

169. JICA GL32 ページの別紙 2 モニタリングを行う項目に関し、以
下に掲げる項目を参照しつつとあり、必ずしも記載された項目に限
定されるものではないが、大気質に関しては、最新の知見に照らし
て著しく不適切と考えられ、修正する必要がある。（鈴木委員） 

170. 大気関係の項目の改訂：「環境社会配慮ガイドライン 32 頁別紙
6：モニタリング項目」に関し、WHO大気環境ガイドライン等の世
界標準となる文書を踏まえ、適切に改訂していただきたい。 
・2 月 11 日に鈴木が提出した資料では、PM（PM2.5, PM10）、対流
圏オゾン、二酸化窒素、二酸化硫黄に加え、ブラックカーボンや CO
も候補として挙げられている。 
・対流圏オゾンの前駆物質として非メタン炭化水素（NMHC）も二
酸化窒素とともに関連物質として重視されている。前駆物質として
は、温室効果ガスでもあるメタンの影響も近年注目されている。 
・日本の大気汚染防止法では「ばい煙」には有害化学物質・ガスも
含まれている。それらの有害物質・ガスについても、ガイドライン
から除外されないよう配慮されたい。（鈴木委員） 

【40】 国際的な基準やグッドプラクティス（例え
ば、世銀の ESS 3・4 のガイダンスノートや、
IFC の Environmental, Health, and Safety 
Guidelines）を参照し、対応する。現行 GLで国
際的な基準やグッドプラクティスを参照する
ことは規定されている。【対応済（GL）】 
別紙 6 モニタリングを行う項目は、GL の参考
資料であり、必要に応じて見直し、更新する。 
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テーマ 論点 
包括的検討における助言（概要） 

（助言全文は別添①参照） 
諮問委員からのご意見（概要） 
（ご意見全文は別添①参照） 

JICA方針（案） 

（助言 3）病害虫管理については、農
薬管理の取り扱い方法が国により異な
る点に留意しつつ、総合的病害虫管理
（IPM/IVM）の観点から JICA GL に盛
り込むか検討すべきとの意見があっ
た。 

171. 総合的病害虫管理（IPM/IVM）については時折指示書で記載され
ているが、今後、環境社会配慮に含まれるのであれば、まとまった
手法やこれまでの JICA 案件での実績を整理した参考資料を作成し
共有すべき。（黒木委員） 

172. 病害虫管理については、JICA GL の項目として掲げるべき。（鈴
木委員） 

【41】 現行 GL 別紙１「大気、水、土壌、事故、
水利用、気候変動、生態系及び生物相等を通じ
た人間の健康と安全への影響及び自然環境へ
の影響」が調査・検討すべき影響の範囲に挙げ
られており、下線部で統合的病害虫管理の趣旨
と一致すると考えられる。【対応済（GL）】 
GL ではなく、必要に応じて参考資料（関連する
セクターの環境チェックリスト）で対応する。 

6.3 世銀 ESS４緊急事態
対応、有害廃棄物、域外労
働者の流入、保安員リス
ク、事業の影響を受ける可
能性のあるコミュニティ
安全性確保の配慮項目へ
の追加 

（助言 4）工事中の安全配慮等につい
て、環境社会配慮の範疇とし JICA GL
に記載する範囲と、契約等それ以外の
方策で対応する範囲を整理したうえ
で、JICA GL への記載の要否を検討す
るべきとの意見があった。 

173. JICA は、別紙 1 で「地域社会・労働者の安全・保安」の項目
を新たに設け、「保安要員の利用、あるいは、要請・黙認による当該
国の軍・警察等の関与が、地域住民・労働者の安全を侵害してはな
らない」ことを要件とするべき。（木口委員／田辺委員（NGO3 団体
意見書を委員としても提言）） 

174. NGO提言では「要請黙認による当該国の軍警察等の関与が、地
域住民労働者の安全を侵害してはならない」ことを要件とするべき
と提案しており、軍警察等を完全に排除した形を想定した提案では
ない。また、世界銀行 ESS4 の para.24〜27 や IFCパフォーマンス
スタンダード 4 の para.12〜14 では、プロジェクトにおける保安要
員等の使用に伴い生じるリスクに関して要件を規定している
JICAGL においても、人権侵害への加担を回避するべく、GL 運用上、
こうした視点が抜け落ちないよう、保安要員や軍警察等の関与に係
る文言を GL 本文に明記することが必要であると考える。（田辺委員
／木口委員） 

175. 工事中の安全配慮については、FIDIC や当該国の関連法令を遵
守する事とされており、実際の EIAでもそれらについて整理が行わ
れていると認識。「コミュニティの安全」については新しい要件であ
るため、対応事例について取り纏めて関係者の理解を促進すること
が必要。環境アセスメントで取り扱う「コミュニティ」の範囲につ
いてあらかじめ例示すべき。（黒木委員） 

176. 工事中の安全確保については、既往の契約図書において一定の
規定がなされている。契約において詳細な工事中の安全管理が規定
されるため ESGL 本文に改めての記載の必要はない。ただし何らか
の記載が必要であるなら、「安全対策については契約約款における規
定及び（仮）建設工事にかかる JICA 安全標準スペックに基づき、
適切に行う」のように記すことで足りる。（三宅委員） 

【42】 緊急事態対応、有害廃棄物、域外労働者の
流入、保安員リスク、事業の影響を受ける可能
性のあるコミュニティ安全性確保の配慮につ
いては、対象国の法律や、GLを含む現行の枠組
みにおいて既に対応しており、現行 GL の記載
を維持する。 

（理由・考え方） 
 現行 GL の配慮項目には、「事故」「HIV/AIDS等

の感染症」「廃棄物」などが含まれており、緊急
事態対応や有害廃棄物、域外労働者の流入につ
いては周辺環境やコミュニティに重大な影響
を与える可能性がある場合、一定の対応を行っ
ている。【対応済（GL）】 

 GL とは別の枠組みで以下の通り既に対応済。
【対応済（別枠組）】 
域外労働者の流入、有害廃棄物：借入人と JICA
の合意文書、実施機関とコントラクターの契約
等で対応。 
緊急事態対応：…計画・設計、対象国法律、借
入人と JICA の合意文書、実施機関とコントラ
クターの契約で対応。工事安全に関連するガイ
ダンス等も活用。 
構造物の安全性配慮：計画策定・設計の一環と
して取り扱っている。なお、想定外の気象条件
による構造物の破壊は、現時点では、相当の仮
定や多大な誤差・曖昧さを有し、技術的信頼性
に劣る手法となると思われることに留意し、相
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テーマ 論点 
包括的検討における助言（概要） 

（助言全文は別添①参照） 
諮問委員からのご意見（概要） 
（ご意見全文は別添①参照） 

JICA方針（案） 

（助言 5）構造物の安全性への脅威、
しかも当初の想定を超える災害等の場
合の緊急事態対策は、ハード面ならず
ソフト面でも技術協力を行うべきとの
意見があった。また、供用段階に特に
コミュニティへ影響が大きいと予想さ
れる構造物の場合には、世界銀行の緊
急対応計画を参考にした計画の作成や
実施について、JICA GL への記載の要
否を検討する必要があるとの意見があ
った。 

177. 様々な専門家の投入も必要となるため、本項目の対応にあたっ
ては事例を示しつつ、環境社会配慮としての要否を諮問委員会の十
分な協議を行う必要がある。（黒木委員） 

178. 必ずしも世銀と同等の緊急対応計画（emergency response 
plan: ERP）を策定することを義務化する必要はないが、供用段階に
コミュニティへの影響が大きいと予想される構造物の場合には、適
切な配慮を行う旨、JICA GLに明記することが期待される。（鈴木委
員） 

179. 事業実施に伴い敷設される構造物の安全性は、気候変動要因に
よる想定外の災害等により損なわれる可能性があることから、周辺
のコミュニティを含めた緊急対応計画の策定が必要に応じてなされ
る枠組みにすべき。（村山委員） 

180. 上述の視点で適切な改定案を議論したいと考えます。（持田委
員） 

181. 方針案で JICA GL の枠外として扱うとしている部分は、FAQに
類する文書でその旨を記載しておくこと。また、今後、気候変動を
要因とする災害が増大することが想定されるため、構造物の設計段
階でこの点を留意するような仕組みが求められる。（村山委員） 

手国等への注意喚起にとどめる（『論点 1.6』参
照）。 
保安要員：借入人と JICA の合意文書、実施機
関とコントラクターの契約（雛形）で対応。現
地ステークホルダーの参加や協議における「意
味ある協議」については、『論点 5.2』を参照。
【対応済（別枠組）、GL】 
相手国等が、プロジェクトの形成・実施にあた
り雇用する保安要員やその他の安全確保のた
めの要員を用いる場合には、予防と自己防衛目
的を除き警備能力の行使を行わないよう対応
することが必要だが、軍・警察等の扱いについ
ては相手国の主権にかかわることであり、GL
に委員ご提案のような要件を記載することは
困難。以上を踏まえ、GL2.5 に追記。【GL】9 頁 

 ジェンダーに基づく暴力については、『論点 
6.1』を参照。 

（助言 6）世界銀行 ESS4 ”Community 
Health and Safety”の”Health”の意図す
るところは身体的な健康だけの意味で
はなく、性的搾取・虐待及びセクシャ
ルハラスメントやジェンダーに基づく
暴力も含むハラスメント、さらに
HIV/AIDS 以外の感染症も含めるべき
点に留意が必要。 

182. ジェンダーに基づく暴力（GBV：Gender Based Violence）は
JICA のガイドライン全体を通じて明示的に示すべき課題。（織田委
員） 

183. 現状の GL のアセスにおいても HIV/AIDS以外の感染症は通常、
考慮されていると思われる（マラリア、デング熱等）。ハラスメント
や DVは、工事中の HIV/AIDS防止キャンペーンにその内容を入れ、
周辺のコミュニティと同時に啓発活動を行う事も可能。「コミュニテ
ィへの対応」は新しく明記された分野であるため、想定されるコミ
ュニティの“対象範囲”や好事例などについて JICA 側からご説明頂
きたい。GBVについては、経緯を整理してから、環境社会配慮上の
取り組みについて諮問委員会で検討する必要がある。（黒木委員） 

184. 助言に異論ありません。（持田委員） 

（助言 7）JICA GL での生態系サービ
ス（Ecosystem services）への影響の取
り扱いについて検討すべきとの意見が
あった。 

185.  生態系サービスに依存しているコミュニティの範囲は広いと
思われるので、これまで助言委員会で議論された事例を GL・FAQに
例示して頂きたい。（黒木委員） 

186. 本来生態系サービス（ecosystems services）への影響について
検討すべきであるが、そのためには検討・評価手法について明確化
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テーマ 論点 
包括的検討における助言（概要） 

（助言全文は別添①参照） 
諮問委員からのご意見（概要） 
（ご意見全文は別添①参照） 

JICA方針（案） 

する必要がある。（鈴木委員） 
187. 事業実施により周辺コミュニティが受ける生態系サービスの影

響も環境社会配慮の範囲として扱うことが求められる。（村山委員） 
188. 上述の視点で適切な改定案を議論したいと考えます。（持田委

員） 

テーマ⑦自然生息
地 

7.1 世銀 ESS6 生息地区
分及び保護区の定義、リス
ク管理手法の参照 

（助言 1）JICA GL においては、生態
系と生物相、自然環境、自然生息地と
いった異なる用語を用いて記載がなさ
れているため、その基本的考え方、用
語の定義を整理することが必要。また、
配慮項目として多様な生態系サービ
ス、侵略的外来種、持続可能な生物資
源の監理について言及すべきとの意見
あり。 

189. 現行の JICA GL では、生物多様性保護という概念が明確に示さ
れていないため、自然環境に関する記述を抜本的に見直し、生物多
様性保護を図ることを明記すべき。（鈴木委員） 

190. 生物多様性条約において、「人類の共通の関心事である」とされ
ているため、生物多様性は対象国の法令や政策、意図のみにより評
価されるべきではなく、国際的に認められる考え⽅と⼿法による評
価を担保すべき。（日比委員） 

191. 気候変動と同様、⽣物多様性についても事業そのものによる影
響だけを議論するのではなく、全体的、総合的に地球の⽣物多様性
の保全に JICA が（正負に）貢献しているかという視点からの規定
検討が望ましい。（日比委員） 

192. 助言に異論ありません。（持田委員） 
193. 「現行GL別紙１は、「生態系と生物相」を配慮項目としている

が、開発協力大綱・ESS 6 と同様「生物多様生」を配慮項目とする」
との方針に賛成。ただし、注釈あるいは FAQ等で「生物多様性」の
定義を明確にすることを希望（生物多様性の保全とは絶滅危惧種の
保全である、などの不十分な理解を避けるため）。（日比委員） 

194. 生態系サービスを評価・配慮項目に加えることに賛成。生態系
サービスの検討・評価手法が明確でない点は確かにあるが、「可能な
範囲で配慮する」のではなく、GL が基本的に 10年間有効であるこ
と、当該分野での研究や実証が急速に進みつつあることに鑑み「そ
の時点で国際的に最も活用され、受け入れられている手法を用いて
検討・評価する」とされたし。（日比委員） 

【43】 現行GL2.3環境社会配慮の項目及び別紙１
は、「生態系と生物相」を配慮項目としている
が、開発協力大綱・ESS 6 と同様「生物多様性」
を配慮項目とする。【GL】（8、19頁）FAQに国
連生物多様性条約に基づき生物多様性の説明
を追記する。「（問）ガイドラインの 2.3 環境社
会配慮の項目にある生物多様性とは何を指す
のですか。（回答）国連生物多様性条約によれ
ば、「生物の多様性」とは、すべての生物（陸上
生態系、海洋その他の水界生態系、これらが複
合した生態系その他生息又は生育の場のいか
んを問わない。）の間の変異性をいうものとし、
種内の多様性、種間の多様性及び生態系の多様
性 を 含 む と さ れ て い ま す 」【 FAQ 】      
生物多様性の評価方法や評価基準は、運用面で
IFC等を参考にする。 
ESS 4 を参考に、生態系サービスを GL2.3の配
慮項目に追加し、FAQに次のように記載する。
「（問）ガイドライン 2.3 環境社会配慮の項目に
ある生態系サービスについて、どのように配慮
を行うのですか。（回答）生態系サービスについ
ては、コミュニティの健康と安全に影響を及ぼ
す場合（特に当該サービスに依存する先住民族
等）に配慮します。生態系サービスに依存して
いるコミュニティの範囲は広く、検討・評価手
法が明確とは言えないため、可能な範囲で配慮
を行います。なお、世銀の ESSでは配慮対象の
生態系サービスを供給サービス（食料、燃料、
木材、繊維、薬品、水など、人間の生活に重要
な資源を供給するサービス）と調整サービス

（助言 2）生物多様性に対する影響の
評価手順について、予防的アプローチ
に立つことを JICA GL で明確にし、評
価方法や評価基準を明確にすることが
必要。 

195. 評価分析時における予防的アプローチは、プロジェクト影響を
これまでのやり方より大きく想定する考え方となるため、物理的か
つ管理範囲の面からその範囲は大きくなる。生態多様管理計画の実
施にあたって、FS 段階で予算措置を行っても実施段階で相手国に
よりその内容自体が実施されない、あるいは予算が十分に引き当て
られないこともあるため、実施段階における JICA側による TORの
内容、コスト、専門家の配置など十分な確認・管理が必要。（黒木委
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テーマ 論点 
包括的検討における助言（概要） 

（助言全文は別添①参照） 
諮問委員からのご意見（概要） 
（ご意見全文は別添①参照） 

JICA方針（案） 

員） 
196. 生物多様性の評価手法、特に世銀が規定する「改変された生息

地（modified habitat）」における生物多様性の評価手法を明確に示す
必要がある。（鈴木委員） 

197. 上述の視点で適切な改定案を議論したいと考えます。（持田委
員） 

（森林があることによって気候が緩和された
り、洪水が起こりにくくなったり、水が浄化さ
れたりといった、環境を制御するサービス）に
しぼっており、これらの生態系サービスについ
て世銀の運用事例の蓄積が期待されることか
ら、JICA事業においても世銀の取組を参考にし
ながら供給サービスと調整サービスを念頭に
配慮を行います。」 

【44】 ミティゲーション・ヒエラルキーの考え方
を GL1.4基本方針に記載する。【GL】（5頁） 

 

（助言 3）生物多様性の保全にあたっ
ては、ミティゲーションヒエラルキー
の考え方、特に回避を最優先すること
を明確にすべき。 

198. 助言に異論ありません。（持田委員） 
199. ミティゲーションヒエラルキーという語は基本概念なので、GL

に追加すべき。（村山委員） 

（助言 4）生物多様性オフセットは、
ミティゲーションヒエラルキーの最終
手段であることを強く認識し、導入の
可能性を慎重に検討すべきであるとの
意見と、支援対象国のモニタリングキ
ャパシティーの懸念から導入困難性を
指摘する意見があった。 

200. 生物多様性オフセットについて、支援対象国のモニタリングキ
ャパシティへの懸念がある場合、そのモニタリングに耐え得る知見
や技能を習得出来る様な経済的教育的な支援施策を提供することも
必要。制度として生物多様性オフセットが実在する限り、それが抑
制的に運用されるにせよ、その導入を実現するための道を用意して
おくことも求められる。（杉田委員） 

201. 上述の視点で適切な改定案を議論したいと考えます。（持田委
員） 

【45】 生物多様性オフセットは、ミティゲーショ
ンヒエラルキーの最終手段であるとの認識の
下、実施する場合は世銀や IFCの運用を参考に、
現地ステークホルダーの参画及び現地に精通
する専門家の助言を得て取り組む。 

 
（理由、考え方） 
 ミティゲーションヒエラルキー（回避、最小化、

緩和、代償）に沿った検討を行い、それでも重
大な影響が残存する場合には、代償の一環とし
て生物多様性オフセットの実施を検討する。 

 実施方法は世銀や IFC等の事例を参考に都度個
別案件で検討する。まずは試行的実施を通じた
体制整備を目指すことを想定。 

（助言 5）世界銀行 ESS6 で採用され
た生息地区分を導入することについ
て、生息地の定義を明確にした上で、
実施すべき。 

202. 「重要な⽣息地」を特定する上では、事業における⽣物調査の
限界を鑑み、Key Biodiversity Area (KBA)など国際的に確⽴された⼿
法に基づくデータベース等を活⽤することで、予防的アプローチを
取るとともに、費⽤効果の⾼い調査・評価を実施すること。（日比委
員） 

203. データベースに加えて、保全⽣物学や調査・保全⼿法（例えば、
エッジ効果、ドローンの活⽤、遺伝⼦バーコーディング、⺠間セク
ター参画に基づく⽣物多様性オフセットなど）における進歩が著し
いことに留意。（日比委員） 

204. 「重要な⽣息地」を特定する上で、絶滅危惧種は重要な指標と

【46】 世銀 ESS6 にある改変された生息地、自然
生息地の区分を GL に導入するかについては、
世銀の運用を引き続き確認し、今次改定では導
入せず、今後の継続検討の課題とする。 

 
（理由、考え方） 
 これらの生息地（改変された生息地、自然生息

地）の導入には、相手国等の事業対象地及び周
辺の状況が十分に把握されていることが前提
であるが、こうした情報が十分に得られない場
合が多く想定される。 
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テーマ 論点 
包括的検討における助言（概要） 

（助言全文は別添①参照） 
諮問委員からのご意見（概要） 
（ご意見全文は別添①参照） 

JICA方針（案） 

なるが、⼀⽅で⽣態系を形成し、機能させているのは絶滅危惧種だ
けではないことに鑑み、特に地元コミュニティが享受する⽣態系サ
ービスについても⼗分な影響評価を含めるべき。（日比委員） 

205. ⽣態系サービスに加えて、⽣物多様性条約では⽣物多様性とジ
ェンダー、先住⺠族（特に伝統的知識）の関係性も⽣物多様性保全・
持続的利⽤上の重要なアジェンダと捉えている。GL（および⾒直し
論点）では、⽣物多様性の持つ社会側⾯は、「⽣態系・⽣物多様性」
の議論とは切り離されてきたが、途上国における⼈⼝増加傾向や⽣
態系の開発圧⼒の増加など、⼈間と⾃然の関わり度合いが⾼まって
いることを受け、⾒直し GL では分けて対応するのではなく、総合
的・統合的なアプローチを模索すべき。（日比委員） 

206. 世銀 ESS6 にある生息地区分の導入については相手国の生息地
の状況が十分に把握されていることが前提であることから、こうし
た情報が十分に得られない場合は区分の導入は慎重に進めた方がよ
い。（村山委員） 

207. 助言に異論ありません。（持田委員） 
208. 7.1 に係る重要な自然生息地の特定には、KBA 等、国際的認知

された手法やデータベースの活用を明記するなどし、確立された国
際的な評価を認知し取り入れることで、調査や検討、評価を効率化
するとともに、より明示的に国際的な価値への貢献・配慮を担保す
るよう改定すべきである。（日比委員） 

 運用面で、国際機関等が発表する情報を参考
に、事業対象地またはその周辺に自然生息地に
該当する可能性のある地域が存在し、事業の影
響が及ぶ可能性がある場合は、これに留意して
可能な限り環境影響調査において影響評価と
緩和策の立案を行う。なお、重要な自然生息地
については現行通り慎重かつ丁寧な対応を行
う。 

 

（助言 6）プライマリーサプライヤー
への対応について、実現可能な範囲で
JICA GL に含めることができないか検
討するべきとの意見があった。 

209. 実際の対応時期・対応方法案についても諮問委員会で協議して
頂きたい（例：天然資源とは何を指すのか、一次供給者の環境社会
面の評価・検証方法は実施段階で行うと思われるが、誰が実際に行
い、誰に報告するのか等）。（黒木委員） 

210. コントラクターが、砂利や木材などの資材がプライマリーサプ
ライヤーにより環境に影響が少ない方法で取得されたものであるか
までチェックすることには権限、費用、ノウハウ等から問題があり、
コントラクターにおいて実施することは困難。従ってもし GL にお
いて記載が必要ならば、「プライマリーサプライヤーの資材調達に関
し、環境社会配慮の観点から必要となる場合、調達先及び取得方法
等について入札図書において正確に指定し、適切な資材価格を見込
むことが必要である。」のように記載するべき。（三宅委員） 

211. 助言 6～7：上述の視点で適切な改定案を議論したいと考えま
す。（持田委員） 

【47】 世銀の運用を引き続き確認し、今次改定で
は導入せず、今後の継続検討の課題とする。 

 
（理由、考え方） 
 世銀 ESS 6 の運用は、生息地区分について相手

国等の状況が十分把握されていることが前提
であるが、こうした情報が十分に得られない場
合が多く想定される。 

 調達先及び取得方法等について案件形成段階・
入札図書で正確に指定し適切な資材価格を見
込むことの可否について慎重な検討が必要で
あり、世銀の対応状況を注視。 
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テーマ 論点 
包括的検討における助言（概要） 

（助言全文は別添①参照） 
諮問委員からのご意見（概要） 
（ご意見全文は別添①参照） 

JICA方針（案） 

7.2 保護区では事業を実施
しない案件から、生息地区
分に基づいた事業実施へ
の変更の要否 

（助言 7）JICA GL の「保護区取り扱
い規定」について、一律に事業実施を
回避するのではなく、保護区指定目的
に合わせた相手国の法規制及び管理計
画に沿って事業実施を判断することが
適切であり、生物多様性保全の観点か
らは、ESS 6 で重要な自然生息地
（Critical Habitat）に分類された地域で
事業を実施しない、または当該生息地
の事業実施条件を遵守することで保全
を図ることが肝要との意見があった。
なお、重要な自然生息地の判断を明確
にできるかの実務上の懸念、該非判断
の簡便さをあわせて保護区取り扱い規
定の変更可否の検討が必要 

212. 保護区取り扱い規定について、先方政府からの要請に応じて、
一律に事業実施を回避するのではなく、その指定目的に合わせた相
手国の法規制、及び管理計画に沿って事業実施を判断することが適
切。世界銀行の環境社会基準（ESS）で採用された生息地区分に基
づいた事業実施可否基準や、JICA 及び他援助機関のプラクティス
を参考にしつつ、ルールメイキングするべき。（石田委員） 

213. 保護区の目的や現状の機能を調査した上でフレキシブルに判断
することが望ましい。案件採択時、特に KBAについて重要な生息地
か否かの判断を暫定的に行うことで専門家配置、投入 MM、コスト
が考慮される仕組み作りを検討して頂きたい。そうでないと調査の
コスト、精度、全体のスケジュールに大きな影響を及ぼすこととな
る。（黒木委員） 

214. ロジックとして現⾏ガイドラインよりも新ガイドラインが、⾃
然環境・⽣物多様性の保全を緩和・（ダイリュージョン）逆⾏するこ
とがないようにする。（日比委員） 

215. 現⾏GL では、より制約条件が強い保護区要件によって「保護区
内にある重要な⽣息地」は、原則事業実施対象地から除外されるこ
とで保護されてきたことに留意し、⾒直し後においても、少なくと
も法的保護下にある「重要な⽣息地」の保護⽔準が下がることは無
いようにするとともに、法的保護下にはない「重要な⽣息地」の保
護⽔準が⾼まる⾒直しとすることで、⽣態系・⽣物多様性保護の論
理的な弱体化を回避、むしろ強化する必要がある。「保護区要件」の
撤廃は、よほど明確に効果的な追加策を同時に導⼊しなければ、国
際的に批判の的となる可能性に留意。（日比委員） 

216. ⼀⽅で、主に途上国においては、新規保護区の指定や拡張とと
もに、逆に保護区の指定解除やダウングレード、ダウンサイジング
（PADDD）の動きもあることにも⼗分留意（すなわち、保護区であ
ることだけに依拠する保全規定でも不⼗分）。（日比委員） 

217. 助言 7-9 に関連して保護区の扱いについては、世銀 ESS6 で示
されている重要な自然生息地（Critical Habitat）が客観的に特定され
ていることが前提であると考えられる。一方で、相手国においては
こうした情報が十分でない可能性があることから、第一段階では相
手国の法制度に基づく保護区も参照したうえで重要な生息地を評価
し、制度上の保護区で事業を実施しようとする場合の要件について、
現行の FAQ をもとに基本的な考え方をガイドライン本文に記載す

【48】 現行 GL では、「プロジェクトは、原則とし
て、政府が法令等により自然保護や文化遺産保
護のために特に指定した地域の外で実施され
ねばならない」とあるが、保護区の指定目的、
現状の置かれた状況は様々であり、一律に事業
実施を回避するのではなく、その指定目的に合
わせた相手国の法規制及び管理計画に沿って
事業実施を判断する。【GL】 

⇒諮問委員会議論を踏まえ本方針案は取り下げ。GL
の記載変更なし。 
（理由、考え方） 
 保護区の指定目的、現状の置かれた状況は様々

であり、一律に事業実施を回避するのではな
く、その指定目的に合わせた相手国の法規制及
び管理計画に沿って事業実施を判断すること
が適切。 

 GL では、生物多様性の保全の観点から保全価
値の高い地域は重要な生息地として扱ってお
り、その対応は維持する。 

 『保護区での事業実施を“原則”行わないこと』
とすることで、①現地の法規制及び管理計画に
沿っており、また、実際の生物多様性の保全価
値が必ずしも高くない場合であっても、現地の
法規制では許容されるものの、GL の要請に基
づいて同保護区を回避する事業計画に変更す
ることで追加的な開発コスト等が生じる（開発
効果の毀損）、②保護区を回避する検討のため
に調査コストが追加的に生じる（追加的な行政
コスト）ことがあり得る。今次提案により保護
区の従来の取り扱いに付随する上記のコスト
を低減する一方、重要な生息地に関する従来の
対応は維持することにより、生物多様性保全に
向けた配慮の質は担保される。 
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テーマ 論点 
包括的検討における助言（概要） 

（助言全文は別添①参照） 
諮問委員からのご意見（概要） 
（ご意見全文は別添①参照） 

JICA方針（案） 

ることが求められる。（村山委員） 
218. 保護区に係る「一律に事業実施を回避するのではなく、その指

定目的に合わせた相手国の法規制及び管理計画に沿って事業実施を
判断する」との方針は、第６回諮問委員会において″これは従来の
GL における保護区に関する扱いからの変更である″と JICA から説
明された。現状では、この改定方針には反対する。（日比委員） 

219. 保護区に係る規定の改定方針（実質的に保全して現行 GL のい
わゆる保護区規定が、どのように開発効果の毀損につながったのか
具体的な事例を交えて示し、保護区における事業実施を実質的に緩
和する根拠を示されたい。（日比委員） 

（助言 8）これに対して大多数の委員
からは、対象範囲等を明確に判断でき
る保護区取り扱い規定並びに同規定に
係る FAQ を現状どおり維持すること
が、生物多様性の保全の観点から必要
であるとの意見が表明された。 

220. 助言に異論ありません。（持田委員） 

（助言 9）保護区取り扱い規定と生息
地区分に基づいた事業実施可否の判断
は補完的要素があることから、両者を
改善することで保全効果、開発効果の
双方を高められる方法を取り入れるべ
きとの意見があった。また、その実施
においては発言力が限定されがちな地
域住民の意見をよく聞くことが重要と
の意見があった。 

221. 上述の視点で適切な改定案を議論したいと考えます。（持田委
員） 

テーマ⑧住民移
転、先住民族 

8.1 世銀 ESS5 Annex1 の
住民移転計画の構成要素
の参照 

（助言 1）架空送電線や地下埋設物の
ように、土地利用の阻害あるいは制限
に起因して財産価値を毀損するような
場合に対する補償について、世銀
ESS5 の生計損失に対する補償や日本
等第三国を参考として検討すべき。 

222. このような補償を行うのであれば、地上権、地下権などの事例
（補償単価等）について JICA側で事例を整理して、FAQ・カテゴリ
B執筆要領等で例示すべき。（黒木委員） 

223. 助言に異論ありません。（持田委員） 

【49】 生計手段の喪失については、現行 GL の記
載を維持する。【対応済（GL）】財産価値の毀損
に対する補償は、日本や第三国の事例を参考に
運用面で可能な範囲で対応する。 

 
（理由、考え方） 
 財産価値の毀損に対する補償は、世銀 ESS に

は記載がなく、個別事業の運用面で可能な範囲
で対応されている。 

（助言 2）不動産市場が機能または未 224. 非自発的住民移転及び生計手段の喪失にかかる移転・補償対策 【50】 非自発的住民移転の被影響住民に対する補
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テーマ 論点 
包括的検討における助言（概要） 

（助言全文は別添①参照） 
諮問委員からのご意見（概要） 
（ご意見全文は別添①参照） 

JICA方針（案） 

発達の場合の再取得価格の算定基準を
明らかにするよう検討すること。また、
移行期間における補償の在り方や、資
産調査結果の被影響住民への書面での
手交と同意文書取り交わしの義務付け
を検討すべきとの意見があった。 

の合意形成にあたり、資産調査結果が対象者に手交されなくてはな
らない。また、移転及び補償にかかる合意書の内容を対象者が理解
していなければならず、合意書は対象者に速やかに手交されなくて
はならない。（木口委員／田辺委員（NGO3団体意見書を委員として
も提言）） 

225. 非自発的住民移転及び生計手段の喪失にかかる補償の基準は公
開され、一貫性をもって各損失資産に適用されなければならない。
また、補償の算出根拠は文書化され、公開されなくてはならない。
（木口委員／田辺委員（NGO3 団体意見書を委員としても提言）） 

226. 再取得価格の算出根拠やその基準額の公開について NGO が指
摘している問題意識は、RAPに一般的な補償方針や算出根拠（例え
ば、「市場価格に基づく」乃至「査定評価額に基づく」等）が記載さ
れていたとしても、具体的な単価数値について透明性が確保されな
い場合に、不適切な補償交渉や汚職不正の温床となりかねないとい
う点にある。各事業現場での公正な補償交渉を促すとともに、汚職
不正を回避するためには、何らかの形で具体的な補償の単価数値の
透明性が確保されている必要があると考える。したがって、この点
について GL 本文で明記する、あるいは、GL 運用にあたって JICA
担当者向けマニュアル等による注意喚起がなされるべきであると考
える。（田辺委員／木口委員） 

227. 物理的及び経済的移転が回避できない場合には、対象者が以前
の生活水準や収入機会、生産水準において改善又は少なくとも回復
できるよう、「移行期間中の支援」が行われなくてはならない。（木
口委員／田辺委員（NGO3 団体意見書を委員としても提言）） 

228. 移転・補償対象者に対する合意形成及び移転・補償措置の実施
前に、住民移転計画の最終版が作成、公開されていなければならな
い。（木口委員／田辺委員（NGO3 団体意見書を委員としても提言）） 

229. 例えばティラワ SEZ開発事業（ZoneA開発）では、住民移転計
画ドラフト版全文公開前に一部の補償支払いが行われ、また住民移 
転計画の最終版が完成する前に移転が行われた。JICA専門家が入り
策定されたインドラマユ石炭火力においても、土地収用計画のドラ
フト版及び最終版の公開前に地権者への土地補償支払いが開始され
た。したがって、GL 運用上、こうした視点が抜け落ちないよう、別
紙 1 の非自発的住民移転 4 において、「大規模非自発的住民移転が
発生するプロジェクトの場合には、＜移転補償が行われる前に＞住

償や支援の対応は以下のように行う。 
 資産調査結果の提供は、世銀 ESS ガイダンス

ノートに「個々の被影響住民の資産の補償が計
算された際には、その結果を被影響住民に提供
し説明する」とあることを参考に FAQ に記載
する。「（問）非自発的住民移転及び生計手段の
喪失に際し、補償金額等補償内容に関する被影
響住民への説明の際にはどのようなことに配
慮すべきですか。（回答）ガイドライン別紙１に
あるとおり、補償基準は公開され、個々の被影
響住民は自身に提供される個別の補償内容を
認識している必要があります。個々の被影響住
民の資産の調査や補償金額の算定に際し、その
結果が当該住民に提供され説明されることが
必要です」【FAQ】 

 個別の合意されるべき補償内容については文
書で説明され、当人がその内容をいつでも確認
できることを原則とする旨を GL に追記する。
【GL】（21頁）移転及び補償にかかる合意書に
ついては、手交可能性を検討中。 

 世銀 ESS 5 で、土地や資産に対する補償に加え
て、移行期間中の損失や費用への補償を対象と
しており、個別案件の補償の検討において参照
する。 

 ジェンダー配慮は、女性が特に負の影響を受け
やすい要因の有無を個別案件で都度確認し、社
会的弱者への配慮の一環として対応する。 

 世銀 ESS５にあるとおり、補償基準は公開され
一貫して適用される必要があり、補償基準に沿
って個々の被影響資産の補償の計算結果は被
影響住民に提供し説明されるべきである。 
補償基準の公開と一貫した適用を担保するた
め、移転補償の前に住民移転計画が作成され、
被影響住民に提示されるべきである。 
ESS５を参考に以上を GL 別紙１に記載する。
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テーマ 論点 
包括的検討における助言（概要） 

（助言全文は別添①参照） 
諮問委員からのご意見（概要） 
（ご意見全文は別添①参照） 

JICA方針（案） 

民移転計画が、作成、公開されていなければならない。」と改訂する
べきである。（田辺委員／木口委員） 

230. 現地側と GL で補償方針（算定額、エンタイトルメントマトリ
クス等）に過去の案件でギャップがあらかじめ判明している場合は、
JICAの TORミッション等の現地政府と JICAとの協議の場で JICA 
GL にしたがう旨合意しておくべき。（黒木委員） 

231. 助言 2～3：上述の視点で適切な改定案を議論したいと考えま
す。（持田委員） 

【GL】（21 頁）FAQに記載する。【FAQ】 
 
 

（助言 3）住民移転計画の作成と実行
にあたっては、特に負の影響を受けや
すい女性の視点と関心が含まれるよう
な配慮を行うべきとの意見があげられ
た。苦情処理における社会的弱者配慮
の必要性、法的・慣習的権利を有さな
い住民の移転における法的権利等の認
められた家屋提供支援の検討。 

232. ESS5 では、配慮の例として、土地所有名義や補償金の支払い
にあたり夫婦名義を可能にすること、女性が土地所有権と認められ
ないなどの場合は別の補完的措置をとること、職業訓練、就業機会
支援におけるジェンダー配慮の必要性を挙げている(para20 注 18)。
このような具体的な方法は FAQ などで紹介することで、配慮しや
すくなる。（織田委員） 

233. 住民移転計画の作成と実行に当って、特に負の影響を受けやす
い女性の視点と関心が含まれるような配慮が必要、との助言に関し
て、ここで敢えて「女性」がハイライトされている具体的な背景、
趣旨をより良く理解しておきたい。また、住民移転計画・生計回復
支援事業の被支援国における事後評価やアウトカムの調査は、本計
画の継続的な運用のためにも、妥当な質と量の支援を担保する上で
必須である。（杉田委員） 

（助言 4）経済的移転への対応に関し
て、ESS5 に多くの記載があることか
ら、JICA GL における取り扱いを整理
することが重要との意見があった。 

234. 住居や耕作地、商業施設などの物理的な施設の移転のみならず、
事業実施により生計手段の変更を迫られる人々への配慮も本ガイド
ラインの範囲に含めることが求められる。（村山委員） 

235. 助言に異論ありません。（持田委員） 
236. 現行 GL 別紙１では「非自発的住民移転」の項目の中に「生計

手段の喪失」が置かれている。住民移転がなくても生計手段への影
響がありうることから、見出しを含めて検討すべき。（村山委員） 

【51】 現行 GL 別紙 1 で生計手段の喪失への対応
が定められているため、これを維持する。運用
面では世銀 ESS 5 を参考にする。 

（助言 5）住民移転計画・生計回復支
援事業のモニタリングや事後評価にお
いて、住民にとっての満足の度合い等
を含むアウトカムを調べることができ
ないかとの意見があった。 

237. 事後評価で第三者が案件全体の評価と合わせて調査をするのは
良い考え。（黒木委員） 

238. 住民移転計画・生計回復支援事業については、事業の実施主体
が借入人と異なる場合があることから、確実に計画が実施されたか
フォローアップが重要。そのための監視・モニタリング計画をきち
んと作成する必要がある。また、監視・モニタリングに際しては、
住民の満足度調査を実施することが望ましい。（鈴木委員） 

【52】 個別事業のモニタリング、事後評価の一環
として住民移転計画・生計回復策の適切な実施
の確認を行っている。 
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テーマ 論点 
包括的検討における助言（概要） 

（助言全文は別添①参照） 
諮問委員からのご意見（概要） 
（ご意見全文は別添①参照） 

JICA方針（案） 

239. 上述の視点で適切な改定案を議論したいと考えます。（持田委
員） 

8.2 先住民族の呼称につい
て Indigenous 
Peoples/Sub-Sahara 
African Historically 
Underserved Traditional 
Local Communities を参
照することの要否 
 
8.3 FPIC (Free, Prior and 
Informed Consent) の定義
の参照 
 
8.4 先住民族配慮計画の構
成要素の参照 

（助言 6）先住民族の呼称については、
世銀 ESSに倣うことよりも、本来配慮
すべき範囲との間に差異が生じないよ
うに留意すべき。 

240. 助言 6～7：助言に異論ありません。（持田委員） 【53】 Sub-Sahara African Historically 
Underserved Traditional Local Communitiesと
いう呼称も必要に応じて使用可とする。 
プロジェクトが先住民族に影響を及ぼす場合、
「Free, Prior, and Informed Consent」（仮訳：
自由な事前の十分な情報を伝えられた上での
合意）を要件とする。【GL】（22 頁） 
先住民族計画は、ESS 7 を参照し作成する。 

 
（理由、考え方） 
 呼称については、過去のアフリカ案件で

Indigenous Peoplesという用語の使用に懸念を
示されたことがあるため、世銀 ESS 7 の呼称も
必要に応じて使用可とする。 
「Free, Prior, and Informed Consent」（仮訳：
自由な事前の十分な情報を伝えられた上での
合意）の具体的な内容については、世銀 ESS 7
を参考に FAQで次のように記載する。「問：先
住民族に対しての「十分な情報が提供された上
での自由な事前の合意」について、具体的な内
容はどのようなものですか。回答：「十分な情報
が提供された上での自由な事前の合意」（Free, 
Prior and Informed Consent: FPIC）の世界共通
の定義はありませんが、世銀 ESS７を参考に
JICAでは主に次のような内容と考えています。 
・GL 別紙５の意味ある協議が行われることを
通じて達成される。 
・「集団的な支持」のことを言い、文化的に適切
で誠実な交渉プロセスを通じて達成される必
要がある。 
・プロジェクト実施機関は、交渉プロセス及び、
その結果（賛成・反対の両意見を含む）を文書
化する。 

（助言 7）FPICについては、世界銀行
ESS7 の定義の通り「Free, Prior, and 
Informed Consent」（仮訳：自由な事前
の十分な情報を伝えられた上での合
意）を参照すべきとの意見があった。
また、「合意」と見なす判断基準の整理、
先住民族配慮では影響を受ける先住民
族に対する十分な情報提供等、合意形
成プロセスが適切に実施されているか
確認することが必要。 

241. 世界銀行 ESS7 の定義の通り、Free, Prior, and Informed 
Consent: FPIC を（仮訳：自由な事前の十分な情報を伝えられた上
での合意）とすべき。また、自由と十分な情報へのアクセスにはジ
ェンダー格差がありうることから、合意形成プロセスを確認するに
当たっては、ジェンダー視点を取り入れることが必要。（織田委員） 

242. プロジェクトが先住民族に影響を及ぼす場合、「十分な情報が提
供された上での自由な事前の合意（FPIC）が得られていなければな
らない」ことを要件とするべき。（木口委員／田辺委員（NGO3 団体
意見書を委員としても提言）） 

243. IPが認められる地域への影響を与えないように事業予定地とし
て避ける事が検討される事が多いが、一方では IP側のインフラ整備
のニーズは高いケースもある。このため、案件開始前に貴機構でこ
のようなニーズ把握を行った上で、調査を開始し、事業予定地の決
定、合意プロセスと進む方がよいケースもある。（黒木委員） 

244. 事業の影響範囲に先住民族が居住する場合には、原則として先
住民族配慮計画（IPP）の作成を求めて、計画を策定しない場合には
代替としての配慮事項を整理することをガイドラインに記載するこ
とが求められる。（村山委員） 

245. （助言７，８について）この箇所については、GL や FAQ での
扱いが不明なので、少なくとも FAQ で具体的な内容を例示した方
がよい。また、FPICに基づき「合意」を要件とする場合は、合意の
内容について具体化すべき。その際、世銀 ESS7 25、26を中心に参
照することが望ましい。（村山委員） 

（助言 8）先住民族配慮計画（IPP）は
取り組んだ事例が少ないことから、適
切に配慮するために現地のリソースの
活用等を通じて同計画の構成要素を確
保するよう検討すること。IPP 策定に
おいてジェンダーの視点、伝統的意思

246. IPPの JICAでの事例は多くないため、諮問委員会で実績を説明
して頂きたい。また、他ドナー案件では非インフラ案件でも IPPが
作成されている事例もあるため、WBや ADBの事例も併せて整理し
て頂き、諮問委員会で説明すべき。（黒木委員） 

247. 先住民族計画(IPP)は、その概念を拡げて脆弱な地域住民計画
（VPP）とし、先住民族だけでなく、子供、女性、老人、障害者の
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テーマ 論点 
包括的検討における助言（概要） 

（助言全文は別添①参照） 
諮問委員からのご意見（概要） 
（ご意見全文は別添①参照） 

JICA方針（案） 

決定等の固有要因の尊重・考慮が重要
との意見があった。 

ような地域社会において脆弱な人たちも対象にすべき。（鈴木委員） 
248. 先住民族配慮計画（IPP）に関し、基本的に、脆弱な地域住民

（vulnerable local people）への配慮計画（VPP）とし、必ずしも先
住民（indigenous people）だけでなく、必要に応じ、その地域に暮
らす脆弱な人々（子供、障害者、老人、女性等）への影響を検討す
る計画（文書）を作成する旨 JICA GL に明記すべき。（鈴木委員） 

249. 助言 8～9：上述の視点で適切な改定案を議論したいと考えま
す。（持田委員）

・FPICは必ずしも全会一致を必要とせず、プロ
ジェクトの影響を受ける先住民族の一部の個
人や集団がプロジェクトに反対する場合でも
達成され得る。【FAQ】 

8.5世銀 ESS8 無形文化遺
産の配慮項目への追加 

（助言 9）無形文化遺産を配慮項目に
加えることに異論はない。有形文化遺
産を含め、国際的に認知された遺産の
みならず、相手国・地域にて重視され
ている文化遺産への配慮、住民による
慣習的な利用を制限せず、住民への利
益分配等の配慮、また文化財について
住民間の民族、言語、宗教上の価値観
が異なる場合への慎重な対応、秘密保
持が必要な場合の対応についても検討
すべきとの意見があった。 

250. 具体的な事例と対応方法について事例を検討した上で GL に盛
り込むべき内容であると考える。環境社会配慮専門家の範疇を超え
るため、重要な文化財への影響が予定される場合は、調査時、実施
段階において文化財専門コンサルタントを別途配置すべきと考え
る。諮問委員会の理解促進のため、文化財専門家が JICA 調査で従
事した事例を説明して頂きたい（例：エジプト国カイロ鉄道など）。
（黒木委員）

【54】 無形文化遺産の扱いについては、世銀の運
用を引き続き確認し、運用面で可能な範囲で配
慮を行う。現時点で、世銀の事例は確認されて
いない。 

251. 助言委員会の運営の見直し予定、第 5 期助言委員会での過去の
助言の分析の報告、GL 改定により追加となる分野の助言委員の配
置。（黒木委員）

252. 世銀 ESF、包括的検討を踏まえ、多様な項目が現行 Gに加え調
査・分析される必要が生じる。これを現状のスケジュールの中でク
オリティを確保し、具現化していくかが課題。（黒木委員）

253. 新型コロナウイルス感染症のように、疾病の広がりにより環境
社会配慮で求められる調査やステークホルダー協議に一定の制約が
生じる場合を GL で扱うことが望ましい。（村山委員）

254. 諮問委員会のプロセスでは、各論点に対して網羅性を確保した
議論が重要。（木口委員／田辺委員（NGO3団体意見書を委員として
も提言））

左記のご意見は、各論点に関する JICA 方針（案）
の検討にあたり、参考にさせていただく。 
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